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平成26年教育福祉委員会会議録 

 

１．招集年月日  平成26年12月16日 

２．招集の場所  可児市役所５階第１委員会室 

３．開   会  平成26年12月16日 午前９時01分 委員長宣告 

４．審 査 事 項 
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    請願第５号 手話言語法に関する請願 

    陳情第５号 「生涯現役社会の実現」に取り組むシルバー人材センターへの支援の要
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    陳情第６号 福祉労働者の処遇改善・人材確保に関する陳情 

    議案第63号 可児市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の制定について 
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定について 
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める条例の制定について 

    議案第69号 可児市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について 

    議案第72号 指定管理者の指定について 

   事前通告質問 障がい者施設整備の進捗状況について 

   報告事項 

    １）報告第10号 可児市新型インフルエンザ等対策行動計画について 

    ２）次期定例会における条例の制定・改正予定または新規事業等について（報告） 
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      ●可児市子ども・子育て支援事業計画に係るパブリックコメントの実施について 

      ●可児市介護保険条例の一部改正 

      ●第６期可児市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画に係るパブリックコメント

の実施について 

      ●可児市民の歯と口腔の健康づくり推進条例の制定 
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      ●可児市障がい者計画に係るパブリックコメントの実施について 

      ●可児市教育に関する事務の職務権限の特例を定める条例の一部改正 

    ３）小・中学校のエアコン運用について 

    ４）美濃桃山陶の聖地（牟田洞）の整備構想・計画（案）について 

    ５）社会福祉協議会の法人後見事業について 

   その他 
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開会 午前９時01分  

○委員長（野呂和久君） それでは、皆様、おはようございます。 

 ただいまから教育福祉委員会を開会いたします。 

 本日は、報道機関から取材の申し込みがあり、撮影等を許可しましたので、御承知おきく

ださい。 

 それでは、これより議事に入ります。 

 まず、請願第５号 手話言語法に関する請願を議題といたします。 

 さきの委員会にて承認をいただきましたので、本日、参考人として、請願者である一般社

団法人岐阜県聴覚障害者協会 水野義弘会長と、同協会の手話通訳の伊藤恵子さん、紹介議

員である山田喜弘議員に御出席をいただいております。参考人の水野会長と伊藤さんにおか

れましては、大変お忙しい中、また足元の悪い中、本委員会に御出席をいただき、ありがと

うございます。 

 本日は、本請願に関し、忌憚のない御意見を述べていただきたいと思います。その際は、

10分以内を目安にお願いいたします。その後、委員からの質疑にお答えいただきたいと思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

 また、参考人の方が委員に対して質疑をすることはできません。あらかじめ御了承願いま

す。 

 なお、発言をされる方は、挙手をして委員長の許可を得てからマイクのボタンを押して発

言をお願いします。 

 水野義弘会長は聾者のため、本委員会中の発言は手話通訳者である伊藤さんに通訳をして

いただきます。そのため、簡潔・明瞭に質問をしていただきますようお願いいたします。 

 それでは、初めに事務局から請願文書の朗読をお願いします。 

○議会事務局書記（渡邊ちえ君） 手話言語法に関する請願。 

 平成26年11月14日、可児市議会議長様。 

 請願者、住所、岐阜県岐阜市薮田南５－14－53。名前、一般社団法人岐阜県聴覚障害者協

会会長 水野義弘。紹介議員、山田喜弘、野呂和久。 

 趣旨、2011年夏、「改正障害者基本法」が衆議院参議院ともに全会一致で可決・成立しま

した。「全て障害者は、可能な限り、言語（手話を含む）その他の意思疎通のための手段に

ついての選択の機会が確保される」と定められ、手話が日本でも法的に言語として認められ

ました。これは私たちにとって大きな一歩です。しかし、この「機会の確保」を確実に得る

為には、手話が言語として聾者に活用されるための具体的な施策が必要です。残念ながら日

本にはその法律はありません。私たち聾者には、そのための法律「手話言語法」が必要なの

です。 

 趣旨を御理解いただき、ぜひ手話言語法に関する下記の請願項目の採択をお願いいたしま

す。 

 （項目）１．手話言語法に関する意見書を可児市議会として国へ提出してください。 
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 以上です。 

○委員長（野呂和久君） ありがとうございました。 

 それでは、これより参考人の方に本請願の趣旨等について説明をしていただきます。よろ

しくお願いいたします。 

○一般社団法人岐阜県聴覚障害者協会会長（水野義弘君） 皆さん、おはようございます。 

 きょう、このような場を設けていただいたことに、まずは感謝申し上げます。 

 まず、2006年、国際連合の総会の場で障害者権利条約が採択をされました。その際に、国

際権利条約に基づいて日本は署名をしていただきました。次に、批准をするために国内法の

さまざまな整備がされました。 

 条例の目的は何かといいますと、全ての障がい者のあらゆる尊厳を保障する、守るという

こと。障がいは個人ではなく社会であるという視点から、幅広い場で障がい者の尊厳を尊重

し権利を守るという条約になっております。その整備で国内法が改正された部分が障害者基

本法とか障害者総合支援法、または新しく設けられた、今度施行される差別禁止法等さまざ

まなものが見直されてきております。 

 その上で、ことしの１月になりますが、日本の場合は批准を済ませております。しかしな

がら、まだまだ法整備が十分ではない点が多々あります。それは法改正、新しく法律を進め

ていただきたい。特に私たち聴覚障がい者、聾者が必要だと思われるアクセシビリティーに

かかわる法律が、今のところ日本には一つもないということ。それで我々聾者の生活が変わ

るのかというと、具体的施策がまだ何もない状態です。聾にかかわる法律の中で一歩前進し

たと言えることは、障害者基本法と総合支援法の２つの法律の中に、障害者基本法の改正の

中で聾にかかわる部分ということが、長い歴史の中で初めて「言語に手話を含む」という一

文が追加されたことだと思います。 

 だけど、障害者基本法を改正しただけで十分かと言われますと、幾つかの問題が見受けら

れます。障害者権利条約の場合は、手話を言語に含む、また手話は言語であるための法整備

がいろいろとなされておりますが、障害者基本法の中には、手話は言語であるという一文が

設けられましたが、そのための法整備が何一つ整っていない現状です。言語を獲得する、言

語を利用する、言語を保障する等という我々の求めているものが一つも入っておりません。

私たち聾者としては、手話で学ぶという選択の機会が十分ではないのが現状です。 

 私たち聾者は、長い間この思いを持ってきております。1947年、全国聾者会議が開かれま

した。その場で初めて、全日本ろうあ連盟理事長の藤本さんという人の言葉ですが、有名な

ものがあります。「手話を広く社会に広める。そうしなければ、聾者の真の理解を深めるこ

とはできない」という言葉を残されております。つまり、我々は60年前からこの思いを持ち

続けて訴え続けております。 

 現状は、ほとんどの聾者の子供、特に地域の小学校に通う聾児、手話を知る、手話を獲得

する場がまるっきりない状態で育ちます。また２つ目、聾学校に入ったとしても授業に手話

は取り入れられておりません。健聴の子供は、言語、日本語としては国語教育というものが
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あります。しかし、聾児の子供は、手話を言語として学ぶ機会がありません。また４つ目に

は、いつ起こり得るかわからない災害等の緊急時、手話で意思疎通を図ることが難しい。ま

たは、コミュニケーションとして筆談ということをよく言われますが、手話を言語として育

った者は、筆談だけでは全てを伝え切ることができないという課題が残されています。その

現状を変えるために、やはり手話言語法という法律が必要だと私たちは考えます。また、法

整備がまだまだの部分、また限界になっている部分のところを含めて法整備を進めていただ

きたいということで、この手話言語法の意見書を提出してくださいということを仲間ととも

に活動している途中であります。私たち聾者は、権利を尊重していただき、また守っていた

だき、また選択の機会を広げていただきたい。手話に対する理解を求めて、手話言語法の意

見書を提出していただきたいと思っております。全ての市町村に、岐阜県の中でも働きかけ

ております。 

 手話言語法の目的というのは、５つございます。 

 １つ目は、手話を獲得する。聾児、子供たちが親も含めて地域で育つ中でも手話で学ぶ機

会を得られるということ。 

 ２つ目は、聾の子供が手話で学習する機会を選択することができる、また教育の場で手話

通訳を介して意思疎通を図ること。 

 ３つ目は、手話を学ぶ。聾である、聾でないにかかわらず、手話を学べる環境・機会を与

えていただく。 

 ４つ目として、手話を使う。情報を得るために手話、手話通訳が要るということ。そうい

ういろんな方法を選択する機会を設けてほしい。 

 また、５つ目は、手話を守るということです。手話を社会に普及すること、また守り、研

究等もしていただくということで、この法律の大きな目的として活動しています。 

 今、全国で手話言語法を速やかに制定してほしいという意見書を提出するという活動の取

り組みの状況ですが、全国47都道府県の中で、今のところ44の都道府県で採択をされて意見

書を出していただいております。自治体としては、637市、560の町、38の村でほぼ1,700近

くの自治体で意見書を提出していただいております。日本全体で見ると、70％の自治体で提

出をしていただいております。 

 岐阜県の場合は、ことし３月に県議会の場で採択をしていただき、県としては３月に意見

書を出していただきまして、６月の議会で10の市町村、９月の議会で18の市町、残りが14に

なるわけですが、12月議会でほぼ提出をしていただく見込みで進めているところですが、こ

の12月議会、閉会が早いところで既に３つは意見書を採択しております。つまり、今はあと

11の市町村で意見書がまだということです。私たちとしては、12月に岐阜県内の全ての市町

村で意見書を提出していただくことを目指しております。そのために、今現在、仲間ととも

に取り組みをしています。私たちの強い願いであります。可児市でもぜひよろしくお願いい

たします。 

○委員長（野呂和久君） 参考人の水野会長、大変ありがとうございました。 
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 次に、紹介議員の山田喜弘議員、補足説明はございますか。 

○委員外議員（山田喜弘君） いえ、特にはございませんが、今、会長のほうから言われまし

た５つの権利をしっかりと果たせるために、手話言語法をぜひ制定いただけるよう意見書を

出していただきたいというふうに思っております。 

○委員長（野呂和久君） それでは、これより参考人の方に対する質疑を行いたいと思います。 

 初めに、事前に質疑を提出していただいていますので、順次お願いをしたいと思います。 

 質問は一問一答方式でお願いしたいと思いますので、複数の御質問のある委員は、一問ず

つお願いいたします。 

 それでは、初めに冨田委員、よろしくお願いいたします。 

○委員（冨田牧子君） 私、これをいただく前に締め切りがあって早く出せということでした

ので、先ほど説明していただいたことに重複するかもわかりませんが、これを読んで随分わ

かりましたということはありますけど、一つとして、やっぱり法にするというその目的は何

かということで、やっぱり法律という縛りのあるものにしないと実現できないものかどうか

ということをお尋ねしたいと思います。 

○一般社団法人岐阜県聴覚障害者協会会長（水野義弘君） 当然、法にしていただきたいと強

く願っております。そうしないと実現はできないと思っております。つまり今まで過去を見

ますと、しっかりとした国の法律がないために、市町村でばらばらなんですね。それぞれの

独自の進め方でとても理解を示して進めていただくところ、また全く動きがないところと地

域格差が激しいんですね。なので、しっかりとした法律がそのためにも必要だと思います。

先ほど説明をさせていただきましたが、障害者権利条約の場合は、幾つかの規定をはっきり

と示しております。しかしながら、障害者基本法の場合は、手話は言語であるための規定が

何一つ今はないんですね。なので、そうなると、単なる見えというか、言葉だけということ

で終わってしまうのではないかという、それでは私たちの希望がなかなか反映されないので、

そのための法整備ということで求めております。 

○委員（冨田牧子君） 先ほどのこととかかわるんですけど、法はやっぱり国民を縛るという

面がありますので、この手話言語法が成立すると、市民や自治体はどういった義務を負うこ

とになるのかということをお尋ねしたいと思います。 

○一般社団法人岐阜県聴覚障害者協会会長（水野義弘君） 市民の義務としては、手話を言語

として認めていただく場合、法律の場合は、主に自治体には義務というものがあるというこ

とになりますが、それは教育の場面等、さまざまな場面で手話による合理的配慮が必要だと

いうこと、また社会の整備を確固たるものとするということで、自治体にはあるかもしれま

せんが、市民への義務というものはないと考えています。 

 自治体の義務としては、やはり聾者の言葉である手話について啓発活動をしていただく、

または市政の場等で字幕だけではなく手話通訳をつけるということ。手話で情報を得られる

機会を行政として合理的配慮をしていただきたいということ等で、自治体に関しては義務と

いう責務が課せられるかと思います。 
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○委員（冨田牧子君） 私自身のことを言えば、子供が千種聾学校の幼稚部に行っておりまし

たので、多少なりともこのことはいろいろ知っているわけですけど、手話についてはほとん

ど教えてもらったことがないので、手話がどんな言語体系を持っているのかというのが、は

っきり言ってわかりません。 

 例えば、「私は」とか、「私が」とか、「私に」とか、「私を」とか、名詞に対して助詞

がついているんですけど、それは手話の場合、どういうふうに表現されるのか、そこに大変

興味があると言ったら失礼ですけど、どういう言語体系かということを知りたいために、そ

ういう質問をしております。 

○一般社団法人岐阜県聴覚障害者協会会長（水野義弘君） 文法は当然、音声言語と違うんで

すね、手話の場合。てにをはと言われる助詞は、手話の場合は位置だとか指さし、また置き

かえ、方向等でできます。それは、手話奉仕員養成講座というのがあるんですが、そちらの

カリキュラムの中のテキストに手話の文法ということで、しっかりと学ぶことができます。 

 ただ、やはり手話が第１言語である聾者、手話を身につけた場合、また学校で手話教育の

経験がない先輩方は、やはりどうしても筆談になると、特に今メールとかも盛んなんですが、

そのときに日本語の助詞、てにをはの使い方がなかなか難しい方が多いということ。手話で

表現する場合はしっかりとした文になっているんですが、それを日本語と言われる音声言語

に置きかえるとなかなか難しいという現実がありますので、そのためにも、子供のときから

手話で教育を受け、第１言語をしっかり獲得し、音声言語も習得するという形にしていただ

くということが望ましいと考えております。 

○委員（冨田牧子君） よくわかりました。 

 千種聾学校の幼稚部でしたけど、本当にもっと簡単な言語サインで、あと口話でというふ

うにやっていたので、うちの子はそういう能力もなかったですけれども、見ておりましたけ

ど、先ほど手話にもそれぞれ違うというか、方言みたいなものもあるし、それぞれの地域で

独特な表現方法というのがあるというふうに私は聞いているんですけど、またそれから国際

手話というふうな呼び方をされるようなものもあるというふうで、統一されていないという

ことなんですが、標準的な手話で統一がきちっとできるものかどうかということをお尋ねし

ます。 

○一般社団法人岐阜県聴覚障害者協会会長（水野義弘君） 健聴者の話し言葉にも方言がある

とおり、昔、交通機関がまだ発達していない、江戸時代とかまでさかのぼれば、特に地域格

差があったと思います。言語にも方言が今も残っている地域があります。今は交通の発達、

ツールの発達等で標準語ということが発達しております。みんなが標準語を話せるという。

手話の場合も、昔、手話で学ぶということが禁止されていた時代というのは、その中はやは

り聾同士のコミュニケーションは手話が自然的に生まれるんですね。その場合にどうしよう

としていたか。先輩方から見て引き継がれていったものが手話です。つまり岐阜県の場合は、

岐阜聾学校というものが一つだけです。岐阜県の中に一つだけ。三重県も一つだけです。愛

知県は４つか５つあるとは思うんですが、そうなるとその聾学校、県の中で１個だけの聾学
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校、卒業した後に他県の方と集まる機会があると初めてわかる。あっ手話が違うんだという

ことがわかるんですが、通じないわけではないんですね、それが。その場に合った手話、方

言というものはあります。 

 昔、昭和40年、初めて全国の若い方が京都で集まる会合がありました。その際に、水とい

う手話一つとっても、さまざまな形、ばらばらなんだということが初めてわかり、それでは

やっぱりだめだろうということで、しっかりとした標準なものをつくっていかなければなら

ないのではないか。また、今後、手話指導等の場で、それぞれがばらばらなことを教えてい

くのはよくないということで、本とかの製本が始まり、健聴者に関しては標準的な手話を学

べるというふうに変わってきております。ただ、聾は覚えたくても場がないんですね、その

標準的な手話を。学校はもちろん、社会でもないので、聾者の人のほうが逆に手話がばらば

らかもしれない。 

○副委員長（天羽良明君） 先ほどからいろいろ御説明いただきましたが、重複して質問があ

りますので、よろしくお願いします。 

 聾学校、岐阜県聾学校では、手話は禁止されていたというようなお話が今もございました

が、では、どういうところで学んでいたのでしょうか。 

○一般社団法人岐阜県聴覚障害者協会会長（水野義弘君） 聾学校は手話は禁止でした、長い

時代。昔、私も聾学校に通っていたとき、手話を使うと、廊下でバケツを持って立たせたり

とかということが実際にありました。手話ができないようにバケツを持つということだった

んだと思うんですが、そういう経験をしました。先輩方もみんな経験があると言っています。 

 手話を獲得する方法はどうかといいますと、先輩方のものを見て、聾学校の場合は幼稚部

というものがあって、幼稚部から高等部、専攻科まで、年３歳から20歳までを同じところで

生活をします。なので、先輩から手話を自然に身につけたものという形になります。 

○副委員長（天羽良明君） ありがとうございます。 

 今、近くでは可茂の支援学校などもございますが、そういったところでも手話を勉強した

ほうがというふうに思われますでしょうか。 

○一般社団法人岐阜県聴覚障害者協会会長（水野義弘君） 当然そのほうがいいと思います。

ぜひお願いしたいと思います。 

 特に、小学校の教育、小学校４年生、５年生にあります総合学習とか、可茂特別支援学校

だけではなく、総合学習の中でぜひ手話という授業を学校教育の中で取り入れて広めていた

だきたいと願っております。子供は、覚えるのも吸収するのも早いです。興味を持っていた

だくことは、とてもいいことにつながりますので、ぜひ取り入れていただきたいと思ってお

ります。 

○副委員長（天羽良明君） 国内法の整備を求めた結果において、障害者基本法が改正されて

充実された部分が多々あったかと思いますが、充実した部分をまず教えていただけますでし

ょうか。 

○一般社団法人岐阜県聴覚障害者協会会長（水野義弘君） 改正した障害者基本法の中で充実
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した部分と言われますと、手話奉仕員養成講座が任意事業から、任意の場合はどっちでもい

いという形ですよね。そこから必須事業という形に変わった部分ぐらいで、余り大きく私た

ちにとって充実したという形は感じ得てはいないんですが、その部分は充実したと思います。

ただ、手話を獲得するとか、利用する、保障するということについては、まだ何一つないの

で、やはり選択の機会というものと、獲得する、拡充するということは入っていないので、

そちらのほうを入れてほしいと思っております。 

○副委員長（天羽良明君） 最後に教えていただきたいんですが、先ほど冨田委員のほうから

も、自治体の対応についてのお話があったかと思いますが、いろいろ意見書がたくさん出て

いるようですので、こういった自治体はいい例だなと、取り組みがすばらしいなというふう

に、先進事例がございましたらば教えていただきたいんですが。 

○一般社団法人岐阜県聴覚障害者協会会長（水野義弘君） 先進的ないい例と言われますと、

皆さん御存じだと思いますが、昨年の10月、鳥取県で手話言語条例というものが施行されて

おります。その中で、鳥取県だけにあるサービスは何かといいますと、あらゆるところで手

話通訳が受けられるサービスというものがあります。そちらが今普及しているタブレットを

使って、遠隔で手話通訳をお願いしたいという場合に、すぐ通訳者が出てくるという形で、

聾者は手話をすれば、中継で、あらゆるところで手話通訳を使えるということができます。

簡単な内容とか、緊急な内容とか、どんなときでも手話通訳を頼むと、岐阜県の場合はまだ

まだ３日とかかかるんですが、きょう通訳が欲しいと思っても、すぐということはなかなか

難しい。日にちを調べて、時間を合わせて手話通訳に来ていただくという不便な部分が大き

いんですが、タブレットですぐ対応していただけるのが鳥取県だと聞いています。 

 鳥取県にタブレットが置いてあるのは、駅とか、あとバス乗り場とか、そういうところに

も用意がしてあって、いつでも手話通訳と話ができるということを聞いています。可児市も

ぜひお願いします。 

○委員長（野呂和久君） 水野会長、ありがとうございました。 

 今、事前質疑をお願いいたしました。 

 他の委員で質疑がございましたら、お願いいたします。 

○委員（酒井正司君） この請願に関しては、先ほどお話がありましたように、３月に県議会

が最初に可決しまして、その流れが今ずうっと続いて、年内にほぼ全自治体がというお話で

ございますが、参考人として、このように実際にお話を聞くということが私は一番大切だと

思うんですが、そういう事例は県内にどれぐらいありますでしょうか。 

○一般社団法人岐阜県聴覚障害者協会会長（水野義弘君） 参考人として、こういう場を設け

ていただいて、こういう場というのは可児市が初めてなんです。ただ、ほとんどは、議員の

御協力をいただいてとか、あとは議会事務局へ行ってお願いする。陳情書を直接手渡してお

願いをするという形です。こういう場というのは、ごめんなさい、１つありました。可児市

と坂祝町の福祉文教委員会にも呼んでいただきました。11月の終わりに呼んでいただきまし

た。こういう形の委員会に出席させていただいているのは２つだけですが、あとは事務局等
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です。 

○委員（出口忠雄君） せんだって、参考資料としていただいております日本手話言語法の案

をいただいたんですけど、そのところをお聞きしてもよろしいでしょうか。 

○一般社団法人岐阜県聴覚障害者協会会長（水野義弘君） 例えば、どのようなことをお答え

すればいいでしょうか。 

○委員（出口忠雄君） この中で、第１章とか、そこから始まって第２章、この中で第13条の

労働及び雇用についてのところなんですけど、第２項のところで、事業主は聾者である従業

員が継続的に働けるよう、環境整備及び合理的配慮を含む支援を行い、手話通訳者を配置す

るよう努めなければならないとあるわけなんですけど、これがもし制定された場合に、雇用

側に聾者に対する通訳というところの、通訳者に対する費用の負担を雇用側が負担するのか、

あるいは国なりそういうところから補填されるのか。もしこれを仮に雇用側が負担するとな

ると、聾者の雇用に何らかの影響があるんじゃないかなと心配するんですけど、雇用側がそ

の費用の負担を嫌って雇用を控えるとか、そういうことにつながるんじゃないかなと思うわ

けなんですけど、その辺どうでしょうか。 

○一般社団法人岐阜県聴覚障害者協会会長（水野義弘君） まず雇用の場で、聾者だけで働い

ているわけではありません。健聴者と一緒だとか、ほとんどの場合は健聴者の中に聾者が一

人ということで、なかなかコミュニケーションがとれないということ。そこで我慢をしてい

る、少しのずれが大きなずれにつながり、人間関係が壊れて、もめてやめるという聾者がい

っぱいいるということは現実に起きております。 

 その場合に、うまく働いていける聾者もいるんですね。なので、うまくいかない聾者を見

ると、やはり手話通訳をしっかり伴って仕事の内容、会社のかかわることをしっかりと伝え

ていて、健聴と同じ情報をいただいているということが一番望ましい、それは事実あります。

しかしながら、先ほどおっしゃられたように、会社側がその通訳の費用を負担するというこ

とは、それは嫌だなということで、逆に雇用を控えるのではないかという心配が危惧される

ということですが、法律をつくっていく中で当然会社側の代表者の方とかも有識者という形

で集まって、そういう場でいろいろなことが議論され、歩み寄り、いい法律をつくっていっ

ていただけるとは思うんですが、その中で、去年ですかね、障害者雇用促進法の中で障害者

の働く場を、雇用率というのも上がっていると思います。その障害者を雇用すべきという中

で、パーセントがなかなか達成できないという企業が多いと聞いています。 

 障害者をしっかりと雇っていただくという環境をつくるということが、まずは一番大事だ

と思います。通訳費用の負担などは、法律をつくる中でその話が出ると思われます。そこで

決めていくことになると思いますので、今、国が出すのか、はたまた会社が全面的に負担を

するのか、半々なのかということが、また県とか市町とかも４分の１とかを払うのかという

いろいろな方法が議論されることと思います。一番いい方法をとっていただくことを望みま

す。 

○委員長（野呂和久君） ありがとうございました。 
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 法律案という形で提示はされておりますが、水野会長も専門家ではありませんので、わか

る範囲でお答えしていただいておりますので、よろしくお願いします。 

 他に質疑はございませんでしょうか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは、参考人の質疑を終了いたします。 

 参考人の水野会長、そして手話通訳の伊藤さん、また山田議員、大変ありがとうございま

した。 

 ここで、参考人の方と山田喜弘議員はこれにて御退出いただいて結構です。本日はまこと

にありがとうございました。 

 ここで、暫時休憩をいたします。 

休憩 午前９時41分  

─────────────────────────────────────―― 

再開 午前９時47分  

○委員長（野呂和久君） それでは、休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 それでは、これより討論を行います。 

○委員（冨田牧子君） 私、先ほどちょっと言いましたように、自分自身の子供が耳が聞こえ

ないということもあって、本当にこのことにはいろいろあって、もう一つは、実は私の妹は

聾学校に勤めておりまして、ずっと聾教育をやってきたというので、妹にもいろいろ意見を

聞きました。そうしたら、聾学校のほうではやっぱりなかなか否定的な意見が出て、余りい

いふうにこのことを言わなかったんです。でも、今までずうっといろいろお聞きをして、そ

れで手話通訳が本当にすばらしい通訳をされて、このことは聾学校の不理解とか、先ほど出

口委員が心配されたような企業側の、こういう法が通ってもなかなか難しいこともあるんじ

ゃないかという話もありましたけど、やっぱりこれは推進していくことが大切なんだという

ことを、この間ずうっといろいろ私も勉強したりしながら思いましたので、ぜひ可児市議会

としてこのことはみんなで採択して、意見書を国に上げられればというふうに思います。 

○委員（酒井正司君） 私の妻も少し手話をかじっておりまして、清流国体等でお手伝いをさ

せていただきました。私も非常に関心を持っております。 

 先ほどお話がありましたように、国際連合で2006年に障害者権利条約に手話は言語である

ということが明記されまして、全加盟国で承認されたのは先ほどお話しされたとおりでござ

います。日本でもやはり2011年に障害者基本法が改正されまして、言語に手話を含むという

文言が入れられたわけでございます。 

 近隣の動きは、先ほど御紹介がありましたように、岐阜県議会が３月に言語法に関する意

見書を採択したのを皮切りに、県内のほとんどの自治体に波及しまして、私のデータがちょ

っと古くて申しわけないんですが、10月１日のデータ、これはネットで調べた限りでござい

ますが、その時点で申し上げますと、42市町村中28自治体が意見書を採択しております。そ

のうち市は21市ございますが、そのうち16市が意見書を採択したとネットには載っておりま
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した。ただ、最近の動きは、さきがた水野会長がおっしゃいましたとおりでございます。さ

らに進んで、大変喜ばしいことに年内にはほぼ全自治体に広がるだろうということでござい

ます。ただ、この時点で見ますと、埼玉県が全自治体が採択していると。これが一番進んで

いる県ではないかなと思います。ただ、御紹介がありましたように、鳥取県が条例まで踏み

込んでつくって、さきがたのように社会に浸透しておるという現実がございます。 

 可児市においては、手話サークルかにっ子というのがございまして、小学校の手話クラブ

の指導であるとか、あるいは子供たちと障がい者との交流をサポートすると、こういう非常

に大切なボランティア活動をしていただいております。 

 また、当市庁舎におきましては、１階の福祉課に手話通訳者、たまたま今通訳していただ

いている水野さんでございますが、常駐をしていただいて、障がい者のサポートをされてい

るというのが現状であります。 

 ことし11月24日の日本経済新聞電子版によりますと、高校生による第１回手話パフォーマ

ンス甲子園というのが11月22日、鳥取市において初めて開催されております。全国から予選

を勝ち抜いた20校が参加をしまして、石川県代表が優勝しております。このように、手話に

関する関心であるとか理解が幅広い年代と地域的な広がりを見せております。 

 手話が言語である以上、日本語に並び日常生活の中にしっかりと浸透させ、聾者の不利益

や差別を排除しなければなりません。この請願は、その趣旨を踏まえ、手話言語法の法整備

をし、障がい者の公平性確保を目指しているものであります。 

 以上の観点から、本請願を全面的に支持し、賛成討論といたします。ありがとうございま

した。 

○委員（林 則夫君） 最近、各所で行われますところの会議も、大・中・小かかわらず手話

をやっておられて、これまた大変結構なことだなと思っておるわけでございます。 

 そこで、ついさきごろ、国際会議において手話の問題が大変クローズアップされまして、

全世界に広がったわけでございまして、あれはあれとして、手話で皆さんに周知徹底する、

お話を聞いてもらうということは、まことに結構なことかと思うわけでございます。 

 そこで、障害者基本法の中の一環として今回手話言語法がクローズアップされて、取り上

げられたわけでございますが、障がい者の中にはいろいろありますね。目の障がい、耳の障

がい、それから言語の障がい、それから五体の障がい、いろいろあるわけでございますが、

今回は障害者基本法の中の手話の問題として上げられたわけなんですが、こういうふうに声

を上げられない障がい者の中で、ぜひ法整備をしてほしいというような障がい者の団体も

多々あると思いますので、議会としては、ぜひこの問題はこの問題として今回は採択をし、

そしてまたそうした声の上がってこない団体にも手を差し伸べるなり、何らかの形で救済の

措置をとっていけるような形をとらないと、この障害者基本法の中の片手落ちになることだ

けは避けたいと、こんなことを考えておるわけでございます。 

 今回の手話言語法についてはぜひ採択をして、国に対していろいろお願いをしていくこと

には賛成であります。以上です。 
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○委員長（野呂和久君） 他に討論はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは討論を終了します。 

 これより請願第５号 手話言語法に関する請願を採決いたします。 

 挙手により採決いたします。請願第５号を採択とする方の挙手を求めます。 

〔賛成者挙手〕 

 挙手全員であります。よって、請願第５号は採択すべきものと決定いたしました。 

 この請願は意見書の採択を求めるものでございますが、委員会として意見書案を提出する

ことに御異議ございませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

 それでは、請願に添付されている意見書案について御意見をお伺いしたいと思います。 

 それでは、御意見をお願いしたいと思います。 

○副委員長（天羽良明君） この案は４つの段落からできていまして、前段が前置きというよ

うな感じです。そして２段目が、世界に目を向けるとというような国際連合の部分で世界的

な取り上げ方が書いてありまして、３段目は、現状の国内における進捗状況みたいなものが

書いてありまして、４が意見書をというところへの流れになっておりまして、１段、２段の

ところについては、ほかの市町村の意見書も見せていただいたところですと、大分独自のス

タンスがあって、変わっている部分もございます。というところで、３段、４段はほぼその

ままでいいんじゃないかなというふうに私は思いましたけれども、１段、２段でちょっと気

になるところとしましては、今網かけいただいた部分、私も先ほど質問もさせていただいた

んですが、確かにコミュニケーションの重要なツールであっても、ちょっと聾学校では手話

を使うことが制限されていたという事実はあったようですが、この部分に関しては、国に対

する意見書でもありますので、なしでもいいのかなというふうに思いました。 

 もう１つは、最後は、フィンランドというところがございますけれども、これはフィンラ

ンドもそうでしょうし、ニュージーランドもそうでしょうし、いろいろあるかと思いますが、

フィンランドの憲法を研究したわけでもないものですから、これを可児市の意見書としては、

抜いても表現ができるような形がとれればいいんじゃないかなというふうに思いました。１

段、２段に関してはちょっと改良してもいいかという意見です。 

○委員（冨田牧子君） 聾学校のところはやっぱり抜くといけないと思うんですよね。その思

いでこういうところまで来たわけですから、私はそこは抜かないで、フィンランドはよくわ

かります。私もフィンランドの憲法はわからんから、そこら辺は世界の憲法という感じでや

ればいいと思うんだけど、聾学校のところを抜くということはやめたほうがいいんじゃない

かなと思う。 

○委員（可児慶志君） フィンランドについては私も、副委員長の言うとおりほかに書きかえ

てもいいのかと思います。 

 聾学校の制限の問題なんですけど、学校が、前回も冨田さんもちょっとおっしゃっていた
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ように、口話のほうを重視していたというところがあって、口話のほうのトレーニングがお

ろそかになるといけないからというような理由もあったと思うんですが、やむを得ない事情

みたいなものもある種あったんではないかなという、若干の学校側の理解もしてあげる必要

があるんではないかなと、一方的に制限してきたという作為的なものというふうには余り感

じられないんじゃないかなということがあるので、その辺は文章上でもうちょっとやわらか

い表現に変えるなり、悪者を余りつくるような表現の仕方というのは、国に出す意見書とし

て、可児市議会が決めつけてかかるような表現の仕方というのは好ましくないんじゃないか

なという思いは、私は副委員長と同じようにあります。 

○委員長（野呂和久君） それでは、この「聾学校では手話を使うことが制限されてきた長い

歴史がある」という文言について、各委員さんから御指摘がございました。変更する、また

はここはそのまま残すという御意見でしたけれども、文言を変更して変えるということで、

どのような文言がよろしいですか。 

○委員（冨田牧子君） それを削除するということに問題があると思うんですけど、私はそれ

は事実だったので残すべきだと思うし、そこを削除するという意味合いがよくわかりません。 

○委員長（野呂和久君） ここで暫時休憩します。 

休憩 午前10時03分  

─────────────────────────────────────―― 

再開 午前10時17分  

○委員長（野呂和久君） それでは、休憩前に続きまして会議を再開いたします。 

 それでは、「手話言語法」制定に関する意見書（案）について、天羽副委員長より御意見

をお願いします。 

○副委員長（天羽良明君） ほぼ請願書の意見書（案）を余りさわってはおりませんけれども、

第１段落、第２段落の部分をさわった意見書（案）をおつくりしましたので、よろしくお願

いします。 

○委員長（野呂和久君） それでは、ただいまの意見書の文案について、事務局に朗読させま

す。 

○議会事務局書記（渡邊ちえ君） 「手話言語法」制定に関する意見書（案）。 

 手話とは、日本語音声ではなく、手や指、体などの動きや顔の表情で伝える、独自の語彙

や文法体系を持つ言語である。聞える人たちの音声言語と同様、情報獲得とコミュニケーシ

ョンの重要な手段であり、大切に守られてきた。一方、聾学校では手話を学ぶことができな

かった長い歴史がある。 

 平成18年12月に国際連合総会で採択され、我が国においても、本年１月に批准され、２月

から効力を生ずることとなった「障害者の権利に関する条約」には、「手話は言語」である

ことが明記されている。平成23年に改正された障害者基本法第３条において、「全て障害者

は可能な限り、言語（手話を含む。）その他の意思疎通のための手段についての選択の機会

が確保される」と定められている。また、同法第22条では、国・地方公共団体に対して、情
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報の利用におけるバリアフリー化等を義務づけている。 

 これらの理念や制度が、実際の生活に生かされるようにするため、手話が音声言語と対等

な言語であることが広く国民に理解され、聞こえない子供が手話を身につけ、手話で学べ、

自由に手話が使え、さらには手話を言語として普及、研究することのできる環境の整備に向

け、個別法を整備し、具体的な施策を全国で展開していくことが必要である。 

 よって、国におかれては、「手話言語法」を制定されるよう強く求め、地方自治法第99条

の規定により意見書を提出する。 

 平成26年12月22日、可児市議会 川上文浩。 

○委員長（野呂和久君） それでは、ただいま事務局から朗読していただきました意見書の文

案について、この意見書を教育福祉委員会発議として本議会に提出することに御異議ござい

ませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

 異議なしと認めます。 

 なお、細部の訂正等については、委員長、副委員長に御一任願いたいと思いますが、御異

議ございませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

 それでは、そのようにさせていただきます。 

 ここで暫時休憩いたします。 

 済みません、それでは15分休憩としますので、10時35分まで休憩といたします。 

休憩 午前10時20分  

─────────────────────────────────────―― 

再開 午前10時33分  

○委員長（野呂和久君） 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 続きまして、陳情第５号 「生涯現役社会の実現」に取り組むシルバー人材センターへの

支援の要望を議題といたします。 

 この陳情の取り扱いについて、御意見をお願いいたします。 

○副委員長（天羽良明君） 市として補助金交付による財政支援のほか、公共事業の積極的発

注などにより支援を行っておりますので、この件につきましては聞きおきでいいと思います。 

○委員長（野呂和久君） 聞きおきという御意見がございました。 

 この御意見に御異議ございませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

 それでは、陳情第５号は聞きおきといたします。 

 続きまして、陳情第６号 福祉労働者の処遇改善・人材確保に関する陳情を議題といたし

ます。 

 この陳情の取り扱いについて、御意見をお伺いします。 

○副委員長（天羽良明君） こちらも大変重要なテーマですが、現在、国において福祉人材確
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保対策検討会の議論を取りまとめの段階でございますので、賃金・労働条件の改善の動向を

見きわめるのがよいと思いますので、今後の課題ということで、聞きおきでいいと思います。 

○委員長（野呂和久君） 聞きおきという御意見でございますが、御異議ございませんでしょ

うか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

 それでは、陳情第６号については委員会聞きおきとさせていただきます。 

 ここで暫時休憩いたします。 

休憩 午前10時35分  

─────────────────────────────────────―― 

再開 午前10時41分  

○委員長（野呂和久君） それでは、休憩前に引き続き会議を再開します。 

 発言をされる方は、委員の方も執行部の方も挙手をして委員長の許可を得てからマイクの

ボタンを押して発言をお願いします。 

 それでは、議案第63号 可児市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の制定についてを議題といたします。 

 執行部の説明を求めます。 

○こども課長（高井美樹君） おはようございます。 

 それでは、議案第63号関係について、御説明申し上げます。 

 まず、資料番号の４番、５ページをお開きください。 

 こちらに制定趣旨がございます。この条例の制定趣旨につきましては、子ども・子育て支

援新制度の実施による子ども・子育て支援法の制定に伴って、内閣府令で定める基準を参酌

等して、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定めるというも

のでございます。 

 当条例は、52条に及ぶ条例になっております。大変大きな条例になっているわけなんです

けど、これは施設型給付、それから地域型給付というごとに、節単位でほとんど同じような

意味合いのものがそれぞれに表現されているということで、ちょっと大きな条例になってお

ります。 

 それでは、本日お配りしております教育福祉委員会資料の１、こういったものです。前に

も何度かお配りしているものですね。これと資料番号１、会議案の75ページに基づいて、順

に御説明を申し上げます。 

 それでは、まず議案書75ページの目次をごらんください。 

 まず第１章は、用語の定義とか、この条文の理念的なところが第１章で表現がしてござい

ます。 

 続いて第２章、これは委員会資料の１をごらんいただきますと、前にも御説明いたしまし

た新制度の枠組みの絵が描いてございます。この第２章については、委員会資料のほうをご

らんいただきますと、上の四角のところに施設型給付とございます。この枠組みの中のある
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施設、各施設の利用定員とかその運営に関する基準、それから特例的に扱うものの定義をこ

の第２章の中で定めております。目次をごらんいただくと、そういったような構成が節ごと

になっております。 

 第３章は、この委員会資料１の下の地域型保育給付という小さい四角に４つほど、小規模

保育、家庭的保育と並んでおりますが、これが各節ごとに分類をして条文ができ上がってい

るというものになっております。要するに、地域型保育給付の枠組みの中にある各施設を定

義づけていくというものでございます。 

 それでは、52条に及ぶものになっておりますので、ポイントとなるところについて御説明

をいたします。 

 まず第１章の部分は、先ほど言いましたとおり、理念的なところとかそういったところを

表現してあるものでございますので、77ページ、第４条、利用定員のところをごらんくださ

い。ここの利用定員につきましては、議案の質疑でもお答えいたしましたとおり、保育園と

認定こども園については、定員を20人以上にしなければなりません。ですが、幼稚園につい

ては定員の定めがないというふうになっております。これが第４条の（認定こども園及び保

育所に限る。）というところの表現でございます。 

 続きまして、第５条以降につきましては、手続とか施設の認定の確認、それから運営全般

に係る事項を定めています。ずうっと手続とか確認をどうするかというところが８条とか、

それから心身をどうやって把握するか、10条とかですね。それから13条では、利用負担等の

受領をどのような手続でやるかというところがずらずらっと書いてございます。 

 では、84ページ、32条をお開きください。 

 ここでは、事故の対応についての定め等がずうっと書いてございますが、こういった事故

報告というのは、やはり子供の安全に係ることになりますので、こういった部分について、

しっかりと市とか行政に対する報告という義務を、こういった条例の中に位置づけをすると

いうところでございます。特に幼稚園等は許認可が県のほうになっておりますので、これが

もし施設型給付の幼稚園に入ってこれば、市のほうへの報告等も発生してくるというところ

でございます。そういった意味では、市が報告を受けたりとか、何らかの指導的役割をこう

いったところで持っていくというところでございます。 

 それでは次に、議案質疑の中でもちょっとお答えいたします特別とか、特定、特例という

ことについて整理をしたもので説明をしたいと思います。 

 86ページの第３章をごらんください。あわせて資料１の地域型給付の枠組みのところをち

ょっと御説明していきます。 

 ここでは、特定地域型保育事業といって書いてあります。これが先ほど言いました地域型

保育給付というものの意味合いのものになってまいります。この中では、小規模の５つの保

育事業について定義をしていますということです。ここにつきましては、認可外保育所、そ

れから名古屋市で今特にふえている保育ママといいまして、３人とか５人の定員を定めた小

さな保育事業所、こういったものを定めているわけなんですけど、こういった事業につきま
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しては、この条例と、それから後ほど御説明いたします第64条の条例で、各基準を満たして

いけば公的助成が受けられるようになるというものでございます。預かる人数というのは小

さなものになっておりますけど、保育の量及び質を上げるという仕組みになっております。 

 内容的には、利用定員以外では、この第３章というのはほぼ第２章と同じような書きぶり

となっておりますが、特に一番いろいろ準用していますのは91ページ、第50条で準用とあり

ますが、この中で８条から14条、それから17条から19条、23条から33条というようなふうに

準用しているところが多くこの条例の中には入っております。 

 それでは、委員会資料の裏面をごらんください。資料がちょっと行き来して申しわけない

ですけど、条文の37条ですので、86ページにお戻りいただきまして、ここに上がってくる特

定地域型保育事業の利用定員というものとかがどういったふうになっているのかというとこ

ろを、この資料に基づいて御説明をしていきたいと思います。 

 まず、特別・特定・特例と入り組んだ構成について、図解のところで少し文言を説明して

いきたいと思いますので、お願いいたします。まず特別・特定・特例の行き来するところ、

済みません、また委員会資料の表面をちょっと戻っていただいて、下段に１号認定子ども、

２号認定子ども、３号認定子どもというふうにそれぞれありまして、右側のほうには、１号

認定子どもという子は、幼稚園、認定こども園に行く子ですよと。それから２号認定子ども

については、保育所や認定こども園に行く子です。３号認定というのは、未満児ですので、

保育所とか認定こども園とか小規模保育に行きますよというふうに認定をしていくわけなん

ですけど、この特例というのは、この横軸からはみ出したところに行く場合に特例というよ

うな扱いになってくるというふうに全体を御理解いただきたいと思います。 

 それでは、85ページの条文のほう、第35条、36条に出てきます特別利用保育と、それから

特別利用教育の違いについて御説明をいたしますので、資料の裏面のほう、委員会資料１の

裏面のほうをごらんいただきますと、四角の真ん中の点々の中に特別利用保育というものと、

それから左矢印へ戻っている特別利用教育というところが書いてございますが、まずこの35

条関係の特別利用保育というのは、幼稚園に通うべき３歳から５歳の園児が、２号認定の保

育所に通園するケースのときに特別利用保育という言い方になります。逆に、保育園へ行く

子が幼稚園に通う場合、これを特別利用教育という言い方になります。当然それぞれの子供

に対して公定価格による給付費が出てまいりますので、この特別な動きをする子に対する給

付を特例施設型給付費という言い方になります。これは施設型というのは、施設型給付の枠

組みの中にある特例だということで、特例施設型給付費という言い方になるというところで

ございます。 

 続きまして、議案書の91ページをごらんください。 

 ここでは、第３節の特例地域型保育給付費というものと、51条の特別利用地域型保育、そ

れから特定利用地域型保育とあります。下の段の楕円形の点々の円の中の表現になりますが、

ちょっと資料のほう、済みません、間違えまして、楕円の斜めの円の中の特定利用地域型教

育とありますが、両方とも「教育」というのが「保育」というふうに修正をお願いいたしま
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す。 

 こちらでは、まず特別利用地域型保育というのを御説明いたします。特別利用地域型保育

は楕円の下側にありますが、これは幼稚園に通うべき３歳から５歳の子供が、小規模保育所

に通う場合というのを特別利用地域型保育といいます。続きまして、特定利用地域型保育と

いうのは、今度上の保育所のところから矢印がおりていきますが、３歳から５歳が通うべき

保育所に通うべき園児が、本来ですとゼロ歳、１歳、２歳の小規模保育のところに３歳以上

の子が通園するというようなことで、これを特定利用地域型保育という言い方になります。

先ほど申し上げましたとおり、この地域型保育給付の枠組みから飛び出している人を受け入

れるというようなことになってまいりますので、この２つの特別な利用に関する給付のこと

を特例地域型保育給付という表現になっております。 

 91ページ以降、附則が幾つかございますが、この附則につきましては、現行の私立保育園

に関する特例とか、新たな施設型給付費に移行する幼稚園の給付に関して、県単位でばらつ

きがあるということで、その経過措置が第２条で定めてございます。 

 あと、93ページの裏側のほうには、それぞれの施設の利用定員に関してとか連携施設、す

ぐには準備が調わないというようなものについて経過措置として定めてございます。資料が

あっち行ったりこっち行ったりということで少しわかりにくい形になっておりますが、委員

会資料の今まで御説明してきました施設型給付と地域型保育給付という、それぞれの中にあ

る施設をそれぞれ定義づけしているというのがこの条例の骨子でございます。以上です。 

○委員長（野呂和久君） これより議案第63号に対する質疑を行います。 

○委員（冨田牧子君） 中の条文についてお尋ねをします。 

 第19条、支給認定保護者に関する市町村への通知ということで、不正をした場合は遅滞な

く、意見を付してその旨を当該施設型給付費の支給に係る市町村に通知しなければならない

と。こういった場合に、その子供の保育とかはどうなるんでしょうか。 

○こども課長（高井美樹君） まだこういった状況、この新しい条例に基づくものがどういっ

た状況になるのかというところが経験がないという中で、現行の保育園等の預かりといった

ところで考えてまいりますと、当然保育できる、家で誰か保育できる状態なのに保育園、い

わゆる２号認定、３号認定に、もし何らかの虚偽によって通園させているというような状況

であれば、これについては幼稚園等への通園についてお勧めする。ここで即退園とか、そう

いったことにはなりませんけど、当然御当人と協議しながら、退園していただいて、幼稚園

等に移っていただくことになります。 

 なぜこういった条文があるかといいますと、要するに国から１号認定の子供に対する国の

給付費は幾ら、２号認定の子は幾らと決まって入ってくるものですから、ここが本来払わな

くてもいい額を払ってしまうという形になってしまいますので、こういった部分でしっかり

通知をして、それに対して対応していくというようなことになるのかなというふうに考えて

おります。 

○委員（冨田牧子君） 今までの幼稚園とか保育園に関する条例とかあった中では、こういう
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ことは今まではなくて、新しい制度のために認定が非常に細かく分かれていると。そういう

ために、この条文が給付費の関係で出てきているということですか。 

○こども課長（高井美樹君） そのとおりです。 

○委員（冨田牧子君） 済みません、第33条です。 

 特定教育・保育施設は、特定教育・保育の事業会計をその他の事業会計と区分しなければ

ならないと、こういうことについて書いてあるわけですが、これについては、株式会社とか

そういうところの参入も考えてこのような条文ができているわけですか。 

○こども課長（高井美樹君） この条文自体は、国の内閣府の省令に基づいてでき上がってい

るものでして、全ての条文の中身の根拠づけというのが、解説本等がない中で我々が判断を

して、それを条例の中で我々で把握しているというところでございますので、これは株式会

社があるからとか、そういったこともあるかもしれないですけど、やはり先ほど申し上げま

した、国からの給付費が認定区分によってそれぞれ変わってくるという中で、きちっと今以

上にわかりやすくするという意味合いの中で、多分給付費の分とその他の部分としっかりと

分けてやってくださいねという表現だというふうに捉えております。以上です。 

○委員（冨田牧子君） ということは、将来にわたってそういうところが参入してくるかもし

れないということは想定を、幾ら国からこの条文ですよというひな形が来ても、一つ一つに

ついては、もちろんここに出す以上は検討してきたと思うんですけど、その検討の中でそう

いったこともあったのか、そういう会社参入を認めるという意味合いにとっても、私がそう

いうふうにとってもいいですよね、これがあるということは。 

○こども課長（高井美樹君） この条文から、株式会社の参入があるどうのこうのというのは

判断できません。 

○委員（冨田牧子君） それから、88ページのところで運営に関する基準のところで、代替保

育の問題と、連携する障がい者入所施設のことが書いてあるわけですけど、これについては、

代替保育を提供するということですけど、具体的にはどのようなことを想定して、どこに代

替保育を提供させようとしているのかということをちょっとお伺いします。 

○こども課長（高井美樹君） これはまず、代替施設、いわゆる連携施設を必要としますのは、

先ほど申し上げました地域型保育の中にある小規模の保育所ですね。要するに、19人までと

か10人までとか５人までの小さな保育所について連携施設が必要だよというものです。 

 そのために、もし５人の小さな保育所の中で、保育士さんが２人というような状況でやっ

ているときに、先生が何らかの病気で仕事につけないといった状況のときに、子供を預かる

ことができないので、そういった場合は連携施設にその子を一時的に、その先生が復帰でき

るまでのどれだけかの間、預かるというような趣旨のものでございます。 

 あとは、障がい児等については、それぞれ専門のところで預かれるように連携をしっかり

とっていきましょうと。いわゆる働いている人の子供を預かっているという意味で、事業所

の都合によって、あしたから急に預かれないということがないようにという仕組みをここの

中で連携施設という形でとっているというふうに考えております。 
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○委員（冨田牧子君） それは現実には可能なんですか。こんなことが書いてあるけど。 

○こども課長（高井美樹君） 条例に書いてあるので、やらないと許可できないですが、先ほ

ど申し上げましたとおり経過措置が設けてございます。 

○委員（冨田牧子君） どのような経過措置ですか。 

○こども課長（高井美樹君） 93ページの第５条に、連携施設に関する経過措置というものが

ございまして、施行日から試算して５年間を経過するまでの間に連携施設を確保するという

ことになっております。 

○委員（冨田牧子君） そうすると、その５年間の間は確保できていなくても、例えば先生が

病気で休んでも、代替保育とかそういうことは子供たちに対してはやってもらえないという

ことですよね。 

○こども課長（高井美樹君） もちろんこれは経過措置でございますので、条文としてはそう

いう形になっています。どちらかというと、これは現行施設があって、その人たちがこうい

った給付型のほうに移っていきたいという場合に、ある程度今までも運営をされている中で

やってこられた方がそういったケースを見て、経過措置をとっているものでございますので、

可児市でいいますと認可外保育所の方が給付を受けたいということで移ってこられて、たま

さかそういった状況に陥ってしまったケースということになります。 

 当然経過措置ですので、そのとおりですと申し上げることになるんですけど、そうは言っ

ていられない、先ほど申し上げた状況になってまいりますので、こういったときに果たすの

が、国のほうの説明会では、公立保育所がある意味そこで何らかの受け入れ、受け皿になら

ざるを得ないですねという説明がございました。 

○委員（冨田牧子君） ちょっとお聞きしますけど、それは現在の可児市立保育園において可

能ですか。 

○こども課長（高井美樹君） 定員というよりは、非常に現場としてはいっぱいいっぱいの中

でやっておりますが、これはそれほど長い時間、１年とかそんな期間ではなくて、１週間と

か、そういった本当に特別な事情の場合ということを想定しております。もしそれが１カ月

とか長期にわたれば、当然その事業者には代替の保育士なりの確保とか、そういったものを

求めるということになってまいりますので、あくまでも短期間ということを想定しておりま

す。 

○委員（冨田牧子君） その場合の給付はどういうふうになるんですかね。市立保育園で預か

ったとしたら。 

○こども課長（高井美樹君） その部分については、まだ給付に対する手続を始めていません

が、毎月毎月当初月にいる子供の人数で給付費というのが算定されることになってまいりま

すので、その当初月の人数の形で施設分の給付というのが変わってくるというふうに考えら

れます。 

○委員（冨田牧子君） それから、上乗せ徴収という話があるんですけれども、実際に払う分

以外に。余り条文が長いので、何条のどこにあって、どのようなことができると書いてある
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のか教えてください。 

○こども課長（高井美樹君） ちょっとすぐに、一生懸命勉強してきましたけど、何条のどこ

にあると言われますと、全体で52条あるので、済みません。施設型と地域型、両方出てまい

りますので、地域型のほうが今すぐにあれなんですけど、まずは80ページの13条の第３項の

ところに、基準額との差で出てくる部分の設定については、こういったものを受けることが

できますよという条文が書いてあります。 

 あと、その下の13条の第４項、ここに例えば(2)の特定教育・保育等に係る行事への参加

費だとか、それから、主に第４項にある(1)から(5)にある分が、保育料以外に上乗せして取

れると、保育料以外の部分というのはここになると。 

 89ページの43条の第３項、第４項の部分というふうに考えています。 

○委員（冨田牧子君） そうすると、今までよりも、保育料のほかにもこういうものが取れる

というふうに書いてありますので、実際には今まで払っていたよりも高くなるということで

すか。 

○こども課長（高井美樹君） 保育園につきましては、現行とそれほど変わりはないというふ

うに理解しております。保育料プラス主食費というやつですね。あと、それに私立の保育園

ですと既にＰＴＡ会費とか、公立でもＰＴＡ会費だとか、そういった分をいただいておりま

すので、今とそんなに変わりません。 

 問題は幼稚園です。幼稚園は、こちらの委員会資料１のほうをごらんいただきますと、枠

組みの外に縦書きで私立幼稚園と。これはずうっと委員会でも御説明してきたとおり、私立

幼稚園については、現行の私学助成を受けた補助の中でやっていかれる場合は、新しい制度

の枠組みの中には入らないということです。 

 ところが、こちらの施設型給付のほうに入ってきますと、国が定める基準に基づいて市が

定めた保育料ですね。いわゆる所得に応じた負担額を親からもらい、国から入ってくる基準

による保育費の補助金をもらって運営するということになってきますが、それが先ほど申し

上げました私学助成金が県によっていろいろばらつきがあるけれども、国が定める公定価格、

一人頭の子供の保育に係る補助金の額は一定になっていますので、そこのばらつきをどうす

るかというのが附則の中にずらっと書いてあるわけなんですけど、どうしても私立幼稚園の

場合は、当然今まで１万7,000円なりの保育料をもらっていたものが、所得に応じて変わっ

てきますので、まず直接入ってくる保育料自体に変化が生じてくるということ。それから、

国から入ってくる補助金が一定価格なので、もしかすると今までよりも実入りが少なくなる

ケースがあったり、あとは本来幼稚園の中でより上積みでやりたいという、例えば英語だと

か、体育指導とか、そういった部分について、別途必要なものを上乗せするだとか、そうい

ったものについては考えられます。 

 ただ、これが一概に高くなるかどうかというのは、所得に応じたものになるので、人によ

って変わってくるものですから、定額の幼稚園から施設型の幼稚園に変わってくると、なか

なかその辺の比較は難しいかなというふうに考えます。以上です。 
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○委員（冨田牧子君） ちょっとついでにわからないので教えてほしいんですけど、その幼稚

園が施設型給付に移ったとすると、今までもらっていた就園奨励費というのがありましたよ

ね。あれの対象にはその園はならないんですか。 

○こども課長（高井美樹君） 就園奨励費というのは、あくまでも現行制度のまま残った場合

にのみ、単年度の予算の中で就園奨励費補助というものが国から出てくるものです。なので、

国が言ってみえるのは、国の文部科学省系の就園奨励費の国庫補助というのは単年度なので、

その年、それからそれぞれの県によってばらつきがありますと。でも、施設型給付に来ると、

消費税は伸びましたけど、消費税アップによる恒久財源を保育の資質と量と向上するために

使いますということなので、安定した財源がこちらにはありますよ。なので、私立幼稚園は

こちらの枠組みのほうに、できれば認定こども園に移ってくださいということをよく新聞等

で報道されているということでございます。以上です。 

○委員（冨田牧子君） 小規模のＢ型、Ｃ型についてお伺いするわけですけど、これは次のと

きのということで、子ども・子育て支援事業計画ですが、この60ページを見ますと、質の高

い幼児期の教育・保育についてということで、質の高いということをうたっておられるわけ

ですけれども、Ｂ型、Ｃ型になったら保育士の人数というのは半分とか、なくてもいいよと

か、そういうことになって、家庭的保育は私はちょっと別だと思うんですけど、本当にそれ

が質の高い保育になるのか、どう思っていらっしゃるのか。このＢ型、Ｃ型も認めてここに

入れているということについてお伺いしたいと思います。 

○こども課長（高井美樹君） この件は、できれば議案第64号のほうで御説明をさせていただ

いたほうがいいかと思うんですが、委員会資料の２にございますので、そちらのほうでの回

答を、ここで回答してもよろしいでしょうか。 

○委員（冨田牧子君） 議案第63号にＢとＣの話も載っているから言っているわけで、議案第

64号だけに出てくるわけじゃありません。 

○こども課長（高井美樹君） では、申し上げます。 

 議案第63号には書いていない部分ではございますが、議案第63号、Ｂ型、Ｃ型というのは、

必ずしも保育士資格を持った人の配置というのを決めておりません。そういった中で、質が

高いか低いかというところを議案の質疑でもお答えしたところでございますけど、今、国の

ほうから出ています資料によりますと、こういったところにかかわる方の研修カリキュラム

というのは、全国統一的なカリキュラムの中でやっていこうと。そのカリキュラムを相当な

時間数、それから保育実習等が義務づけられた上での修了ということになるので、これがそ

の保育士じゃないとどうしてもだめだという観点ということではないと考えます。 

○委員（冨田牧子君） とりあえずＢ、Ｃについてどう考えているのかということを、86ペー

ジにはちゃんとＢ型、Ｃ型という名前も出てきておりますので、議案第63号でも当然聞ける

ことだと思って私は聞きました。以上です。 

○委員長（野呂和久君） 他に質疑はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 
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 それでは質疑を終了します。 

 続いて討論を行います。 

○委員（冨田牧子君） 国の条例案をそっくりそのまま可児市に移してできたような議案第63

号で、本当に長くて、何が書いてあることやらさっぱりという感じです。 

 随所に、法の何条とか書いてあるんだけど、その法自体が示されてないのでわからない。

こんな条例は私はつくるべきではないと思います。本当に可児市に合った、きちっとした条

例をつくるべきだというふうに思うということをまず述べて、子ども・子育て支援法は、国

が進める社会保障教育制度改悪の一つとしてつくられたものです。先ほどいろいろ説明を聞

いても、もとの制度でどこが悪いのというふうに私は聞きました。ただただややこしいだけ、

給付がどうのこうの、特別がどうのこうの、特例がどうのこうの、特定がどうのこうの、失

礼だけど、説明している人もなかなか大変だというふうな条例で、本当に何なんでしょうか

というふうに思います。 

 多様な施設、多様な事業がふえて、施設の種類ごとに異なる基準があって、そうすると当

然子供の保育には格差が生じます。保育環境の悪化を招く可能性もあるということで、私は

この条例には反対をいたします。 

○委員長（野呂和久君） 他に討論はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは討論を終了します。 

 これより議案第63号 可児市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の制定についてを採決いたします。 

 挙手により採決いたします。原案に賛成の方の挙手を求めます。 

〔賛成者挙手〕 

 挙手多数であります。よって、議案第63号は原案どおり可決すべきものと決定いたしまし

た。 

 続きまして、議案第64号 可児市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める

条例の制定についてを議題といたします。 

 執行部の説明を求めます。 

○こども課長（高井美樹君） 引き続きお願いいたします。 

 そうしましたら、資料番号４番、議案説明書５ページ、議案第64号のところをごらんくだ

さい。 

 制定趣旨でございます。 

 子ども・子育て支援新制度の実施による児童福祉法の改正に伴い、厚生労働省令で定める

基準を参酌して、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定めるものでございます。 

 そうしましたら、戻りまして資料番号１、会議案の94ページ、それから先ほどお配りしま

した２枚目の委員会資料２、地域型保育事業の認可基準という縦のもので順次説明をしてま

いりたいと思います。 
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 この条例は、まず資料２のほうをごらんいただきますと、縦にＡ、Ｂ、Ｃも含めまして、

６つの事業に関して、その運営の基準を定めていこうというものでございます。主な事業者

の対象というのは、ゼロ歳から２歳の、一般的に言う未満児さんを19人まで預かるという小

規模を中心とした事業となります。 

 それでは、議案書の94ページの目次をごらんください。 

 第１章は、総則ということです。これは、国が定める保育所の保育指針をもとに、いろい

ろなところを条文として21条までずらっと書いてございます。あとは６つの事業で共通事項

となる部分というのも21条、第１章の中であります。議案質疑の中でもありましたけど、こ

の条文の中でポイントとなる２点について、少し御説明をしていきたいと思います。 

 95ページ、第６条をごらんください。 

 先ほど連携施設というところのお話をいたしました。これが第６条の保育所等との連携と

いうところでして、この小さな小規模保育、19人以下の保育所が連携をしよといっているの

が一番下にあります、保育所、幼稚園、または認定こども園を適切に確保しましょうという

ことを言っております。これはどうしてかといいますと、先ほど御質問もありましたけど、

まず１点は、緊急性のときに、少人数ゆえのいろいろな問題が出てまいりますので、そうい

ったことに対応できるような連携のために連携施設を確保しなさいというのが１つと、もう

一つは、未満児を対象としていますので、２歳までは何とかこの小規模で扱ってもらえたと。

３歳になったらどこに行くのという話になってしまいますので、こういったときにある程度

優先的に入れる連携、３歳以上の１号認定、２号認定といった保育所・幼稚園へのそういっ

た連携性を持って、そういった少人数の子たちが確実に３歳児、我々専門用語では３歳児の

ことを「以上児」と言いますけど、そういった子たちが保育してもらえる場を確保するとい

うことで、ここでは第６条において保育所との連携施設というところを定義づけております。 

 それから、続きまして97ページ、第15条以下です。食事の提供の部分でございます。この

食事の提供につきましては、保育所は基本的には自園での調理ということになっております

が、16条において、特例で給食搬入できる施設というのを定めております。この給食搬入で

きる施設というのは、98ページの第２項(1)連携施設と、(2)当該家庭的保育事業者等と同一

の関連法人がしている事業所ですね。保育事業所だとか、社会福祉施設だとか、医療機関と

いったところでつくられている給食であれば搬入はできますよという特例になっています。

ただし、何でも搬入してくればいいというものではなく、搬入した後の保存だとか温めとか、

そういったものをするための調理設備というのは設置基準の中に必要ということで求めてお

ります。 

 続きまして、99ページ以降を説明してまいりますが、この６つについては、資料２の縦書

きのこちらを中心に御説明いたします。 

 99ページ、第２章、家庭的保育事業について御説明をいたします。 

 資料のほうを見ますと、中ほどにちょっと順番が違うんですけど、家庭的保育事業という

ことで、まず定員は５人までということになっております。預かる子供は、ゼロ歳から２歳
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ということです。預かれるのは家庭的保育者です。１人につき子供さん３人までということ

が定義づけられております。あとは、保育士等については、保育所の一般的な基準と同じ１

人頭3.3平米というようなふうにしております。この家庭的保育という部分につきましては、

先ほど御質問があった議案第63号にありました関連の流れになります。 

 ここでは、資格のところに家庭的保育者という資格者ならここで従事できますよというふ

うになっております。この資格につきましては、もう既に国のほうである資格でございます。

これを名古屋市など都市部では、待機児童対策ということで、ここ数年たくさん取り入れて

やってきています。これを国全体の制度に改めて位置づけようというものが、この家庭的保

育事業というものでございます。ここでは５人子供を預かれるんですけど、最大、じゃあそ

こで勤務をする人は何人要るかというのが、１足す１の２人というふうに書いてあります。

下に書いてあるとおり、家庭的保育補助者という人を置けば５人まで見られますよというも

のです。家庭的保育者並びに家庭的保育補助者の資格は、今回国が改めて出しています子育

て支援員という、まだ仮称になっていますけど、制度の中に位置づけていまして、全国統一

のカリキュラムを受けて、それを修了して、その人を認証するということでございます。具

体的なものは、まだ最終は出てきておりませんけど、簡単に御説明申し上げます。国のほう

の概要資料を見て御説明いたします。 

 家庭的保育者というものは、受けるために必要な講義というのが、基礎研修と認定研修と

いうものに区分がされています。基礎研修というものについては、大体21時間の講義という

ふうになっていまして、家庭的保育者になるには、当然、現行資格を持っている保育士もこ

の21時間を受けないと家庭的保育者にはなれません。大きな保育園で何人かの先生の中の１

人でいるのと、全責任を持って１人ないしは２人でやるというものでは意味合いも違ってく

るという意味では、この基礎研修というのを現行の資格者であっても取得するということ。

さらに、実習がまずは基礎研修で２日ほどが義務づけられるというふうになっています。さ

らに、この基礎研修にあわせまして、上乗せ研修ということで40時間以上の講義と約１カ月

の保育実習というのが、今のところ概要資料の中では示されてきております。 

 この部分については、国のほうが統一的なカリキュラムでやるということになっておりま

す。市町村で実施するというところではありますけど、今ここの部分については、なかなか

市単位でこれだけのカリキュラムの専門知識のある大学の先生等をお願いしてやっていくと

いうことがやり得るだろうかというところもありまして、今、県のほうで全体的に取りまと

めしていただいてやれないかということで、各市町村からお願いをしているというところで

す。 

 家庭的保育者の補助者につきましては、先ほど申し上げた21時間程度の講義と実習２日間

というものを修了するということになっております。ここの部分については、子育て経験を

生かして働く女性の活躍の場として、国の成長戦略にも位置づけられている子育て支援員と

いうものの活用については、保育士不足の対策というものはもとより、多くの大人がかかわ

り、地域で子供を育てるという社会を目指していこうという転換点の重要な施策の一つでは
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ないかなあというふうに考えております。 

 では、次100ページから103ページ、小規模保育事業がございます。これも資料２のほうを

中心に御説明をしてまいります。 

 まず一番上の３行目にＡ型、Ｂ型、Ｃ型と書いてありますが、簡単にここでイメージが書

いてあります。Ａ型は、保育所の分園です。いわゆるミニ保育的なものだというふうに思っ

ていただければ結構です。基準は全て保育所と一緒と。Ｂ型は、これから言うＣ型の中間と

いうことなので、Ｃ型を御説明しますと、Ｃ型というのが今説明いたしました家庭的保育者、

家庭的な保育、グループ型小規模保育というようなものになっております。Ｂ型はそのＡ型

とＣ型の真ん中ぐらいというようなものであるというふうにイメージをしていただきたいと

思います。 

 表をごらんいただきますと、Ａ型・Ｂ型については、定員が６人から19人というふうでご

ざいます。ちょっと手書きで申しわけないですけど、Ａ型・Ｂ型に６から19と書いてあるの

が定員でございます。Ｃ型は、６人から10人というふうになっております。右側に先ほど申

し上げましたとおり、この定員19人、19人、10人をもし最大で受け入れようとしたときに、

それに関する職員の数がどれぐらいかなあと書いてあるのが、上から５人、５人、４人と書

いてある数字になっております。 

 まずＡ型のほうを説明いたしますと、この５人については、全て保育士資格者が必要にな

ってまいります。Ｂ型につきましては、２分の１以上が保育士ということになりますので、

例えば19人最大受け入れをしようと思いますと、保育士が３人、それから保育士以外の方を

２人ということになります。この２人については、先ほども説明しました家庭的保育補助者

ですね。こういった研修を受けた補助者でも、保育士と一緒になって保育が19人までできま

すよというふうになっております。それから、Ｃ型は10人までです。ここには４人ですね。

２人は家庭的保育者、先ほど言いました基礎研修を合わせると60時間以上の講義と１カ月以

上の研修を受けた方、もしくは資格者の方が基礎研修を受けた方ですね。こういったものに

基づいて、この人たちが２人、それから補助者の方が２人で、４人で10人受け入れが可能に

なるのかなあというような試算をしてみました。 

 これがＡ型、Ｂ型、Ｃ型というところでございます。 

 続きまして103ページ、今出ておりますが、小規模のＡ型、Ｂ型、Ｃ型がずらっと条文の

中に定義してありまして、103ページ下段です。第４章、居宅訪問型保育事業というもので

す。資料２では一番下のところでございます。 

 対象はゼロ歳から２歳で、１人に対して１人を保育するという仕組みでございます。これ

も現行既にベビーシッターだとか、そういったもので協会のベビーシッターの認定だとか、

そういったものがありますけど、これをさらに確たるものにするということで、居宅訪問型

というものを設けております。これについては、障がいを持つお子さんだとか、病気を持っ

てなかなか通園できないお子さんだとか、夜間の仕事のために昼間なかなか子供の面倒を見

られないという子について、家庭的保育者がその居宅に出向いて１対１で保育するというも
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のでございます。 

 最後に、事業所内保育事業です。委員会資料の２では、今の上側にあります。議案書では

104ページというところになっていますが、ここにつきましては、資料を見ていただきます

と、事業所内保育については、定員20人以上は保育所の基準と同様ということで、条例の中

では、保育所型事業所内保育事業というふうに位置づけをしております。19人以下につきま

しては、小規模型事業所内保育事業ということで位置づけをしております。20人以上につい

ては、保育園と同じ保育士資格が必要となりますが、最低２人以上を配置しなきゃいけない

ですよというふうにしております。19人以下の小規模型につきましては、先ほど説明しまし

た上側の小規模のＡ型・Ｂ型の基準とほぼ同等ということになりますけど、１点大きな違い

がございます。そもそも一般企業の従業員を預かるための施設というところにこういった国

費を、公的助成が何でできるんだろうかという疑問が湧くわけなんですけど、これについて

は、まず未満児を中心とした事業所内保育というのが、全国的、特に都市部とかそういった

ところに相当数あるということ。それから、今後働く女性を確保するために、こういった事

業所保育のニーズというのは相当あるんではないかという考えに基づいていると思われます。

そこで、従業員の子供さんであれ、地域の子供さんであれ、しっかり預かるということで、

こういった事業所内保育事業についても公的な助成をしていこうというものであり、それに

よって保育の量をふやしていこうというものかなあと思います。 

 ただし、１つだけ、この事業所内保育には条件があります。それは、従業員以外の子供さ

んを預かる枠を設定しなければならないというものでございます。議案書の104ページ下段

から105ページ上段の表をごらんください。ここにあるのが、事業所内保育をやる場合には、

左側の利用定員と右側にその他の乳児を、いわゆる地域枠と我々言っていますけど、この定

員をこの中に設けなければいけないということになっていますので、例えば20人以下のとこ

ろですと、５人は地域枠の人を引き受けなきゃいけないということになってくるということ

でございます。これによって公的な助成をしていこうというものであります。事業所内保育

というのは、ちょっとこの中でも少し意味合いが変わってきますけど、地域の子供をしっか

り預かる施設だという定義づけがここの中でされるのかなあと考えています。 

 この今回の条文によって、今まで補助対象であったいわゆる認可外保育所等が、今回定め

る基準を満たすことによって財政的な支援が受けられるということが可能になってきます。

また新たに、こういった小規模ながらの保育事業に取り組みたい、そういった子育ての一生

懸命やってきた方のＮＰＯ団体だとか、そういったところが新たにやりたいというときにも、

こういった公的助成制度というのは大きな呼び水になるかもしれないと思っています。しか

し、今回ここでその基準を国の省令に基づいて定めておりますので、しっかりその基準を判

断して、市としてこれらの小規模保育についての認可を行っていくということが一番大切か

なあというふうに考えております。以上です。 

○委員長（野呂和久君） これより議案第64号に対する質疑を行います。 

○委員（冨田牧子君） 家庭的保育事業についてお伺いしますけれども、従来保育ママさんと
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呼ばれるようなものが、実際には可児市では需要がなかったと思うけど、ありましたよね。

そこら辺とどこら辺が違うのか、もうちょっと説明してください。 

○こども課長（高井美樹君） 名古屋がやっているような保育ママ制度というやつが一番わか

りやすいんですけど、家庭的保育者の、先ほど言っているような講義の時間が今回定める基

礎研修よりも短い講義で資格を取得できて、名古屋市あたりですと、私が調べたところでは、

大体名古屋で20カ所ぐらいですね。３人型とか５人型ということで、市が補助をしてこの運

営を待機児童対策ということで取り組んできておられます。都会だともっと、同じような数

であるのかなというふうに思いますが、まず今回定める家庭的保育者、家庭的保育補助者よ

りも少し軽いカリキュラムで保育ママという認証ができてやれていてという意味では、より

しっかりとした方をこういった保育の部分で預かりをできるようにするというところが一つ

大きな違いかなというふうに思います。 

 岐阜県では、ちょっとこの保育ママというのは全くないものですから、名古屋市あたりし

か私も勉強ができなかったんですけど、それなりのニーズの中で預けてみえる、やってみえ

るのかなあというところを感じております。 

○委員（冨田牧子君） 家庭的保育の事業に携わるようになると、女性も活躍する場があって

いいんじゃないかと、さっきそんなことを言われたけど、本当にどれぐらいの給料になりま

すか、こういうのになると。保育ママになるとこれぐらいふえますよとか、そういうのわか

らないですか。 

○こども課長（高井美樹君） 済みません、直接、まずは名古屋の保育ママの皆さんがどれぐ

らいの報酬というか給料でやってみえるか確認はしていないので、それぞれの事業所でやら

れることかと思いますが、ただ今回、国の制度でこういった公的助成が出てくるということ

になりますので、それなりの保育士の一人頭の単価計算がされて、子供１人当たりの金額が

出てまいりますので、とてもそんなアルバイトのような責任の中でやるのではなくて、ちゃ

んとした社会福祉法人の保育士まではいかないにしても、ある程度の保育単価を受け取ると

いう意味では、それなりの報酬があってしかるべきだというふうに考えております。 

 当然、総則の中でも、その辺の運営等にも市が確認をするという部分もございますので、

その中で余りにも低過ぎるどうのこうのとか、そういったことが保育単価の中で出てくる額

で見合わないとか、そういった話をきっとすることになるのかなあというふうに思いますけ

ど、幾らかと言われると、済みません、今の時点ではちょっと、何ともその方の経験だとか、

年齢だとか、それぞれやっぱりあるのかなと。ただ、アッパー、下限についてはやっぱり額

は定められないにしても、これぐらいはないと大事なお子さんを預かる仕事としてはあるん

じゃないかというのはあるのかなというふうには思います。 

○委員（冨田牧子君） そういったところで、保育士不足の原因は何だと思いますか。 

○こども課長（高井美樹君） 国の役人も苦慮している話なので、私もあくまでも肌で感じる

部分ですけど、まず保育士を取る資格の学校というのはそれなりにあります。公立保育園に

受かった保育士の話を聞きますと、クラスの半分ぐらいしか保育士にならないそうですね。
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あとの子は一般の企業に就職をしていくというようなことを言っていました。それからする

と、学校を卒業している人数の割には、保育士になっている子が少ないのかなと。これは保

育実習というのが、一般的には48時間が２回、大体２週間の保育実習の中で、私はちょっと

やっぱり合わないのかなあとか、そうやって保育士の学校は出るけれど、そういった職場等

は選択しないということもあるかもしれないですね。 

 まずは入り口のところがもう少ししっかりしなきゃいけないというのと、あと、やはり子

育てが終わった後の仕事の復帰の仕方で、昔は勤めていたけど、一般の会社で勤めているだ

とか、パートで働いていたとか、そういった方が臨時職員で来ていただいている方の話を聞

いていますと、なかなか育児で５年、６年、現場から離れると、やっぱり戻ることが不安だ

ということをおっしゃっています。そういったことも含めて、保育士が足りないというふう

なんですけど、一番はやはりゼロ歳から２歳の未満児を預けて働く女性なり、家庭がふえた

こと。よって、子供の数は減ってきても、保育のニーズはふえているのに、今の保育士の数

がついていけないのが一番の理由ではないかというふうに考えます。 

 なので、今、国がやっているのは確保対策ということで、この前の予算決算で御説明しま

したとおり、補助金でお金を入れて少しでも給料を上げ、金銭的に少しでも魅力があるよう

にして、一遍退職した方も登録制度等をつくったり、県のほうでそういった窓口をつくって

いただいて、可児市の方でこういう方がいますとか、そういったいろいろな手だてを今やっ

ているところです。以上です。 

○委員（冨田牧子君） 私はやっぱり待遇が悪いということが一番だと思うんですね。市の保

育園だって、半分は臨時職員になっている、正職員にはなれない、給料も安いという、その

ことが今現実にあって保育士が不足しているということの中で、こんなようにＢ型、Ｃ型と

か、家庭的保育も聞けばやっぱりちょっとというふうに思いましたんで、こういう保育の内

容、質を下げて、資格者もそういう資格者じゃなくて、講習したらいいという、こういう国

の考え方というのは本当におかしいと思うんですけど、どうでしょうか。 

 こんなことをわざわざ、Ｂ型、Ｃ型、家庭的保育所、事業内保育所は別にしまして、わざ

わざ条例で定めてつくらなきゃいけない必要性が可児市にはありますか。 

○こども課長（高井美樹君） 子ども・子育て支援法において、あと省令に基づいて条例をつ

くれということなので、これは条例はつくる必要があります。あと国が従うべき基準として

示しているものについては、やはり法律に基づいた基準に基づいてこれを明文化していく必

要性があります。 

 ただ、今の保育ニーズの量からすると、またこれは昼から御説明いたしますけど、可児市

もいわゆる待機児童ですね、本当に薄い氷の上を歩いているぐらいの状況です。そういった

意味では、繰り返しになりますけど、子育て経験をされた女性の活躍の場として、しっかり

とした講習・講義を受けて、大事なお子さんを預かる仕事をやっていただくと。そういった

ステータス、それなりの報酬によって、何とか可児の子供たちをしっかり預かる。働きたい

お母さんにとって、しっかりとした預け場所があるというものを、環境をつくっていくとい
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うのは、行政として重要な責務であるというふうに考えています。 

○委員（冨田牧子君） こんなややこしいものをつくらないで、市として保育園を１園ふやし

てもらえば、それは解決する問題ではないですかね。 

○こども課長（高井美樹君） これから、子供の数は減ってまいります。一番問題なのは、こ

れも午後からの計画の中で御説明しようと思っている肝のところになりますけど、ゼロ歳か

ら２歳のニーズが物すごくふえています。この部分についてどうするかというところです。

これを公立でつくるのか、私立の幼稚園さんが認定こども園になってゼロ歳から２歳を預か

っていただくのかとか、いろいろな手だてを考えますけど、当然一つのメニューの中にはこ

ういったものもあって、いろいろなニーズに対応できるものをこうやって用意していくとい

うことは必要だというふうに考えます。 

○委員長（野呂和久君） 他に質疑はございませんでしょうか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは質疑を終了します。 

 続いて討論を行います。 

○委員（冨田牧子君） この議案第64号ですけど、小規模保育所、それから家庭的保育事業、

それから事業所内保育所、居宅訪問型保育事業と詳しく条例で定めてありますけど、私はま

ず公の保育の責任ということを考えれば、こういったややこしい制度をつくるんではなくて、

公できちっと新たに保育所を、特に未満児のための保育所をつくるということのほうが大事

だと思います。 

 この小規模保育事業でＢ型、Ｃ型というのを認めていけば、また家庭的保育事業でそうい

う講習をした子育て支援員ということを認めていけば、ますます保育士は集まらないと思い

ますし、保育士のいろいろ単価を切り下げていく、そういうことにもつながっていくという

ふうに考えますので、こういう制度はなくてもいいと思いますので、反対します。 

○委員（酒井正司君） 今度の地域型保育事業というのは法改正の目玉になりまして、いわゆ

る女性の活躍する場の確保であり、待機児童の解消ということの目玉になるわけです。いろ

んな多様なシステムを提案して、その中で今のような目的を達成しようという動きだと思う

んですね。 

 可児市も若い人を呼び込もうとしたときに、これを無視するなんてことはあり得ないと思

います。そういう意味で、女性の立場の活躍の場の確保ということ、それが法的にしっかり

と、研修の法制化であったり、そのシステムの質の向上を確保しようという動きがあるわけ

でございますので、保育士の対応も一つの問題ではありますけれども、それを少なくとも現

実的には補わざるを得ないだろうという現実をしっかり見据えたときに、こういう新しいと

いいますか、あるべき姿の一つではないかというふうに思いますので、この案には賛成をい

たします。 

○委員長（野呂和久君） 他に討論はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 
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 それでは討論を終了します。 

 これより議案第64号 可児市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の制定についてを採決いたします。 

 挙手により採決いたします。 

 原案に賛成の方の挙手を求めます。 

〔賛成者挙手〕 

 挙手多数であります。よって、議案第64号は原案どおり可決すべきものと決定いたしまし

た。 

 ここで午後１時まで休憩といたします。 

休憩 午前11時55分  

─────────────────────────────────────―― 

再開 午後０時57分  

○委員長（野呂和久君） 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 続きまして、議案第65号 可児市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を

定める条例の制定についてを議題といたします。 

 執行部の説明を求めます。 

○こども課長（高井美樹君） 午前に引き続き、よろしくお願いいたします。 

 それでは、まず説明書の６ページをお開きください。 

 制定趣旨でございます。 

 子ども・子育て支援新制度の実施による児童福祉法の改正に伴い、厚生労働省令で定める

基準を参酌等して、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例でご

ざいます。 

 それでは、資料番号１、会議案の110ページをお開きください。 

 条文に入ります前に、この条例の放課後児童健全育成事業という表記についてでございま

す。この表記につきましては、一般的には放課後児童クラブと言われるものでございますの

で、表題としては放課後児童健全育成事業というふうにありますが、そのように御理解いた

だきたいと思います。この表記につきましては、従前から国の補助金等の事業名がそのまま

省令にも使用されておりますので、この条例も放課後児童健全育成事業ということにしてお

ります。 

 それでは、この条文のほう110ページ、まず３条と４条をごらんください。 

 この条例の対象となりますのは、ＮＰＯとか民間の事業者がこの放課後児童健全育成事業、

放課後児童クラブを実施する際に、ここの条例で定める基準を満たして、さらに向上するよ

うにしていこうというものでございます。なので、市がこの条例によって事業者に対して指

導等、何らかの指導的役割を果たしていくというものでございます。 

 なぜこういった条例をつくるのかというところでございますが、これは保護者の、働いて

いて子供を預けたいといったニーズに乗じて、民間の事業者が余りよろしくないような環境
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で児童を預かるというようなことがあってはなりません。そんなようなことから、こういっ

た事業をやりたいという事業者に対して、行政として何らかのアクションをとっていけると。

そんなようなことで、本市の児童が安全・安心の環境で放課後の時間を過ごしていくという

ように、公共も民間も同じような思いを持ってやっていこうという条例でございます。 

 そのために、111ページの６条では、非常時にどういった対策をとるのかとか、７条には

一般的な要件とかありますが、あと９条のほうをごらんいただきますと、こちらに設備の基

準が書いてあります。設備の基準といいますと、児童１人について1.65平方メートルが必要

ですよとか、そんなようなことが書いてあります。ただ小学生ですので、保育所のような細

かな設備基準というふうにはなっておりません。 

 あと、ちょっと戻りまして、間の７条、８条、９条には、働かれる職員の一般的な要件、

それから技能等の向上について定めをしております。あと、ずうっと職員のことが書いてあ

りまして、112ページの第10条の第２項、第３項をごらんください。ここでもやはり放課後

児童支援員という新しい支援員の名前が出てきております。先ほど家庭的保育者とか、家庭

的保育補助者とか出てきましたが、この放課後児童支援員につきましても、国が進める、仮

称ですけど、子育て支援員の制度の枠の中の一つとして位置づけられた新しい資格といいま

すか、認証のものでございます。 

 この放課後児童支援員も国が定める統一カリキュラムをもとに、今度は県が行う研修を修

了すると、放課後児童支援員の資格が与えられるというものでございます。こちらのほうは、

国の概要の資料を見ますと、大体25時間程度の講義を受けるというようなふうになっており

ます。保育ですと20時間ちょっとということでしたけど、ここは25時間ということで、現在

このカリキュラムの概要が出てきておるところです。県のほうが主体で開催するというもの

になって、認証も県が出すという仕組みになっております。 

 第２項には、２人以上とするというふうに書いてございますが、この放課後児童クラブを

開所する教室には、大小に関係なく２人以上の支援員の配置が必要ですと書いてありますが、

ただし書き以降、ここについては、１人が支援員の資格を持っていればいいよというただし

書きで書いてございます。 

 それから、第３項ですね。１号からずらっと９号まで、この放課後支援員になれる研修を

受ける該当者がずらっと書いてあります。保育士だとか社会福祉士だとか、結構上級の資格

をお持ちの方も、この25時間の県の研修を修了しないと放課後児童支援員にはなれないとい

う仕組みになっています。ただし、従前に必ず教員だとかそういう保育士を持っていなくて

も、(9)高等学校卒業者等であり、かつ２年以上放課後児童健全育成事業に類似する事業に

従事した者であって、市長が適当と認めた者というのは、この放課後支援員の講義を受けら

れるという該当になってまいりますので、ある意味では、子育て経験のある女性の皆さんに

どんどんこういったものを受けていただいて、地域の小学生の子供のために、各小学校区内

で一肌脱いでいただきたいなというふうに思っております。 

 次に第４項、おおむね40人以下とするということで、１教室当たりの定員を大体40人とす
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るようにしてございます。これはほとんど小学校の教室の、学校の設置基準の人数掛ける40

人というものを大体想定した数字だというふうに理解をしております。 

 続きまして113ページでは、運営規程、衛生管理とか運営規程、帳簿をつけるとか、秘密

保持をするとか、そういったような運営していくにおいて注意するべき点がこの条例の中で

定めてあります。 

 114ページの第18条、こちらに開所時間と日数というものを定めております。小学校にお

いて、小学校の授業のお休みの日は８時間、平日学校がある日は１日３時間以上といったも

のを要件にしております。それから、年間で250日以上開設するというものになっておりま

す。これをやらないと、民間の方がやりたいといっても、この基準を満たさないとだめです

よという数字になります。ちなみに、今申し上げたここの開所時間と日数については、現行

可児市がキッズクラブの運営で国と県の補助をいただいて運営していますが、その補助要綱

にある基準と一緒でございます。 

 あと、第21条、下段になります。事故発生等の対応ということで、当然こういった条例に

のっとってやっていくと、国の補助等も出てきますので、そういったあってはならない事故

等あれば、すぐに報告を受け、それに対して適切な対応をしていくという意味では、市もそ

こに何らかのアドバイスとか対応をしていくというようなものがあります。 

 この放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例というものについ

ては、冒頭で申し上げましたとおり、現行のキッズクラブではなく、民間でやられたい方に

対して、この基準を満たしてやっていきましょうというものを、行政として物が言えるとい

うような効力を持ったものかなあというふうに思っております。５月の委員会で、子供の放

課後の居場所というものについては、昨年度行ったニーズ調査の結果で保護者のニーズが右

肩上がりになってきています。公営でも民営でも、地域の皆さんの力をおかりしながら児童

の健全育成に寄与できると、そのために努力していくというのが、この条例を制定してやっ

ていく意義になるのかなあというふうに考えております。以上です。 

○委員長（野呂和久君） これより議案第65号に対する質疑を行います。 

○委員（冨田牧子君） 今の説明で、これは放課後児童クラブというか、キッズクラブ関連の

ことだと言われたんですけど、この放課後児童健全育成事業の中には、例えば放課後子ども

プランとかいうのもありますし、この支援計画の中にはそれについて言及しているところが

ありますよね。だから、これが児童クラブだけじゃなくて、そういう全般に子ども総合プラ

ンもやるような、この事業の中に含まれるのかどうか、ちょっとお聞きしたいんですけど。 

○こども課長（高井美樹君） 今、冨田委員がおっしゃられましたのは、放課後児童クラブと

いうのは厚生労働省系である補助メニューにある事業です。もう１つは、放課後子ども教室

といいまして、文部科学省系で出てくる補助金があるんです。この２つを一体化して、地域

の子供を育てていこうというのが放課後子ども総合プランになっていまして、あくまでも放

課後子ども総合プランというのは、両省がやっている事業を結構別々でやっているので、一

体化してやっていこうよというのをプランとして、各市町村考えてくださいねというものに
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なりますので、あくまでも要請的なものを計画にするというものは、この条例には含まれな

いものかなあというふうに思っています。 

 それから、あと放課後子ども教室も文部科学省系の補助メニューではありますけど、その

部分については条例までは定めていませんですし、条例設置まで求めてないですし、基本的

な考え方は、例えばギターの得意な方が小学校区にいる子供に、受けたい子は40分なり、学

校に放課後に来て受けて帰っていくというので、いわゆる保育の義務とか全くないんですね。

なので、言い方は悪いですけど、勝手に来て勝手に帰っていくというものなので、そこに施

設の設置基準だとか、そういったものは求めていないのかなあと。 

 ただし、放課後児童クラブはやはり保育をする、大事な子供さんを預かるという行為にな

りますので、この部分は設置の基準だとか職員の要件だとか、そういったものはしっかり決

めて、それに対応した者がその事業をやれるという趣旨のもので、ほとんどは公設もしくは

行政から委託を受けてやっているＮＰＯだとか、そういう社会福祉法人がやっているわけな

んですけど、今東京とか都会のほうへ行くと、本当に民間の放課後児童クラブというものが

結構ふえています。預かってスイミングに連れていって、そこから終わると塾に連れていっ

て、夕食まで出して、月に４万円から５万円要るというようなところもありますけど、そう

いったものについてもこういった条例の基準を満たしてやっていただければ、国・県の補助

が市を経由して公的な補助が受けられるという仕組みはここでもできてくるということなん

で、ある意味、公共だけで小学生の放課後の居場所づくりはなかなか難しいという部分を加

味して、こういったものが省令ででき、それを各市町村が条例化して対応していくというも

のになっているかというふうに思われます。以上です。 

○委員（酒井正司君） 10条の３項の(9)高等学校卒業者等であり、かつ２年以上放課後児童

健全育成事業に類似する事業という表現に該当するようなケースって、可児市にございます

か。どういう事業を言うんですかね。 

○こども課長（高井美樹君） キッズクラブで２年間お勤めの方は問題がないので、あと類似

というのが、例えば全く解説本とかないので想像の域になりますと、例えば児童福祉法に基

づく児童センターあたりで小学生への対応とか、子供の対応をしているような人というのは、

恐らくこの類似の中に入れてもいいのかなというふうに思われますが、この辺はちょっと、

もう少しこの条例ができ上がって、全国的なところを聞きながら、県・国のアドバイスを受

けないと、これだというのはちょっと今、申しわけありません、お答えできません。 

○委員（冨田牧子君） 同じく10条のところですけど、さっき説明していただいたかわかりま

せんけど、ごめんなさい、聞き漏らしたので、補助員ですけど、支援員はこういう規定があ

った、補助員は別に何の規定もない、誰でもいいという、そういう意味でしょうか。 

○こども課長（高井美樹君） この補助員については、特に資格要件はこの中では定めていま

せんので、今現状でも、特に可児市内でもキッズクラブにお勤めいただいている方は、教員

や保育士の資格を持っている方もあれば、そうじゃない方もお見えの中で運営しています。

できるだけ可児市としては資格を持っている方というのを思っていますけど、そういった意
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味では、あくまでも放課後支援員とセットでいる場合の補助員ということですので、ここに

ついてはそれも含めて要件は定めてありません。 

○委員長（野呂和久君） 他に質疑はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは質疑を終了します。 

 続いて討論を行います。 

 討論はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは討論を終了します。 

 これより議案第65号 可児市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の制定についてを採決いたします。 

 挙手により採決いたします。 

 原案に賛成の方の挙手を求めます。 

〔賛成者挙手〕 

 挙手全員であります。よって、議案第65号は原案どおり可決すべきものと決定いたしまし

た。 

 続きまして、議案第66号 可児市キッズクラブの設置及び管理に関する条例の一部を改正

する条例の制定についてを議題といたします。 

 執行部の説明を求めます。 

○こども課長（高井美樹君） 引き続きお願いいたします。 

 では、議案説明書の７ページをお開きください。 

 改正趣旨でございます。 

 子ども・子育て支援新制度の実施による可児市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に

関する基準を定める条例の制定に伴い、改正するものであります。 

 それでは、議案書の116ページをお開きください。 

 こちらは条例の改正でございます。改正する理由は、先ほど申し上げましたとおり、可児

市に条例をつくったことが一つ大きく要因しております。 

 まず第２条のほうです。改正前につきましては、設置において定員の数を満たさないクラ

ブというのは開設をしないということにしております。資料の中に規則はつけてございませ

んが、規則のほうで10人という規則をつくっております。これは、基本的に規則を変えてし

まえば、別にこの条例をさわる必要はないんですけど、やはり国のほうは、今回、小規模な

ところでもそういった保育のニーズに対応する必要があるということで、小規模な児童クラ

ブについても補助等を出していこうというところでございますので、ここはやはり条例にわ

ざわざこれを満たさないとできないということは書かずに、ここではあくまでも定員数は規

則で定めるというふうにして、ちなみに規則のほうでは２人以上というようなことで、今、

規則のほうも進めていきたいというふうに考えております。 
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 それから指導員、第７条、今まで可児市のほうは保育士または教諭の資格を有する者、先

ほど冨田委員が要件はないのかとおっしゃられて、ちょっと済みません、訂正をすると、強

いて言うと、保育に知識の経験を有する者ということでなるのかなあと思いますが、これを

改正いたします。これは先ほど言いましたとおり、放課後児童支援員というのが必ず１名は

必須ということになりますので、ここの先ほどの条例に規定するものの中で置くよというこ

とと、もう一つは、それによって補助員も可という部分をそのまま７条に入れたという形に

なっております。これによって今まで影響を受けていましたのが、兼山地区が可児市の条例

に基づくキッズクラブは未設置という状況でございましたので、今回の改正に伴って、兼山

についてもキッズクラブを正式に立ち上げできるという状況が、この条例によってできてく

るということでございます。 

 あと、先ほどの議案第65号とこのキッズクラブとの整合性の部分については、必要なとこ

ろはこうやって入れ込んでいるんですけど、それ以外にこの条例につきましては、保育料だ

とか、それから入るべき基準だとか、入るときの手続だとか、そういったものもほかの条項

で定めをしておりますので、より利用者さんにとって必要な部分がこの条例に書き込んであ

り、保育料も条例で定めをするということになっておりますので、議案第65号とは別で、こ

のキッズクラブはそのまま残し、必要なところを改正するというものでございます。以上で

す。 

○委員長（野呂和久君） これより議案第66号に対する質疑を行います。 

○委員（冨田牧子君） 議案第65号でいろいろな定めがありました。大体基準は、うちのキッ

ズクラブは議案第65号のところを満たしているというふうに言われたんですけど、例えば可

児市のキッズクラブの条例の中に設備の基準については盛り込んでいませんよね。今、いろ

んなキッズクラブで長期もできるようになって、大変入室が多くなって、このおおむね1.65

平米以上という面積基準が本当にうちのほうでできているのか、そこをちょっと疑問に思っ

ているところなんですけど、どうでしょうか。 

○こども課長（高井美樹君） まず可児市のキッズクラブについては、児童福祉法に基づいて

やりますよということになりますので、ある程度児童福祉法の中に設置基準等に基づくもの

になっていると。人数が多いけど大丈夫かということにつきましては、まず長期の夏休みと

かは、通常使っているところ以外に学校の特別教室ですね。例えば、プレハブの片方のあい

ている部屋だとか、そういったものをお借りしていますので、基本的にはこの1.65平米掛け

る人数の面積を確保して対応してきております。 

 あとは、おおむね40人という、この中にも多少書いてありますので、40人以下じゃないと

だめよとか、そういうことじゃないので、多少の上限はおおむねという中で対応できるのか

なというふうに思っております。 

 あと、どちらかというと、新しい専用教室ですね。例えば今渡北小学校だとか土田小学校

ですね、そういったところは、本来40人掛ける1.65平米ぐらいの面積でいいんですけど、も

うちょっと多目にとってあるので、人数的には60人とか入れるような施設になっております
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ので、その辺の面積要件については当然その辺承知して、それに対応できるようなことで夏

休みとかは別途部屋を借りてやったりするということで対応しています。 

○委員（冨田牧子君） 今回初めて議案第65号のところですけど、こういう放課後児童クラブ

が国のほうでちゃんと法的に規定されたんで、だから私は議案第65号がＮＰＯとかそういう

ところだけの話ではなくて、やっぱり議案第66号にもかかってくる。やっぱり可児市のとこ

ろがその基準にきちっと合っているかどうかというのは大変重要なことなので、本来うちの

キッズクラブの条例の中には書いてなかったと思うんですけど、こういう面積要件とかいろ

いろ、そういうのを書き込む必要はないですかね。 

○こども課長（高井美樹君） 可児市の公営のキッズクラブについては、条例の名前のとおり、

放課後健全育成事業という国の補助メニューで、その要綱の中にほとんどこの議案第65号に

書かれている要件というのが要綱で定めがありますので、この議案第65号自体は結局は今あ

る国の補助要綱をそのまま省令にして、それを市町村が見て条例にしているという理解でお

りますので、逆に言うと今までの兼山地区がこのキッズクラブの条例に基づかずやれていな

いということが問題だったなあと。今、兼山の子たちはキッズクラブがないので、兼山の児

童館のある一室で放課後行っています。当然、児童館の職員が一生懸命対応していますけど、

あくまで子供たちが来て、帰るのも自由というレベルの中にあるので、これはやっぱりこう

いった補助要綱に基づいたキッズクラブ、補助要綱に基づくイコール、議案第65号の条例に

基づいたものとなりますので、それをしっかりした形で少人数であってもきちっと子育ての

支援をしていくと、そういう体制を全市でとるというふうに考えていますので、重複になり

ますけど、補助要綱が条例になっているので、公設については基本的には問題がないという

ふうに考えております。 

○委員（冨田牧子君） それから、新しい資格というか、放課後児童支援員の資格が１から９

までありましたけど、今まで２年間児童クラブをやっていれば９のところに当たるからいい

というようなお話もありましたけど、そこがやっぱり今までのことは問題で、やっぱり資格

がなくても子供が好きなら、子供を持った人なら誰でもいいという感じで、足らない人を補

充していたという面もあったんですけど、今後こういうことできちっと講義を受けなさいと

いう話もあるので、可児市の放課後児童クラブの指導員についても１から８までに当たらな

ければ、ちゃんと講義を受けて、知識もちゃんと持って対応できるようにやってほしいと思

うんですけど、そういうことはどうですか。 

○こども課長（高井美樹君） 第10条第３項は、１から９までは、該当する者が放課後児童支

援員になれる、研修が受けられるという考え方になりますので、当然保育士を持っていよう

が、社会福祉士を持っていようが、24時間の研修を受けていただかないと、放課後児童支援

員にはなれないので、必置の一人にはなれないんですね。なので、当然そういった方も受け

ていただきますし、それから子育てが終わって、地域の子供のために少し私も何らかやれる

わという方が、善意で児童クラブで働いていただいています。 

 夏休みに30分ぐらいあの中にいると、もう耳鳴りがするぐらいやかましい中で、本当に一
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生懸命やっていただいています。さりとて、やっぱりそういう保育士だとか教員の資格を取

るために勉強をやってこられた方と、少人数で自分の子供を子育てした方が20人、30人の子

供を前にして対応していくというのは多少の差がありますので、この辺はやっぱり対応が必

要だということで、可児市のキッズクラブの指導員は、研修に必ず全員の方が、１年ではち

ょっと人数が多いので難しいので、１年なり、２年なり何らかの研修に行っていただくと。

その復命書なんかも私、研修レポートを書いて出していただいて、私は全て目を通させてい

ただいていますけど、そういった研修の中で新しい気づきであったり、今まで自分は子育て

の中ではよかったけど、たくさんの人数だとこうだというようなことも、いろいろ反省点も

書いていただいていますので、そういった研修を受けていただくというのは非常に大切だと

いうことで、すぐには全員を一気に受けるというのは難しいものですから、当然毎日業務が

ありますので、しかも県の研修、県が日程を決めて研修を実施しますので、何年か計画で順

次受けて、何年か、５年経過ぐらいになるのかなと思いますけど、その間までには、もう全

員の方が放課後児童支援員の資格を持って、新たに入ってきた方は入ってから、年度内にそ

の研修を受けるというふうにしていこうということで、今内部的には考えています。 

 多分どこへ行っても、可児市のキッズ構成員の方が一番たくさん研修を受けに行っている

ので、県のほうには、とにかく可児市で開催してくれと。たくさん受けたいので可児市で開

催してくれということで、場所も全部こっちで用意するしというようなことも今県に要請し

ながら、積極的にここのレベルアップというのを図っていきたいというふうに思っています。 

○委員長（野呂和久君） 他に質疑はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは質疑を終了します。 

 続いて討論を行います。 

 討論はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは討論を終了いたします。 

 これより議案第66号 可児市キッズクラブの設置及び管理に関する条例の一部を改正する

条例の制定についてを採決いたします。 

 挙手により採決いたします。 

 原案に賛成の方の挙手を求めます。 

〔賛成者挙手〕 

 挙手全員であります。よって、議案第66号は原案どおり可決すべきものと決定いたしまし

た。 

 ここで暫時休憩といたします。 

休憩 午後１時30分  

─────────────────────────────────────―― 

再開 午後１時31分  
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○委員長（野呂和久君） 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 続きまして、議案第67号 可児市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介

護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の制

定についてを議題といたします。 

 執行部の説明を求めます。 

○高齢福祉課長（宮崎卓也君） それでは、説明いたします。 

 資料ナンバー４番、提出議案説明書７ページをごらんください。 

 議案第67号、条例名がすごく長いので、申しわけございません。可児市指定介護予防支援

等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支援の

方法に関する基準等を定める条例の制定について、説明いたします。 

 まず、この条例の制定趣旨ですが、平成25年６月14日に制定されました第３次地域主権一

括法により介護保険法が改正されまして、指定介護予防支援等の事業の基準を平成27年４月

１日までに市町村の条例で定めるということとされたことによります。ただ市町村が全く独

自に基準を定められるというものではなく、厚生労働省令で定める指定介護予防支援等の事

業の基準に基づき定めるということになっております。本条例案では、後ほど説明いたしま

す第31条第２項を除きまして、この省令で定める基準どおりというふうにしております。な

お、この介護予防支援でございますが、介護保険の給付対象でございます介護予防サービス

計画、この作成を行うために指定を受けなければならないものでございます。 

 では、条例の内容でございます。資料ナンバー１、会議案118ページ、こちらのほうをご

らんください。 

 まず第３条ですが、指定介護予防支援の事業についての規定です。利用者が、可能な限り

居宅で自立した日常生活を営むことができるように配慮しなければならないなど、基本方針

をここに規定しております。 

 それから第４条でございますが、こちらは指定介護予防支援事業者として市が指定できる

ものは、法人というふうで規定しております。 

 それから第５条、事業所に１人以上の保健師、その他の指定介護予防支援に関する知識を

有する職員を置くこととしております。 

 第６条は、事業所には、常勤の管理者を置かなければならないということとしております。 

 119ページのほうに移りますけれども、第７条から第31条までは運営規程とか設備・備品

など、事業の運営に関する基準を規定しております。特に124ページ、こちらの第31条でご

ざいます。記録の整備でございますが、ここにつきましては、先ほど少し御説明いたしまし

た、この条例でただ一つ可児市の独自基準を設けております。この基準につきましては、第

２項のほうですが、記録の保存期間を国の基準では２年間としているところを、本市の基準

では５年間としております。その理由は、介護報酬過払いの返還請求の消滅時効が５年でご

ざいまして、監査や指導を行う場合に必要な資料の確認等行うために、５年は残しておいて

くださいねというものでございます。なお２年前に、同じく第１次地域主権一括法で、地域
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密着型介護事業の指定基準の条例も定めましたが、それとも合わせるものでございます。 

 それから、32条から34条までは、介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準とい

たしまして、介護予防サービス計画の作成等に係る方針とかそういったものを、指定介護予

防支援に関する具体的な取り扱い方針や介護予防支援の提供に当たっての留意点を規定して

おります。 

 それから、128ページをごらんください。第35条、これ最後の条ですけれども、基準該当

介護予防支援についての準用規定でございます。基準該当介護予防支援というのは、例えば

遠隔地に居住されている方、本市の被保険者の方が介護予防サービス計画を作成してもらう

場合において、当該居住地の指定介護予防支援事業所を登録させていただいて、介護予防サ

ービス計画をそちらで作成してもらうというものでございます。ですから、当市の指定を直

接受けているものではないんですけれども、居住地の介護予防支援事業所に登録によりお願

いするというものです。このときに登録した介護予防支援事業所のことを基準該当介護予防

支援事業所というふうに呼んでおります。ただし、可児市では登録は一件もございません。 

 最後に、この条例の施行日でございます。これは平成27年４月１日からです。以上です。 

○委員長（野呂和久君） これより議案第67号に対する質疑を行います。 

○委員（冨田牧子君） これも子ども子育て支援法と一緒で、何が書いてあるかなかなかわか

らないような条例で、全く困るんですけど、それで聞きたいところは、118ページの第３条

の指定介護予防支援の事業というふうに書いてありますが、この指定介護予防支援の事業と

いうのは、具体的にはどういう事業のことをいうのか教えてほしいということです。 

○高齢福祉課長（宮崎卓也君） これは要支援の方のケアマネジメントをしっかりやっていく

という事業でして、主には要支援の方の状況に合わせたケアプランを作成していただくとい

うような事業でございます。 

○委員（冨田牧子君） その下の３のところですが、指定介護予防支援事業者と介護予防サー

ビス事業者と書いてありますが、具体的にはどのように違うんでしょうか。 

○高齢福祉課長（宮崎卓也君） 指定介護予防支援事業者というのは、この条例で規定してい

る事業者でございますが、介護予防サービス事業者というのは、例えば介護予防の訪問介護

とか、介護予防の通所介護とか、そういったサービスを行っている事業者。この指定介護予

防支援事業者というのは、先ほど申しましたケアプランの作成に特化しているところがござ

います。イコールで地域包括支援センターのことです。 

○委員（冨田牧子君） 第５条、資格のところですけれども、指定介護予防に関する知識を有

する職員と書いてありますが、保健師その他、これはどのような人のことをいうわけですか。 

○高齢福祉課長（宮崎卓也君） 例えば、保健師でなくても、ケアマネジャーとかそういった

方ですね。そういった知識を有する方ということです。 

○委員（冨田牧子君） 第６条の２ですけど、常勤の管理者を置かなければならない。しかし、

こういう場合はよろしいよというふうに書いてある、ここを解説してください。 

○高齢福祉課長（宮崎卓也君） 基本的には常勤の管理者を置いていただいて、第６条第２項、
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これは兼務に関する規定でございまして、順番にいきます。ただし書きですね。指定介護予

防支援事業所の管理に支障がない場合は、当該指定介護予防支援事業所のほかの職務に従事

する、つまり管理者以外の業務に従事してもいいということです。 

 それから、または指定介護予防支援事業者である地域包括支援センターの職員、これは地

域包括支援センターの職務を兼務できるということを言っております。 

 地域包括支援センターの職務というのは、もう少し広い範囲になりますので、ケアプラン

の作成だけじゃなくて、総合相談とか権利擁護とか、そういったものも入ってきますので、

その辺のところ規定しているものということです。 

○委員（冨田牧子君） 第９条ですが、サービス提供困難時の対応というのが書かれておりま

すけれども、困難である場合、他の指定介護予防支援事業者の紹介その他必要な措置を講じ

なければならない。具体的にはどのような事態を想定して、どのようなことを言っているわ

けでしょうか。 

○高齢福祉課長（宮崎卓也君） 例えば、利用申込者が見えたとして、その事業所が申込者に

対して支援を、例えばもう手いっぱいだとか、さまざまな困難な理由があって対応すること

が困難であるというふうに認めた場合は、ほかの指定介護予防支援事業者もありますので、

そちらにしっかりつないで、その人のケアプランがしっかりできるように、ケアマネジメン

トがしっかりできるように、そういった措置を講じなければならないという意味でございま

す。 

○委員（冨田牧子君） 第18条ですけど、利用者に関する市への通知ということで、正当な理

由なしに介護給付等対象サービスの利用に関する指示に従わないことにより、要支援状態の

程度を増進させたと認められるとき、または要介護状態になったと認められるときは、市に

通知をして、この人が言うことを聞かないものでだめなんじゃないということを言えという

ことですか。 

○高齢福祉課長（宮崎卓也君） 適切なケアマネジメントをしている中で、ここで言っていま

す正当な理由なしにそのサービスの利用に関して指示に従わなかったとか、ここに書いてあ

るとおりなんですけど、そういったことによって要支援の状態が悪くなってしまったという

場合、あるいは要介護の状態になってしまったというときは、この指定介護予防支援事業者

は、市に対しその旨を通知しなければならないと、ここで言っているそのとおりでございま

す。 

○委員（冨田牧子君） それで、介護給付を取り上げるということでしょうか。 

○高齢福祉課長（宮崎卓也君） そこまではここには規定しておりませんので、その方の利用

状況がどうかというところで、その方とのお話、あるいは事業所にもう少ししっかりとケア

しなさいよというお話はしていくことになると思います。 

○委員（冨田牧子君） この介護のところで大変大きな問題が４月から起こってくるわけです

けど、要支援の１と２は介護給付しない、対象外になるとか、そういうことと、この条例の

中でそのようなことが書いてあるわけではないですよね。もしかして関連しているとすれば。
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34条の６、地域支援事業ですか。 

○高齢福祉課長（宮崎卓也君） 実は、この地域主権一括法絡みは昨年度の改正だったもので

すから、まだそこまで今回の介護保険制度の改正を網羅している部分はないと思われます。 

○委員（冨田牧子君） ないと言われたけど、本当にないですか。 

○高齢福祉課長（宮崎卓也君） この中の思いがどうなっているか、国の思いのところはちょ

っとわからない部分はありますけれども、条文を見る限り影響するところはないかなという

ふうに思います。 

○委員長（野呂和久君） 他の委員さんで質疑はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは質疑を終了します。 

 続いて討論を行います。 

 討論はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは討論を終了します。 

 これより議案第67号 可児市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予

防支援等に係る介護予防のために効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の制定に

ついてを採決いたします。 

 挙手により採決いたします。原案に賛成の方の挙手を求めます。 

〔賛成者挙手〕 

 挙手全員であります。よって、議案第67号は原案どおり可決すべきものと決定いたしまし

た。 

 続きまして、議案第68号 可児市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する

基準を定める条例の制定についてを議題といたします。 

 執行部の説明を求めます。 

○高齢福祉課長（宮崎卓也君） 引き続き御説明いたします。 

 資料ナンバー４、提出議案説明書７ページを同じくごらんください。 

 議案第68号 可児市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する基準を定める

条例の制定について、御説明いたします。 

 この条例の制定趣旨については、先ほどの議案第67号の条例と同様でございます。ただ先

ほどの条例では、可児市の独自基準を１つ設けてございましたが、本条例案では、全て厚生

労働省令で定める基準のとおりというふうにしております。なお、地域包括支援センターで

ございますが、これは市町村、また市町村が委託するものが設置できるということになって

おりまして、現在可児市には直営、つまり可児市役所で１カ所、それから委託で４カ所、合

わせて５カ所可児市内にはございます。その業務は、高齢者の総合相談、権利擁護、要支援

として介護認定された方の介護予防サービス計画の作成、これは先ほどの議案第67号の介護

予防支援サービスのことですけれども、そういったサービス計画の作成などの包括的支援事
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業や介護予防事業を行うということでございます。 

 次に、この条例の主な内容でございますが、資料ナンバー１、会議案の130ページをごら

んください。 

 ここにあります第３条です。地域包括支援センターは、包括的支援事業を実施することに

より、被保険者の心身の状況や環境等に応じて保健医療サービスや福祉サービスを利用でき

るように導くことにより、被保険者が可能な限り住みなれた地域において自立した日常生活

を営むことができるようにしなければならないということなど、ここには包括的支援事業の

基本方針を規定してございます。 

 第４条でございますが、こちらには人員基準を規定しておりまして、具体的には保健師、

社会福祉士、主任介護支援専門員、それに準ずる者もよしとしておりますけれども、それを

それぞれ１人ずつ配置しなければならないということにしております。 

 最後に、この条例の施行日ですが、平成27年４月１日からでございます。以上です。 

○委員長（野呂和久君） これより議案第68号に対する質疑を行います。 

○委員（冨田牧子君） 先ほど５カ所になったということでお話がありました。市で１カ所、

それから委託が４カ所ということで、この市と委託をした地域包括支援センターとの間に何

か差異は、例えば人員配置の問題、それからやっている業務の問題、そういうことはないで

すか。 

○高齢福祉課長（宮崎卓也君） 今現在の状態でいいますと、これは委託関係ではあるんです

けれども、ただ業務に関しては５カ所とも同じような業務をしております。ただ、当然可児

市の地域包括支援センターは、可児市の高齢福祉課の介護予防係も兼ねておりますので、地

域包括支援センターの指導的な位置づけもあるにはあるんですけれども、地域包括支援セン

ターとしての業務については差異はございません。 

 それとあと、人員配置ですが、ほかの地域包括支援センターは保健師１人なんですけれど

も、可児市の地域包括支援センターは保健師が３人入っている状況ですね。ですから、２人

ほど多い状況ではございます。それは先ほどの介護予防係としての業務もございますので、

そういったところも含めての話になります。以上です。 

○委員（冨田牧子君） 何でそういうことを聞いたかというと、今度の新しい、昼から説明と

か言われた計画の中に、６カ所目をつくって、１カ所特別な業務にして、あと５カ所を地域

のにするというふうなことが書いてあったので、今後そういう計画があるということが書い

てあったのでお尋ねをするんですけど、今後の計画について、ついでに教えていただけませ

んか。 

○高齢福祉課長（宮崎卓也君） 冨田委員も御存じとは思いますけど、介護保険制度改正によ

って、実は地域包括支援センターの果たす役割というのがすごく重くなったといいますか、

広くなったというところがございます。総合事業、あるいは認知症の防止といいますか、そ

ういった包括的支援事業も３事業ほど追加されている部分がございます。そういった中で、

それぞれの地域包括支援センターがそれぞれでやるというのがなかなか大変かなという中で、



－４５－ 

企画立案的な部分について、少し中核的な地域包括支援センターを一つつくって、そこでし

っかりと可児市地域包括支援センターとしての業務をつくってやっていくということが必要

なのではということで、今期第６期の計画においては、もう１カ所地域包括支援センターを

つくって、可児市の地域包括支援センターを少し中核的な、そういった企画立案を少しでき

るような形にしていけたらという計画にしております。 

○委員長（野呂和久君） 他に質疑はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは質疑を終了します。 

 続いて討論を行います。 

 討論はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは討論を終了します。 

 これより議案第68号 可児市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する基準

を定める条例の制定についてを採決いたします。 

 挙手により採決いたします。原案に賛成の方の挙手を求めます。 

〔賛成者挙手〕 

 挙手全員であります。よって、議案第68号は原案どおり可決すべきものと決定いたしまし

た。 

 続きまして、議案第69号 可児市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について

を議題といたします。 

 執行部の説明を求めます。 

○国保年金課長（桜井孝治君） 議案第69号 可児市国民健康保険条例の一部を改正する条例

の制定についてをお願いいたします。 

 定例会配付資料４、議案説明書８ページをお願いいたします。 

 ８ページの議案第69号の改正趣旨につきましては、産科医療補償制度における掛金の額の

見直しに伴い、出産育児一時金の金額を改正するものでございます。 

 改正内容につきましては、定例会配付資料の１、議案書で説明をさせていただきます。議

案書の133ページをお願いいたします。 

 改正内容は、条例第８条に規定いたします被保険者が出産したときに支給する出産育児一

時金の額を現行の39万円から、右側の改正後にありますように、40万4,000円に改めるとい

うものでございます。改正の経緯につきましては、現在国民健康保険に加入してみえる方が

出産された際には、この条例に定める出産育児一時金39万円に、市の施行規則で別に定める

産科医療補償制度における掛金の相当額３万円を加算して、合計42万円を支給しております。

本年の４月、厚生労働省の社会保障審議会において、この加算分である掛金がこれまでの３

万円から１万6,000円と見直され、１万4,000円減額することとなりました。一方で、平均的

な出産費用は増加していることから、先ほどの審議会においては、支給総額は変えないとい
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う方針も出されておりまして、国では政令で定める額を39万円から40万4,000円と改正して、

先ほど掛金で減額しました１万4,000円分を一時金のほうに上乗せして、総額42万円を維持

しておりますので、市の条例もこれに準じて改正するものでございます。 

 なお、８条の後段、ただし以降に、３万円を上限として支給という加算という表記がござ

います。こちらにつきましては、先ほどの掛金の相当額ですが、こちらは改正後は１万

6,000円となりますが、引き続き上限以内にはおさまっておりますので、この部分の変更は

ございません。 

 また、第20条の下線部の変更につきましては、今回の改正を契機に金額表記の統一を図る

ものでございます。 

 施行日は平成27年１月１日を予定しております。説明は以上です。 

○委員長（野呂和久君） これより議案第69号に対する質疑を行います。 

 質疑はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは質疑を終了します。 

 続いて討論を行います。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは討論を終了します。 

 これより議案第69号 可児市国民健康保険条例の一部改正する条例の制定についてを採決

いたします。 

 挙手により採決いたします。原案に賛成の方の挙手を求めます。 

〔賛成者挙手〕 

 挙手全員であります。よって、議案第69号は原案どおり可決すべきものと決定いたしまし

た。 

 続きまして、議案第72号 指定管理者の指定についてを議題といたします。 

 執行部の説明を求めます。 

○健康福祉部次長（安藤千秋君） それでは、議案第72号 指定管理者の指定について御説明

いたします。 

 資料番号１の定例会議案の138ページで御説明いたしますので、138ページをお開きくださ

い。 

 可児市福祉センターの指定管理者を指定する議案でございます。 

 指定管理者の名称は、岐阜市に本店があります株式会社技研サービスでございます。指定

期間は平成27年４月１日から５年間でございます。株式会社技研サービスは、指定管理業務、

清掃業務、環境衛生業務、警備業務などの事業を実施している会社でございます。指定管理

業務については、御嵩町で高齢者いきがい活動支援センター、羽島市で福祉ふれあい会館、

愛知県大口町で健康文化センターなど、多数の施設で指定管理者として指定されております。 

 次に、指定管理者候補者の選考の経緯について御説明いたします。 
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 指定管理者を公募した結果、３事業者の応募がありました。平成26年10月31日に外部委員

による可児市指定管理者選定委員会を開催し、選定基準に従い、各申請者から提出された指

定申請書の審査及びヒアリングの実施により応募者を選考いたしました。選定委員会の審査

の結果、申請のあった３事業所の中で、株式会社技研サービスが最高点を獲得しましたので、

指定管理者の候補者として選定することにいたしました。選定委員会の平均点数につきまし

ては、株式会社技研サービスが100点中86.2点、２位の事業者が73.8点、３位の事業者が

69.0点でございました。選考委員からは、株式会社技研サービスについては、特に自主事業

により福祉センターに新しい事業を導入しようとする積極性が他の団体を上回っていたとの

意見がございました。以上です。 

○委員長（野呂和久君） これより議案第72号に対する質疑を行います。 

○委員（冨田牧子君） 先ほど３者の結果があって、一番高いところでということはわかりま

した。いろいろそういう福祉関係のところで指定管理をやっているから、そういう管理業務

についてはたけているというふうには思いましたけど、先ほどの中で、この業者は自主事業

に対しても大変積極的であるというふうに言われましたけど、例えば、どのようなことでも

っともっと福祉センターの利用を高めていくというふうに言っているのか、教えてください。 

○健康福祉部次長（安藤千秋君） 指定申請書の中に自主事業計画書ということで提案をされ

ております。13の事業について提案しておりますが、骨盤体操教室であったり、ボクササイ

ズ教室、フラダンス教室、それから議案質疑でもありましたが、祖父母と孫の飾り巻きずし

教室などの事業を行うということで提案しております。 

○委員（冨田牧子君） そうすると、あとの点数の低いところは、そういう提案は全然なかっ

たということなんですね。 

○健康福祉部次長（安藤千秋君） ほかの事業所につきましても、自主事業の提案はございま

したが、技研サービスのほうがすぐれていたという評価をされております。 

○委員（酒井正司君） 積極性が見られるということは、少しでも前進するという期待が持て

るわけですが、本来の福祉センターというネーミング上ですが、福祉に寄与する目的に限定

されると思うんですが、今までの運営と、今後新事業者に期待する数値的な目標とか、何か

こちらでの具体的な提示というのはありましたんですか。 

○健康福祉部次長（安藤千秋君） 具体的な提示はしませんでしたが、利用回数であったり、

利用率であったり、それから経費の削減であったり、そういったところの民間事業者として

のノウハウを生かした提案をしていただきたいということでお願いはいたしました。 

○委員長（野呂和久君） 他に質疑はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは質疑を終了します。 

 続いて討論を行います。 

 討論はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 



－４８－ 

 それでは討論を終了します。 

 これより議案第72号 指定管理者の指定についてを採決いたします。 

 挙手により採決いたします。原案に賛成の方の挙手を求めます。 

〔賛成者挙手〕 

 挙手全員であります。よって、議案第72号は原案どおり可決すべきものと決定いたしまし

た。 

 以上で本委員会に付託されました案件の審査は終了いたしました。 

 お諮りいたします。 

 本日、審査しました案件に関する委員長報告の作成につきましては、委員長・副委員長に

御一任いただきたいと思いますが、御異議ございませんか。 

〔「異議なし」の声あり〕 

 異議なしと認め、そのようにさせていただきます。 

 それでは、質疑の事前通告がありますので、障がい者施設整備の進捗状況について、冨田

委員よりお願いいたします。 

○委員（冨田牧子君） 前から懸案になっております、この障がい者施設の整備の進捗状況に

ついて、まさにこのとおりですけど、御報告をお願いしたいと思います。 

○健康福祉部次長（安藤千秋君） 障がい者施設の整備の進捗状況について御説明いたします。 

 瀬田の教職員住宅跡地と広見の市民センター跡地に障がい者施設を建設・運営する事業者

を募集しておりましたが、瀬田の教職員住宅跡地については社会福祉法人大和社会福祉事業

センターに決定し、市民センター跡地については社会福祉法人みらいに決定いたしました。 

 社会福祉法人大和社会福祉事業センターについては、生活介護事業、定員20名、就労移行

支援事業、定員６名、共同生活介護、定員８名の施設を建設する計画で準備を進めておりま

す。 

 社会福祉法人みらいについては、就労移行支援事業、就労継続支援Ｂ型、合計定員で41名

の施設を建設する計画で準備を進めております。 

 それぞれの事業者は、平成26年８月に国の施設整備補助事業に係る施設整備計画書を作成

し、県に提出いたしました。今後の予定としましては、平成27年４月ごろに県が国に国庫補

助協議書を提出し、平成26年８月ごろに国庫補助内示がされる予定でございます。国庫補助

対象事業として順調に採択されれば、事業者は平成27年８月以降に建築工事に着手し、年度

内に完成させる予定でございます。平成28年４月から事業運営がされることになると予定し

ております。時期につきましては、国の平成26年度の補正予算や平成27年度の当初予算によ

り左右されるため、流動的な状況だということでございます。平成27年度事業に採択されな

ければ、事業者は翌年度以降に改めて補助金申請する予定になっております。その場合は、

事業開始時期は１年おくれるということになります。 

 次に、障がい者の短期入所施設の誘致につきましては、介護施設や障がい者施設を運営す

る事業者に対して要望しておりますが、現在、具体的な計画はありません。今後も誘致に努
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めていきたいと考えております。以上です。 

○委員（冨田牧子君） 先ほどの社会福祉法人大和社会福祉事業センターというところで、共

同生活介護事業というその概念についてちょっと教えてください。 

○健康福祉部次長（安藤千秋君） 共同生活介護は、通称グループホームという施設です。 

 それから、生活介護事業につきましてはふれあいの里でも行っておりますが、就労までは

無理な方を対象にした訓練を行っているといった事業になります。 

○委員（冨田牧子君） そうすると、短期入所の話はちょっとないという話ですが、この瀬田

のところでは、８名の方は一応夜間もそこで生活できるというグループホームができるとい

うことですね。 

○健康福祉部次長（安藤千秋君） 一応そういう計画で準備を進めているということですが、

あくまでも国の補助金がつかないとできないということでございますので、まだできると断

言はできないという状況です。 

○委員長（野呂和久君） 他の委員さんで質疑はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 質疑もないようですので、事前通告質疑を終了いたします。 

 それでは、２時20分まで休憩といたします。 

休憩 午後２時11分  

─────────────────────────────────────―― 

再開 午後２時20分  

○委員長（野呂和久君） 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

 続きまして報告事項です。報告第10号 可児市新型インフルエンザ等対策行動計画につい

てを議題といたします。 

 執行部の説明を求めます。 

○健康増進課長（井藤裕司君） よろしくお願いします。 

 報告第10号 可児市新型インフルエンザ等対策行動計画について御報告をいたします。 

 可児市新型インフルエンザ等対策行動計画につきましては、新型インフルエンザ等対策特

別措置法の規定により、平成26年11月27日の本会議において御報告をさせていただいている

ところです。資料番号としましては、定例会配付資料９になります。 

 この計画策定に先立ちまして実施しましたパブリックコメントにつきましては、特段の御

意見は寄せられませんでした。可児市新型インフルエンザ等対策行動計画の策定につきまし

ては、平成26年９月24日の教育福祉委員会において計画の基本方針を既に御説明させていた

だいておりますので、本日は各段階における対策について簡単に御説明をさせていただきた

いと思います。 

 まだ新型インフルエンザ等が発生していない状態、つまり未発生期の段階におきましては、

発生に備えて体制を整備することを目的に事前の準備を行います。具体的には、可児市感染

症等予防対策本部会議において、発生時に備えた対策の方針等を検討いたします。 
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 海外または他県で新型インフルエンザ等が発生した状態、つまり市内未発生期の段階にお

いては、市内発生に備えた体制の整備と情報収集に努めます。具体的には、可児市感染症等

予防対策本部会議を開催して、新型インフルエンザ等の情報収集や情報共有を行うとともに、

可児市危機管理規定に基づき、危機の発生を予見し、予防策及び対応策を検討する危機管理

検討会議を設置いたします。市民に対しましては、手洗いやうがい、マスクの着用など、イ

ンフルエンザの基本的な感染予防策の周知徹底を図ります。 

 市内でも新型インフルエンザ等の患者が発生した状態、つまり市内発生早期の段階におい

ては、速やかに可児市感染症等予防対策本部会議並びに危機管理検討会議を招集し、市内で

の感染拡大をできる限り抑えることを目的に、市民、事業所、学校、福祉施設等に対し、引

き続き予防対策としての手洗い・うがい、マスクの着用等の周知徹底を図るとともに、医師

会や医療機関、医療従事者との情報共有を図り、住民接種など適切な医療提供をお願いして

まいります。 

 さらに、国が新型インフルエンザ等緊急事態宣言を行った場合は、直ちに市長を本部長と

する可児市新型インフルエンザ等対策本部を設置いたします。 

 市内で新型インフルエンザ等の患者の発生が増加している状態、つまり市内感染期の段階

においては、健康被害を最小限に抑えることと、市民生活及び経済への影響を最小限に抑え

ることを目的に対策を講じます。具体的には、医療機関等に対し、引き続き適切な医療の提

供をお願いするとともに、公共交通や水・電気・ガスの供給、ごみの収集等、市民生活に密

接にかかわる事業者に対し、事業継続のための取り組みを要請してまいります。 

 新型インフルエンザ等の患者の発生が減少し、低い水準でとどまっている状態、つまり小

康期の段階においては、市民生活及び経済の回復を図り、流行の第２派に備えます。 

 なお、各発生段階における具体的な詳細については、対策の項目ごとに各部での任務分担

を整理し、万一の事態に迅速に対応できるようなマニュアルなどの整備を今後進めていくよ

う、準備を始めていきたいと思います。以上でございます。 

○委員長（野呂和久君） これより報告第10号に対する質疑を行います。 

 質疑はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 質疑もないようですので、この件に関しては終了いたします。 

 続きまして、次期定例会における条例の制定・改正予定または新規事業等についての報告

です。 

 初めに、可児市保育所の設置及び管理に関する条例の一部改正を議題とします。 

 執行部の説明を求めます。 

○こども課長（高井美樹君） 次期議会に提案いたします条例につきまして、今条例につきま

しては、昭和62年条例第10号による可児市保育所の設置及び管理に関する条例の一部の改正

を予定しているものでございます。 

 内容的には文言修正、それから今回の新制度によって保育料の算定基礎が所得税から市民
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税にかわります。そのことによって、現行、保育料の徴収が平成27年６月15日から始まりま

すが、市民税データを使うことによって、平成27年４月分は当月から徴収するというように

変更を伴うものでございます。以上です。 

○委員長（野呂和久君） この件に関して質疑を行います。 

 質疑はございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは、この件に関しては終了いたします。 

 続いて、可児市子ども・子育て支援事業計画に係るパブリックコメントの実施についてを

議題とします。 

 執行部の説明を求めます。 

○こども課長（高井美樹君） 続きましてお願いいたします。 

 お手元の資料３．可児市子ども・子育て支援事業計画（案）をごらんください。 

 この計画は、子ども・子育て支援法の第61条に基づきまして、５年を１期としました教

育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保、その他子育て支援に資する業

務の円滑な実施について必要な事項を定めるというふうに法律で定めがある計画でございま

す。 

 今回この計画を策定するに当たりまして、昨年度から子ども・子育て会議、法定会議を設

置いたしまして、今までに６回この事業計画に関して検討をしていただいてまいりました。

それを今回、案として平成27年１月19日から２月９日の間、パブリックコメントをするもの

でございます。内容につきまして手短に、大変分厚い資料になっておりますので、ポイント

に絞って御説明を申し上げます。 

 そうしましたら、２枚開いていただきまして目次をごらんください。 

 第１章につきましては、この計画の位置づけと今申し上げたことが書いてございます。 

 第２章につきましては、可児市の統計的な状況、それから平成26年５月29日の当委員会で

報告いたしました約2,000人、対象4,000人のうち2,000人の方からいただいたアンケート結

果に基づくニーズ調査の結果を掲載してございます。このニーズ調査の結果に基づいて、第

５章にあります量の見込みと確保の内容というものをこのニーズから導き出しております。

今回国が要請しています計画の中心はここの部分、量の見込みと確保の内容を各市町村がつ

くって、それを全国的に吸い上げて、全国的な子育て支援のありよう、待機児童をどうだと

か、今後の保育のあれはどうだとかというのを出して、さらに先般申し上げました施設給付

型だとか、そういう財源的な数字をどのようにしていくかというところを検討するというよ

うな大きな計画でございます。 

 ３章、４章につきましては、当計画においてその他全般の子育て支援に関して、可児市が

昨年度まとめました、表紙に書いてございます「子育てしやすい地域づくりを目指して マ

イナス10カ月から つなぐ まなぶ かかわる 子育て」ということで、ここに掲げており

ます10の課題とプラスワンというものを、この施策展開という形で３章、４章にちりばめて
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ございます。 

 それでは、まずニーズ調査でポイントのところだけ少しだけ御説明します。12ページをお

開きください。 

 こちらがニーズ調査をやった結果、枚数といいますか、回答いただいた数でございます。 

 未就学の児童、それから小学生、それぞれ2,000人ずつアンケートを無作為に抽出してお

送りして、有効回答は2,024人というところでございます。サンプル数的には、統計学上、

十分な数字だということで、後ほど御説明します量の見込みについても、この部分は統計的

なものがなっているということです。国のほうからも、統計の計算式についてはその数式等

が示されて、その基準の中で数値をつくっております。 

 それでは、続きまして25ページ、第３章でございます。 

 ここは計画の基本理念ということで、先ほど申し上げたもので、これを可児市の子育ての

基本理念と据えております。 

 次のページに、それがどういう体系の中で「つなぐ まなぶ かかわる」というものが、

それぞれの子供の間のライフステージに合わせて、それぞれの展開すべき事業がちりばめて

入れてございます。 

 第４章、28ページ、これは今回の保育の量と質の向上、そういったものプラス今申し上げ

たものの10の課題を、ここの中でそれぞれ公助・自助・共助という形で施策の展開を各項目

ごとに入れてあります。この今の部分につきましても、平成26年５月29日の委員会において

御説明させていただいているところでございます。 

 では32ページ、第５章、量の見込みと確保の内容に順次入ってまいります。 

 ここから後ろは14項目にわたりまして、国がこの14の項目についてニーズ調査から出てく

る統計的なデータをもとに、その必要量とそれから見込みを出すというものになっておりま

す。よって、保育園、幼稚園だとか、それから説明いたしました放課後児童クラブのニーズ

がどうで、これからどうするんだとか、子育ての相談する場所どうするんだとか、そういっ

た数値的にあらわせるものが順次出てまいりますので、説明をいたします。 

 32ページには、先ほど御説明しました幼稚園に行く子が、いわゆる家に保育できる人がい

て幼稚園に行かせている子が１号、それから保育に欠ける、要するに子供を預けないと仕事

に行けないというような人が２号、それは３歳以上で、３号が３歳未満と。この区分で保育

の量というのを算出し、それをどういうふうにしていくかというところを算出しております。 

 それでは、35ページをお開きください。 

 ここは、①教育事業（３歳～５歳）ということになっています。ここは先ほど言いました

１号認定の子になりますので、幼稚園とそれから認定こども園に通う３歳から５歳の子の対

象というところになります。 

 上の表が２つございますが、上の表は平成22年度から平成26年度の実績、下の表は平成27

年度から５年計画の平成31年度、Ａが量の見込み、Ｂがその量の見込みに対して確保の数と

いうのが表現しております。差し引きした数字が、足りているか足りていないかというのを
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表現している数字になります。 

 幼稚園につきましては、現行1,639人という形になっておりますが、定員充足率でいきま

すと75％なので、幼稚園は25％、定員に対して余裕があるというところでございます。それ

を見込みまして、Ａの量の見込みを見ていただきますと、平成31年度のＡの一番右側、

1,517人ということで、122人ニーズが減り、さらにニーズが減ってくるというところでござ

います。これは端的に、働く親がふえてくるのかなという数字でございます。 

 確保の内容といたしましては2,697人ということで、これは幼稚園が持ってみえる定員の

数が、現行あるものから多少動いた数字になって、なお1,180人ぐらいは余裕があるという

ところでございます。そこの考え方につきましては、下の箱の中に全て書いてございます。 

 36ページ、保育事業です。 

 ここは保育園及び認定こども園に通う３歳から５歳の園児が対象のことになります。現行

で平成26年度、837人おられます。この子たちが平成31年度になると865人なので、約22人ほ

ど見込みとしてはふえてくるというところです。ある意味では、ある程度保育園に行く子は

ふえてきていて、ふえた分というのは先ほど幼稚園で減った分がこちらにふえてくるのかな

というところですけど、少し人数的な差異が出てまいりますが、現行の定員の中で何とか入

るという数字になっております。 

 例えば定員、平成31年度ですと、865人の見込みに対して895人というような見込みになっ

ています。これにつきましては、なかなかニーズ調査等の開き等いろいろありました。そん

なことで、国のほうの指導によってその辺の数値補正をした上での数字ということになって

いますが、括弧の四角の確保の内容といたしましては、平成28年度に保育園２園、平成30年

度に幼稚園が１園、それぞれ認定こども園に移行するというところを想定しております。保

育園の認定こども園化というのは、既にゼロ歳、１歳、２歳の方が通園していますので、後

ほど説明する未満児のところでは余り効果がないですけど、幼稚園が認定こども園化される

と、ゼロ歳、１歳、２歳の預かりが始まりますので、そこのニーズの対応は可能になってく

るというところですけど、３歳以上については何とか対応が可能だろうというところでござ

います。 

 37ページ、ゼロ歳から２歳の保育事業です。 

 これは特定保育、先ほど説明しました特定保育施設と地域型保育施設なので、保育園と認

定こども園、それから小規模保育事業所、先ほど申し上げた６つのカテゴリーの小さなやつ

です。ここを対象としているものでございまして、現行ゼロ歳と１歳、２歳に区分をして集

計をしております。ゼロ歳が44人、１歳・２歳が384人、平成26年度ではいます。これが平

成31年度には、44人が137人、384人が413人ということで、非常にニーズ量がふえてまいり

ます。これに対してどのように対応していくのかというところが、非常に頭の痛いところで

す。数字的には、先ほど申し上げましたように、認定こども園化等によって辛うじてマイナ

スにならずに確保ができるという状況ですけど、平成29年ぐらいにはもう満杯になってしま

うというところでございます。表の下のところですね。ですが、平成30年に、先ほど言いま
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した私立の幼稚園が認定こども園に何とかなってもらえれば、そこで多少の余裕ができてく

るというところですけど、実質の数字的には非常にもっと厳しい状況にございます。 

 そういったことから、下の四角に少し書き込んでございます。それを少し読み上げさせて

いただきますが、まず下の四角の３段落目の特にというところから、読み上げをいたします。

特にゼロ歳児の増加が急増である。未満児の保育スペース及び保育士の確保が必要になりま

す。公共用地の無償貸付による民間保育園の誘致や拡充、それから小規模の地域型保育施設

の普及を進めていく必要があるということです。あと、定員上余裕があっても、保育士不足

により受け入れができないような状態にならないように、保育士の確保策を進めていきます。

あわせて、先ほど御説明しました子育て支援等の普及にも進めてまいりますというところを

書いてございます。最後に、国は幼稚園の認定こども園への移行を一層推進していくという

方針でいます。 

 ただ新聞報道等を見ていますと、どうしても経営的には認定こども園化するにはまだ少し

情報が足りないというところで、私立幼稚園がいわゆる施設型給付に入ってくる、認定こど

も園化には、可児市内の全幼稚園は今のところ見合わせをしておられます。これが、我々出

向いていろいろお願いはしておるところですけど、何とか平成30年には１園ぐらいは認定こ

ども園化していただきたいというような内容をお願いしているところですけど、恐らく国の

認定こども園への補助金の率がいいということがわかれば、恐らく私立の幼稚園は雪崩を打

って認定こども園になっていかれる可能性は高いと思います。これは、国のいわゆる公定価

格という補助金の出てくる額によって、やはり経営判断をされるところになってまいります

ので、我々としては何とか可児市の子供を預かってほしいという要請をし続けていくという

中で、平成30年に１幼稚園の認定こども園化というところを位置づけてございます。 

 次、38ページ、これは時間外保育とありますが、現行受けている保育園、延長保育の11時

間保育を超える部分ですので、例えば夜の６時半以降10時までとか、そういったものについ

ての利用者です。これは年の利用者が402人ということで、量の見込みは、ニーズ調査は346

人なので、十分今の体制で対応できるだろうというふうに考えております。ちなみに、ここ

はほとんどは可児さくら保育園です。東可児病院の南側にある可児さくら保育園が夜10時ま

での保育をやっておられるので、そういったところが時間外保育というところです。 

 続きまして、放課後児童健全育成事業です。 

 これが、先ほど条例で申し上げました可児市でいうキッズクラブの部分になります。全体

で現行の実績が710人です。これに夏の長期、夏休みだけと限ります、これに300人ほど追加

になりますが、基本的には長期で通年入っている方の人数が710人と。量の見込みとしまし

ては、そこに回答の方は長期と通年両方をイメージしながらやっておられますので、1,016

人という数字が出ていますが、平成31年度ですね。これは恐らく現行の夏休みの受け入れ等

も含めた数にすると似たような数字だというところですけど、高学年を中心に量の見込みを

ごらんいただきますと、385人という大きな数字が今後必要になってくると。ただし、あく

までも親の回答になりますので、６年生ぐらいになると行きたくないわという子もふえてく
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るので、これはマックスの数字として考えてもいいのかなあということで考えております。 

 あと40ページ以降は、各校区ごとに試算を加えておりますが、問題があって、ちょっと足

りなくなるなあというところだけ御説明しますと、40ページの今渡北小学校区です。こちら

現行106人既にいます。２つの教室があります。その中で、量の見込みとしては174人という

数字になっています。そうすると、70人ほど足りないという状況が出てしまいますが、ここ

の部分については、先ほど申し上げた高学年の子が本当に来るかどうかという部分がありま

す。それからあと、子供の人口動態の推計でいくと、今渡北小学校区は非常にミニ開発の戸

建て住宅の立地等が進んで、非常に小学校が窮屈になるというようなところもございますが、

ここについては、平成31年ぐらいまでには、必要であれば学校内の特別教室等、既存の施設

を改修してそれに対応していくというところでございます。 

 続きまして春里小学校区、45ページ、こちらも現行43人の利用者ですけど、量の見込みと

しては78人ということで、40人ほど多い見込みになっております。こちらは結構古い専用教

室なっておりまして、つくりが小さい教室です。ここは大体40人前後の規模の大きさになっ

ていますので、これを超えてくると、校舎のグラウンドの表側にあるプレハブにある１室を

お借りして夏休み等は対応していますので、こういったところで対応していきましょうとい

うところです。 

 横の旭小学校区につきましては、みずきケ丘のお子さんが非常に多かったですけど、ここ

が一段落をして減少に移るというところでございます。 

 桜ケ丘小学校区も春里小学校区とかと同じような状況ですが、余り教室を使って対応して

いきます。 

 それから、東明小学校区については、先ほど言いました春里小学校と同じでちょっと教室

が小さいので、このあふれた分をどういうふうに対応するかというところです。 

 続きまして、広見小学校区です。49ページ、こちらは現行113人の利用者です。これに対

して156人という数字が出ています。広見小学校は非常に大規模な小学校で、現行全く余裕

教室等、本当にないような状況になってきています。あわせて非常に利用率が高い小学校に

なっていますので、ここについてはどうするかというところです。キッズクラブの専用教室

が、校舎とキッズクラブの間に体育館があるというような状況になっているので、この分に

ついては、現行の第１、第２にくっついたような形で増設なり新設というのを、その付近に

管理運営上、つくる必要があるかなというところで考えておるところです。 

 あと、50ページが兼山小学校区です。これが先ほど御説明したとおり、今のところ小規模

ではありますが、ニーズとしては11人の方がキッズクラブに入室をさせたいという御意向が

あるので、今回の条例改正によってここを対応したいというところでございます。 

 あと、51ページには先ほど冨田委員がおっしゃられました放課後子ども総合プランという

もので、放課後児童クラブと放課後子ども教室、これを一体化していこうという計画を立て

ています。 

 52ページ、③のショートステイ、これは親が病気等でどうしても子供を養育できないとい



－５６－ 

うときに、一時的に可児市と委託をしている市内・市外の施設に預け入れをするというもの

でございます。御利用は、平成26年度はなぜかゼロ件でしたが、24年の42件が今のところ最

高の数字になっていますので、これを当てています。アンケートの結果のニーズはゼロとい

うことですが、現状で対応ができます。 

 次のページは、地域子育て支援拠点事業、これは広見保育園とすみれ楽園で常設型の子育

て相談等をするサロンをやっていただいています。この人数等をずっと入れていきますと、

十分足りるというところです。ちょっと数字が大きな数字になっていますが、これは民生委

員がやっていただいている子育てサロンだとか、児童センターでやっている子育てサロン等

を確保の数字に入れているので、大きな数字になっております。 

 あと54ページ、一時預かりにつきましては、現行幼稚園が午後３時、２時ぐらいに終わっ

て、幼稚園の後、親が迎えに来る午後６時ぐらいまでの間、預かりをやっていただいている

ものがあります。そういったものを一時預かりとしたらどのようになっていくかというとこ

ろを推計しておりまして、これにつきましても、現行一番下の確保の見込みのところでゼロ、

ゼロ、ゼロということで、現行のもので何とか対応がしていけるだろうかというふうに考え

ているところです。それよりも、できれば幼稚園については、認定こども園化を推し進めて

いきたいというふうに考えております。 

 次、55ページ、６番、病児・病後児保育事業でございます。 

 こちらは、ことしの夏に委員会でちょっと視察をしていただきました東可児病院の横の可

児さくら保育園が、病児・病後児保育をやっていただいています。感染症等いろいろなハー

ドルはありますけど、ある意味でこういったところを受け入れていただけるという意味で、

年間の御利用が現行では120という数字になっております。量の見込みが876ということで大

きな数字になっています。これはここの数字の乖離というのは、インフルエンザが学校では

やった場合、可児さくら保育園で受け入れいていただける人数は３人です。しかも、感染症

の場合はちょっと問題があるということで、落ちつくまでは受け入れができないということ

でいろいろな状況がありまして、ここを100％ニーズにお応えすることができないというと

ころです。なので、ここについては地域的なバランスだとか、現行ある医療機関にお願いを

しながら、病児・病後児をやっていただけるようなところを少しでもふやしていくという方

向で考えております。 

 あと、56ページはファミリー・サポート・センター、これは一時的に子供を預かるという

ものでございます。 

 年間の延べ利用者が、平成26年度で大体500人ぐらいということです。ニーズ結果として

は1,315人ということで、ここの確保の内容としては、現行見えるサポーターで対応は可能

になっていますが、休眠状態の方とかがあるので、そういった方をもう一回活用したり、サ

ポート会員をもっとふやしていくということで多様なニーズに対応できる部分、困ったとい

うときに一対一で対応できるファミリーサポート事業というのも重要な事業として捉えてお

ります。 
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 ８番、９番につきましては、妊婦健診とそれから乳児家庭全戸訪問等、現行やっている数

字です。率としては96％で、多少の事情があって訪問できない等ありますけど、これを少し

でも100％に近づけていきたいと考えます。 

 それから、10番の療育支援訪問事業は実施をしないので、ゼロということです。 

 あと、利用者支援事業とかにつきましては、保育士とかそういった専門家が非常に細かな

サービスをするというものですけど、これについては、可児市としてはちょっと事業として

やる方向は難しいだろうというふうに考えています。 

 最後ですけど、60ページ以降に５点、60、61ページに今後の確保対策ということで、認定

こども園を普及していこう。それから、質の高い幼児の教育・保育をどうするか。それから、

子育て支援拠点をどうするか。幼保小連携の取り組みを推進していこう。あと、財政負担的

にはどうするかというところで、平成24年３月に可児市就学前の子どもに関する保育、教育

等協議会というようなところでは、就学前の子供の保育・教育についてはいろいろなニーズ

を用意する必要があると。でも、財政負担的にはいろいろな財政負担が出てくると。そうい

ったところは、財政負担を軽減するという意味では色々な手法がありますねというところが

書いてありましたので、こういった部分も各委員会等でありましたので、財政負担のあり方

として付しております。 

 あと、第６章は推進体制ということで、子ども子育て会議は必置の会議でございまして、

この進捗状況を100％にするために今後も実施をしてまいります。 

 あとは、庁内の推進体制、地域の体制、それから家庭・地域・事業所の役割を４つにわた

って記してございます。 

 以上、ちょっと走って説明しましたが、以上です。 

○委員長（野呂和久君） この件に関しまして質疑を行います。 

○委員（冨田牧子君） 53ページと、それから59ページのところに、駅前の子育ての拠点施設

に触れている部分があるわけですけど、いまだにこういうことが決まっていないのでしょう

か。そこでどういう子育ての、何かこの前私が一般質問したときはノウハウを発信するとか、

そうやって市長が言われましたよね。だったら当然こういうものがここに来るとか、そうい

うことって決まっていないわけですか。この書き方見ると、課題であると書いてあるだけで、

でももう目前のことですよね。この子育て支援拠点事業、どこで行うかとか、そこでやるか

とか、何でこういうふうなのかしらと思ったんですけど、私としては。 

○こども課長（高井美樹君） 例えば59ページの利用者支援事業、これちょっと説明不足でご

ざいまして、済みません。先ほど、ちょっと訂正させていただきまして、ここの利用者支援

事業というのは、横浜モデルで言われたのは保育コンシェルジュという方、保育に関するい

ろいろなアドバイスをする方を配置していきたいというのを平成27年に１カ所、平成30年に

もう１カ所ふやすということで、この平成30年の１カ所ふえるのが、ここの59ページの下段

の２行に書いてございます子育て支援拠点の中に利用者支援事業、そういった専門家を配置

するというようなことをここに記載してございます。 
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 あと、53ページのここには駅前のことは、記載はありますね。市長が答弁しました子育て

の中核というか先導をとると。それは、そういった人材も含めて置くし、そういった人材を

置くということは、こういう支援拠点事業ということでいろいろな相談窓口をそこに設置す

るというのは、当然一緒に動いていくというふうに御理解いただければ、当然今検討してい

る中にその考え方は入っていますと。その面積をどうするかというのは、今基本設計を今年

度やられる中に入っていくというようなものになってくると。当然そういった専門家を置け

ば、相談を受けるというのは事業として当然の事業になってまいりますので、そこに入って

いるという御理解でよろしいかと思います。 

○委員長（野呂和久君） 他にございませんか。 

○委員（酒井正司君） 63ページの２番に、タイトルで家庭・地域・事業所等の役割というの

がありますよね。ここに３つあって、中身に入ると、１、２、３、４とある。４の行政がタ

イトルが抜けているんですね。これは大体、一般論で言いますけど、行政はプランをつくる

のは上手なんですよ。ただつくるのが上手なだけで、あとはきっちりと検証するかとか、あ

るいはさらにＰＤＣＡサイクルをきちっと確立するということはかなり苦手。企業はここが

物すごい上手。私は、できればこの行政というのは第７章にして、検証方法であったり体制

をどうするかと、いわゆる次につなげる連続性のある、子育てというのは永久的な事業じゃ

ないですか。そういう意味からいって、少なくとも２番のタイトルは間違い。４番まである

んだから、それは最低限直していただきたい。でなかったら、７章にしっかりとＰＤＣＡ、

Ｐはこれでいいですよ。ＤＣＡをきっちりと体系づけたものをやるのが完璧な計画であろう

と思います。これは意見です。以上です。 

○委員長（野呂和久君） 他にございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは、この件に関しましては以上で終了いたします。 

 続いて、可児市介護保険条例の一部改正を議題とします。 

 執行部の説明を求めます。 

○高齢福祉課長（宮崎卓也君） ３月議会に上程予定の可児市介護保険条例の改正についての

説明です。 

 資料ナンバー４－１の１ページ目をごらんください。 

 まず条例改正の趣旨ですが、３年に１度の介護保険料の改定と介護保険法改正に伴う改正

でございます。 

 改正の内容としては、大きくは２項目ございます。１項目めは、介護保険料の改定でござ

います。まず介護保険料の段階の設定についてでございますが、次のページの介護保険料の

段階設定（案）をごらんください。 

 表の左側が現行でございます。右側が改定後でございます。本市の保険料率については縦

に黒い網かけがしてございますが、本市においては、現行13段階を17段階へと多段階化する

予定でございます。これは国の制度改正にのっとるものでもございますし、国の設定する標
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準９段階よりさらに細分化するものでございます。これは、所得に応じたより公平な金額設

定とするためのものでございまして、特に合計所得金額が200万円以上の方については、国

の標準ではおおむね200万円区切りのところを、本市では約100万円区切りという段階設定に

しております。 

 また、国の制度改正に基づきまして、新しい第１段階から第３段階の低所得者の方の保険

料について、これは一般財源による軽減措置を行います。ただ軽減率については、それを定

める政令がいまだに制定されていないということもございまして、その中で現在示されてい

る案でございますが、新しい第１段階で20％の軽減、第２段階で25％、第３段階で５％の軽

減率という案を示されております。ただ、この軽減率の設定についてはいまだ不透明な部分

もございまして、その条件によっては、今後議会上程までに、この表の中に示してございま

す第１段階から第３段階までの保険料率の案を変更する必要が出てくる可能性もございます

ので、ちょっとまだ流動的であるということを御承知おきください。 

 それから、保険料の額につきましては現在計算中でございます。これも上程までに当然決

めることでございますが、今は計算中でございます。きょうのニュースにもございましたけ

ど、国のほう、介護報酬を引き下げてということを政府の方針でということを言っていまし

たけど、まだそういう段階でございまして、正確な計算ができないような状況でございます。 

 それからもう一つは、介護保険料の額に影響するものとしまして、今回の制度改正によっ

て第１号被保険者の保険料負担率、今は21％が第１号被保険者の保険料負担率なんですけど、

これは22％へ改定されます。これはつい先日、金曜日ぐらいにたしか決まったと思いますが、

１％上がります。高齢者の割合とかそういうものを勘案してということでございますが、

１％上がります。 

 それから、これらを勘案しまして、現時点での試算額を参考までにお示しします。まだあ

くまでも参考ということでお願いします。表中、網かけの部分、横の網かけですね。標準段

階、現行では第４段階になっています。改定案では新しい第５段階になりますが、現行では、

標準の保険料額が毎月4,900円です。この５万8,800円を12で割っていただくと4,900円にな

ると思いますけど、4,900円です。それから、改定後については月5,300円程度と今試算して

おります。いずれにしても、まだこの点について国のほうの制度も決まってきてからの話に

なりますので、ちょっと流動的なところがございます。ただ、おおむね5,300円を上回るこ

とはないんじゃないかなというふうで今試算しております。 

 それから、この資料の１ページ目に戻っていただきまして、改正内容の２項目めです。 

 ２項目めは、先ほどちょっと冨田委員のほうからもお話が出ました。新しい地域支援事業

の実施開始までの猶予期限を規定するというものでございます。これは、介護保険制度改正

による予防給付と地域支援事業の見直しに伴う改正で、５ページ目の参考図表をちょっとご

らんください。ここには介護保険の主な事業、新旧で対照してありまして、左が現在で右が

新しい事業ということになります。一番上の介護給付は、要介護１から５の方の介護給付は

そのまま移行と、現在と同様ということですが、その下の介護予防給付につきましては、訪
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問介護と通所介護以外はそのまま介護予防給付として取り扱いがされるんですけれども、訪

問介護と通所介護の利用に関しては、この介護予防給付が地域支援事業のほうへ移行されま

す。地域支援事業の中では、介護予防・日常生活支援総合事業と言われている事業のほうへ

移行されるというような財源移行をされるということになります。 

 実はここの四角、小さい字で申しわけないですけど、四角に書いてあります平成29年４月

１日までに実は移行しなければならないということになっております。猶予期間はあるんで

すけれども、いずれにしても平成29年４月１日までに移行しなければならないということに

なっています。 

 また、その介護予防給付の下、地域支援事業の中の介護予防事業については、今の介護予

防・日常生活支援総合事業のほうに統合されます。 

 それからもう一つ下、包括的支援事業ですが、新たに３つの事業を充実させなさいという

ことになっておりまして、その３つの事業というのは、括弧でくくってあります在宅医療・

介護連携の強化の事業と、認知症施策の推進の事業、それから生活支援サービスの体制整備

の事業、３つの事業でございます。これらの事業については、平成30年４月１日までに実施

開始しなければならないということになっています。 

 また１ページ目に戻っていただきまして、どうなるかという図になりますが、今回の介護

保険法改正において、これらの事業について平成27年度から実施が困難な場合、実施ができ

ない場合は、市町村の条例で、各事業それぞれについて実施開始までの猶予期限を定めなさ

いというような決まりになっております。じゃあ本市ではどういたしましょうというところ

で、まず介護予防・日常生活支援総合事業への移行につきましては、これは準備期間がどう

しても必要になりますので、事業開始は平成28年４月１日からということを今予定しており

ます。ですから、猶予期限ということで言えば、平成28年３月31日というふうな規定になる

予定です。 

 それから、地域支援事業の３事業、在宅医療・介護連携の強化、生活支援体制の整備、そ

れから認知症施策の推進につきましては、これは事業の内容の一部分でも取りかかれば開始

と認められるということですので、そもそもこういったことは必要なことだと考えられます

ので、平成27年度からの実施は可能であるかなというふうに考えております。したがいまし

て、この地域包括支援事業の３事業につきましては、猶予期限の設定の必要がなく、条例の

規定は不要というふうで予定しております。ただ、この猶予期限の規定につきましては、当

然時限的なものでございますので、条例の本則中ではなくて、附則中に規定していくという

予定でございます。 

 あと、この条例の施行日でございますが、平成27年４月１日というのを予定しております。

以上です。 

○委員長（野呂和久君） この件に関して質疑を行います。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは、この件に関しましては以上で終了いたします。 
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 続いて、第６期可児市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画に係るパブリックコメントの

実施についてを議題とします。 

 執行部の説明を求めます。 

○高齢福祉課長（宮崎卓也君） それでは、引き続きまして御説明いたします。 

 第６期可児市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画に係るパブリックコメントの実施につ

いてです。 

 パブリックコメントを行う計画案につきましては、資料４－２のとおりでございます。 

 その内容を説明いたします。計画案そのものが分厚いものですので、資料４－１の３ペー

ジをごらんください。 

 ここに、今回のパブリックコメントの実施についての計画内容の説明等を載せさせていた

だきました。まず１項目めの計画策定の概要でございます。第６期の計画期間は、平成27年

度から平成29年度までの３年間です。この計画の根拠となる法令につきましては、介護保険

法と老人福祉法の２つの法律、それぞれの法律におきまして、それぞれの計画を一体のもの

として作成しなさいということになっております。 

 次に、これまでの検討経過でございますが、昨年度に高齢者の生活に関するアンケート調

査というものを実施しまして、計画の基礎となる実態やニーズというのを調査いたしました。

今年度に入りまして、平成26年６月にいよいよ改正の介護保険法が制定されたわけですけれ

ども、平成26年８月上旬にようやく厚生労働省・県が実施する説明会が開催されたというと

ころで、その辺から正確な内容がわかるようになってきたというところです。 

 平成26年８月中旬に、第６期の前の第５期の計画の実施状況や、第６期計画への反映内容

を関係課にヒアリングを行いました。 

 平成26年９月に入りまして、介護保険事業者への施設整備意向調査を行いまして、サービ

スを供給する側の状況を把握しました。 

 それから平成26年10月以降は、高齢者施策等運営協議会を３回実施しまして、本計画案を

策定してまいりました。 

 この資料の２項目めの計画策定に当たっての背景・課題ですが、１つには皆さん御存じの

少子・高齢化という社会問題、団塊の世代の方のほとんどが75歳以上となる2025年問題と言

われている問題ですが、その2025年に向かいまして、特に現在、可児市では前期高齢者の数、

ボリュームが大きい状況でございます。ですから、可児市においては、10年後には後期高齢

者の数が大幅に増加するということが予想されます。そうなれば、当然要介護認定者の絶対

数というのは増加してきまして、介護給付は急激にふえてくるというふうに考えられます。

これによりまして、介護保険料など市民の方の介護に係る負担とか、あるいは財政負担もま

すます増加してくるということが１点目。 

 それから、２つ目の課題は住民のニーズです。平成25年度実施のアンケート調査において、

一般高齢者の方の60％、それから在宅サービス利用者、今在宅サービスを利用してみえる方

の73％の方が今後も在宅で生活していきたいというふうに回答しておられまして、介護を受
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ける方の在宅志向というのはやっぱりございます。 

 あと、もう一つは国の制度改正でございますが、先ほど介護保険条例の方で少し説明いた

しました予防給付地域支援事業の見直しとか、これは皆さん御存じだと思います、特別養護

老人ホーム入所要件を原則要介護３以上に重点化するとかいった国のほうの在宅介護に重点

を置いた制度設計、そういったものも影響しております。これらの背景・課題から、在宅介

護ということの必要性が今後ますます高まっていくというふうに考えられます。そこで、こ

の在宅介護の環境整備のためには地域包括ケアシステム、Ｋ－ケアシステムの構築が重要と

なってくるということでございます。 

 次に４ページ目です。３項目めのこの計画のポイントでございます。これにつきましては

資料４－２、計画書の35ページをごらんください。 

 ここには、地域包括ケアシステムのイメージ図を掲載しております。今回の計画のメーン

テーマとして、地域包括ケアシステムの構築をここに位置づけております。高齢者が住みな

れた地域でいつまでも安心して暮らし続けることのできる地域の実現のためには、この地域

包括ケアシステムというのが重要でありまして、その構築に向けた取り組みとして、ここで

はその取り組みのポイントとして３ポイントを掲げてあります。 

 第６期計画期間中に重点的に行うことということで、１つは地域の生活支援と介護予防活

動の充実ということで、これらの活動を広げていくための取り組み支援を行っていくという

こと。 

 それから、２つ目は在宅医療の充実。これにつきましては、医師会へ働きかけて在宅医療

の充実とか介護との連携を図っていくということです。 

 それから３つ目は、このイメージ図に示してありますが、Ｋ－ケアシステムの３つの基本

構成要素であります地域と医療と介護、これらをしっかりと連携させるということでござい

ます。地域ケア会議などの地域の他職種連携会議の実施とか、それをつなげるその中心とな

る地域包括支援センターの機能強化などを行っていく必要がありますということでございま

す。 

 次に、資料の４－１に戻りまして、４項目め、本事業計画の基本目標と主な計画内容につ

いてです。これにつきましては、３つの基本目標を掲げてございまして、この資料でいいま

すところの４項目めの①、②、③でございます。 

 １つが、地域の特性に応じて、地域内で支え合い助け合いができる地域づくりということ

で共助、それから、いつまでも健康で生きがいを持って暮らせる地域づくりということで自

助、支援が必要な方に過不足ない適切なサービスが提供できるまちづくりということで公助

という３点を基本目標として掲げてございます。 

 具体的な計画の内容については、資料４－２の計画書の40ページ以降に掲載してあります。

それをごらんください。 

 この40ページ以降ですが、特に重点項目とするものについて太字で示してあります。ちょ

っと印刷の都合で見にくくなっておりますが、実際の計画書はもうちょっと見やすくするつ
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もりですが、重点項目として太字で示してあります。先ほど説明した基本目標１につきまし

ては、これは左側にナンバーがふってありますので、それでごらんいただきますと、まずナ

ンバー２と３と、それから８、それから42ページの10でございます。これらにつきましては、

２は地域支え合い活動の運営支援と啓発、３は地域支え合い活動の立ち上げ支援、８は自治

会施設や個人宅を支え合い活動の拠点とするための支援、それから10は高齢者を見守る体制

づくりということを掲げてあります。これらのＫ－ケアシステムの基本構成要素の一つであ

ります地域におけるそういった支え合い活動がしっかり活性化していくように、その必要性

についての啓発とか運営の支援、あるいは立ち上げ時の一時経費とか拠点整備に係る支援を

行っていくという趣旨のものでございます。 

 また43ページのほう、16です。生活支援コーディネーターの設置ということで、この生活

支援コーディネーターを設置しまして、地域ごとのニーズ把握とか地域の支え合い活動の発

掘・要請などを行っていただきまして、地域におけるサービス提供体制の確保などを図って

いくというものでございます。 

 それから、44ページからは基本目標Ⅱでございます。基本目標Ⅱについては、45ページの

26番、健康づくりの拠点整備として、ここには可児駅前の拠点施設の整備というのを１つ上

げております。 

 それから、27は介護予防のための可児市独自の健康体操を考案して、地域住民への普及促

進に努めるというようなことです。 

 それから、47ページからは基本目標Ⅲでございます。基本目標Ⅲについては、まず37．地

域ケア会議の充実ということで、これは他職種連携のための会議でございますが、そういっ

た地域ケア会議の充実によりまして、地域全体の共通認識のもとで介護ケアしていくことが

できる体制づくりを推進していくということです。 

 それから、55ページまで飛びます。43、44は、これもちょっと先ほどから出ております介

護予防・日常生活支援の総合事業についてのことを書いてございます。介護保険制度改正に

対応するために、この介護予防・日常生活支援総合事業の実施について、ここにどう取り組

むかということを掲載したものでございます。 

 それから57ページの51でございますが、ここには在宅医療と介護の連携推進ということで、

ここはちょっとボリューム増になっていますけれども、◆マークが５つほどございますが、

その３つ目にモデル地区における地域包括ケアシステムの実施検証を位置づけております。 

 また、58ページの52．認知症施策の推進、これも国が示す地域包括支援事業の重要施策の

一つなんですけれども、認知症施策の推進といたしまして、認知症の方やその家族が地域で

安心して暮らしていけるように認知症地域支援推進員を設置するとか、認知症サポーター、

今現在も実施しております認知症サポーター養成講座を開催していくとか、そういったとこ

ろの実施についてが計画してございます。 

 また最初の資料の４－１の４ページですが、５番、介護保険料の設定、この計画において

も介護保険料のほうを掲載する予定でございますが、この説明につきましてはさきに介護保
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険条例の改正のところで御説明しましたので省略します。 

 それから６番、今後の予定でございます。パブリックコメント、来年、平成27年１月９日

から30日に行います。これを経まして、平成27年２月に第４回の高齢者施策等運営協議会を

開催いたしまして、先ほどの介護保険条例を平成27年３月議会に上程させていただくという

予定です。議決後にこの計画を決定していくというところでございます。以上です。 

○委員長（野呂和久君） この件に関しまして質疑を行います。 

○委員（冨田牧子君） 35ページに、Ｋ－ケアシステムということで、Ｋの字に合わせてイメ

ージがあるんですけど、実はこのもっと前に図があって、可児市地域包括支援システムはこ

ういうふうだというのが去年ぐらいに見たと思うんですけど、あの図のほうがよっぽどわか

りやすかった。こんなＫの字に合わせてこうなりますよというのは、一体誰に対してこれを

説明しているのか。これをパブリックコメントにかけると言われるので、これではもう本当

にせっかく中身いろいろ考えても、もっとビジュアルにわからないと言葉も難しいし、誰も

きっとパブリックコメントを出してくれないというふうに私は思うんですけど、もっともっ

と本当に、パブリックコメントを出すので、わかりやすい、そういうことってできませんか。

用語も難しいし、障がい者計画もそうだけど、用語の説明もないし、それは後でパブリック

コメントのときにはつけますというふうに聞きましたけど。本当に皆さんにこの計画をわか

ってほしくて御意見いただきたいと思っておるのか、私はすごく疑問に思うんですけど、全

くこの中だけの説明のためのあれだと思うので、もっとわかりやすく、図で見てああなるほ

どこういうことが可児市地域包括ケアシステムなんだなとわかるように、何かそういう図も

入れていただかないと、字ばっかりで本当にわかりません。以上。 

○委員長（野呂和久君） 御意見ということで。 

 他にございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは、この件に関しましては以上で終了いたします。 

 続いて、可児市民の歯と口腔の健康づくり推進条例の制定を議題とします。 

 執行部の説明を求めます。 

○健康増進課長（井藤裕司君） よろしくお願いします。 

 可児市民の歯と口腔の健康づくり推進条例（案）の制定についてということで、健康増進

課でございます。 

 私のほうからは、この可児市民の歯と口腔の健康づくり推進条例の制定に向けたパブリッ

クコメントの実施について御報告をさせていただきます。 

 委員会資料の５をごらんください。 

 この第１条にもありますように、歯科口腔保健の推進に関する法律というのが平成23年に

制定されております。また岐阜県では、既に平成22年に岐阜県民の歯・口腔の健康づくり条

例が制定され、県内他の自治体でも条例が制定されてきております。 

 可児市におきましては、歯科保健の取り組みとして妊婦歯科健診や幼稚園・保育園への巡
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回歯磨き教室、それから歯周病健診などを実施してきておりまして、また、80歳までに20本

の歯を保つことを目標にした８０２０運動を推進してきております。さらに、平成26年３月

に作成しました第２期の健康増進計画においては、妊娠・出産期から高齢期までの各ライフ

ステージごとに歯の健康について市民、地域、行政の取り組みをわかりやすく整理して、具

体的な取り組みを啓発しているところでございます。 

 このような状況の中で、歯科医師会からは、歯と口腔の健康が全身の健康を保持・増進す

る上で重要な役割を果たしていることの認識に立って、基本理念や市の責務、市民の責務、

保健医療関係者等の責務や、市の基本的施策の実施を定めた歯と口腔の健康づくり推進条例

を何とか制定することができないかというふうで強く要望をいただいてきました。可児市と

しましても、市民の生涯にわたる健康の保持・増進を目的として、歯と口腔の健康づくりの

推進に関する施策を着実に実施していくためには条例化が必要であると考え、歯科医師会等、

関係者とも協議をしながら検討を進めてまいりました。 

 その結果、資料５のとおり、可児市民の歯と口腔の健康づくり推進条例案を作成しました

ので、これによりパブリックコメントを実施し、３月の議会において条例案を上程させてい

ただきたいというふうに考えておりますので、どうかよろしくお願いいたします。以上でご

ざいます。 

○委員長（野呂和久君） この件に関して質疑を行います。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは、この件に関しましては以上で終了いたします。 

 続いて、可児市障がい者計画に係るパブリックコメントの実施についてを議題とします。 

 執行部の説明を求めます。 

○健康福祉部次長（安藤千秋君） 資料６－１の計画素案・概要をごらんください。 

 第４期可児市障がい者計画のパブリックコメントを実施しますので、その計画の内容につ

いて御説明いたします。 

 計画の位置づけですが、この計画は、障害者基本法と障害者総合支援法に基づく２つの計

画を１つの計画書として策定しております。計画の内容は、障がい者施策の基本的な考え方、

各課の障がい者を対象にした事業、障がい福祉サービスの見込み量などを掲載しております。

前回の計画から、国の法整備に合わせて計画の見直しを行っております。 

 資料の６－２の計画書の２ページをごらんください。 

 下段に前回の計画策定後の法整備の動きを載せております。国は、平成26年１月20日に障

害者権利条約を批准しております。一番下段に載っている内容ですが、日本は障がい者対策

がおくれていたということで、批准に向けて国内法の整備を順次行ってきております。以前

の障害者自立支援法は、原則１割の応益負担であったことなど評判がよくなかったというこ

とで、新しく障害者総合支援法という法律を制定し、共生社会の実現を目指すこととしてお

ります。 

 障害者虐待防止法は、擁護者による虐待、障がい者施設従事者による虐待、あるいは会社
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等の使用者による虐待などの防止をするために、虐待を発見したときの通報義務について定

められております。 

 障害者雇用促進法の一部改正では、法定雇用率の算定基準の見直しなどがされております。 

 障害者差別解消法では、差別的取り扱いの禁止と人権被害の救済、合理的配慮の不提供の

禁止などについて規定されております。国・地方公共団体は、法的義務として、それぞれの

禁止について取り組むこととなっております。千葉県の障がい者施設での虐待事件等が発生

したこともあって、障がい者の虐待防止と障がい者の合理的配慮が課題となっております。 

 資料の６－１に戻ってください。 

 計画の期間ですが、３年間としております。計画の対象は、以前からの３障がいと発達障

がいのある人と、法の改正により新たに加えられた難病患者となっております。基本理念は、

第３期の計画を継承しております。基本目標及び施策の体系につきましても、第３期の計画

を継承しております。８つ目の基本目標の権利を守り、ともに生きる社会をつくりますにつ

いては、障がい者に関する法整備を踏まえて、障がい者の権利擁護や差別解消、共生社会の

実現などを図るために、新規の基本目標として追加しております。 

 次に、重点を置く取り組みについてですが、４項目について定めております。障がいのあ

る人の地域での生活支援の充実については、障がい者施設からの退所や精神病院からの退院

を促進し、自宅、グループホームで生活できるようにするために地域生活支援拠点を整備す

ることとしております。 

 障がいのある人の就労支援の充実については、一般就労、福祉的就労の場を確保するため

に、瀬田の教職員住宅跡地、市民センター跡地に障がい者施設を誘致することとしておりま

す。 

 次に、障がいのある子供への総合的な支援の充実ですが、子育て世代の安心づくりと児童

発達支援事業所の充実や、障がいのある子供が保育園や幼稚園に入りやすい環境づくりを進

めることとしております。 

 次の医療的なケアが必要な人への支援体制の強化については、新規の重点事業としており

ます。障がい福祉サービスの対象者に難病患者が位置づけられたことにより、新規の重点事

業としております。重度障がい者の医療的なケアに対応できるサービスが不足しております

ので、医療機関等に医療的サービスの実施について働きかけていきたいと考えております。 

 次に、本計画からの新規事業について御説明いたします。 

 障がい者に対するマークの普及については、特に耳マーク、ほじょ犬マーク、ハート・プ

ラスマークの普及に努めることとしております。聴覚障がい者や身体内部に障がいのある人

は、見た目から健常者と思われてしまいますので、マークの普及により理解と協力を図りた

いと考えております。 

 次に、地域生活支援拠点の整備については、計画書の25ページにイメージ図を載せており

ますので、25ページをごらんください。 

 地域で生活できるように、コーディネーター、グループホーム、ショートステイ、生活介
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護などを１つの建物の中で拠点施設として整備する方法と、面的に整備する方法が想定され

ております。地域生活支援拠点については、広域で整備するのか市単独で整備するのかにつ

きましては、今後検討して決めたいと考えております。 

 もとの資料に戻っていただきたいと思いますが、次に専門発達相談につきましては、それ

ぞれの課において専門家による専門相談を実施し支援するという内容でございます。 

 高校生の支援は、可茂特別支援学校などの高校生に対して、特に就労支援を実施したいと

考えております。 

 職場定着に向けた支援については、多治見市の障がい者就業・生活支援センター、ハロー

ワーク等と連携を図って、就職後の支援を行うこととしております。 

 合理的配慮への体制整備については、国が今後具体的な方針、マニュアル等を作成します

ので、そういった動向を踏まえた対応をしたいと考えております。 

 障がい福祉計画の成果目標は、国の指針に基づいて３つの成果目標を掲載しております。 

 福祉施設の入所者については、４人を減らす計画にしております。地域生活支援拠点等に

ついては、市内または中濃圏域で１カ所としております。福祉施設から一般就労への移行に

ついては、それぞれ国の示す基準を目標にしております。 

 計画の推進に当たっては、自立支援協議会を中心に評価・改善を行うこととしております。 

 それから、計画書の中で下線をつけた部分がございますが、第３期の計画から変更・追加

した部分ということで表示しております。先ほど言葉の注釈がないということで指摘もござ

いましたので、パブリックコメントをする場合は、注釈をつけてパブリックコメントを実施

したいと考えております。 

 それから、先ほど障がい者施設の誘致の関係で御説明したときに「共同生活介護」という

言葉を使いましたが、ことしの４月から「共同生活援助」という言葉に変わっておりますの

で、正しい名称に訂正させていただきたいと思います。よろしくお願いします。以上です。 

○委員長（野呂和久君） この件に関しまして質疑を行います。 

〔挙手する者なし〕 

 発言もないようですので、以上でこの件に関しましては終了いたします。 

 ここで３時50分まで休憩といたします。 

休憩 午後３時37分  

─────────────────────────────────────―― 

再開 午後３時48分  

○委員長（野呂和久君） 休憩前に引き続き会議を再開いたします。 

○健康福祉部次長（安藤千秋君） 先ほどの障がい者計画のところで、パブリックコメントの

期間について御説明いたしませんでしたので、改めて報告させていただきます。 

 パブリックコメントの期間は、来年、平成27年１月19日から２月９日まで実施するという

予定でございます。以上です。 

○委員長（野呂和久君） それでは次に、可児市教育に関する事務の説明を求めるところでし
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たが、順番を変更させていただきまして、社会福祉協議会の法人後見事業についてを議題と

いたします。 

 執行部の説明を求めます。 

○健康福祉部次長（安藤千秋君） 社会福祉協議会の法人後見事業について、御報告いたしま

す。 

 福祉課では、平成26年度の社会福祉協議会への新規補助金として成年後見事業補助金を交

付いたしました。社会福祉協議会では、この補助金を活用して平成26年10月１日から法人後

見事業を実施しておりますので、御報告いたします。 

 受任対象者は、親族がいないなどの理由により首長申し立てを行う方で、ほかに適切な成

年後見人が得られない方を対象にしております。平成26年11月15日号の社会福祉協議会の広

報紙「こころん」に記載して啓発されております。現在、まだ成年後見人としての具体的な

仕事は行っておりません。成年後見制度の利用が必要と思われる案件が発生したり相談があ

った場合は、福祉課、高齢福祉課、社会福祉協議会へ御連絡いただくとありがたいと思って

おります。関係者によりまして、ケース検討会議を開催し、法人後見が必要かどうかを含め

た検討をさせていただこうと思っております。 

 以上、法人後見の開始についての御報告とさせていただきます。 

○委員長（野呂和久君） この件に関しまして質疑を行います。 

〔挙手する者なし〕 

 発言もないようですので、この件に関しましては以上で終了いたします。 

 健康福祉部長と健康福祉部次長は退出していただいて結構でございます。ありがとうござ

いました。 

 続いて、可児市教育に関する事務の職務権限の特例を定める条例の一部改正を議題としま

す。 

 執行部の説明を求めます。 

○教育総務課長（渡辺達也君） それでは、資料番号７をごらんください。 

 ここにございます条例の一覧、これは、地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正

に伴いまして、当市の改正が必要となる条例でございます。 

 この条例の改正ということでございますが、今回の法改正の内容でございますけど、さき

の平成26年９月議会のこの委員会で御説明いたしました教育委員会制度の改革に伴う御説明

のとおりでございますが、この中の教育委員長と教育長を一本化した新しい教育長、新教育

長の設置に伴い、改正が必要となる条例が主なものでございます。 

 そのうちのこの資料の①から⑤までの条例につきましては、新教育長の給与や旅費などに

関するもののため、担当は秘書課となりますので、先週の総務企画委員会で報告をさせてい

ただいたとおりでございます。 

 そこで本委員会の所管のものにつきましては、教育総務課が担当いたします⑥可児市教育

に関する事務の職務権限の特例を定める条例の改正でございますが、これは今回の法改正に
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よりまして、条例中で引用している当該法律の引用条文の条ずれによるものでございます。

以上です。 

○委員長（野呂和久君） この件に関しまして質疑を行います。 

〔挙手する者なし〕 

 発言もないようですので、この件に関しましては以上で終了いたします。 

 続きまして、報告事項、小・中学校のエアコン運用についてを議題とします。 

 執行部の説明を求めます。 

○教育総務課長（渡辺達也君） 小・中学校のエアコン運用についてでございますが、まずも

って今年度の市内中学校全校のエアコン設置事業につきましては、平成26年６月の予算補正

では何かと議会の皆様にもいろいろ御心配やらお手を煩わせまして、改めておわびを申し上

げますとともに感謝させていただきたいと思います。おかげさまで、おおむね順調な工程で

工事も完了いたしまして、今月８日には運転開始となりました。 

 そこで、資料８の小・中学校のエアコンの運用指針というものがございます。これを報告

させていただくものでございますが、ごらんのとおり暫定版と付記されております。この趣

旨は、この資料の１ページの末尾の④に記載のとおり、平成26年度につきましては、暖房使

用に伴う、冬季の暖房使用でございますが、これに伴いますランニングコストとか、デマン

ド値の上昇、暖まり感などの調査のため、普通教室の暖房は全てエアコンで行います。平成

27年度以降は、この調査結果を踏まえて、冬季の運用方針を正式に決定するという予定でご

ざいます。 

 エアコンの設置につきましては、申し上げるまでもなく、夏季の酷暑対策としては最適で

あるとの判断によるものでございますけれども、冬季の使用につきましては、教育委員会内

部でもメリット・デメリットの比較検討を行ってまいりました。デメリットとしましては、

やはりランニングコストの増加が筆頭に上げられるかと思いますが、机上の比較としまして

は、冬場にエアコンを使用する場合と使用しない場合で、中学校のみでは約60万円、これが

小・中学校全体を合わせますと年間約240万円のコスト増を見込んでおるわけでございます。

また、メリットとしましては、暖房器具の給油などの手間がかからなくなりまして、学校現

場の負担も軽減になるとか、やけど等の心配をしなくて安全であるとか、ストーブの設置に

よります学習スペースのしわ寄せがなくなるなどがございます。しかし、コストの増加を含

めまして、導入後の暖まり感、現実にどうなのかということで想定の域を出ませんので、こ

としの冬につきましては試験的に運転してみるというものでございます。ちなみに、試験運

転開始以降１週間ほどたちましたが、学校現場からはとても快適であるとか、灯油の給油の

手間が要らないので楽だというような肯定的な声が聞こえてきております。 

 なお、設定の温度につきましては、この１ページにございますとおり、冷房で28度、暖房

で18度としておりますが、この根拠につきましては、この３ページにございます６に記載し

てございますが、文科省の学校環境衛生基準に基づきまして、それと文科省から通知が出て

おりまして、教室の温度は10度以上30度以下であるのが望ましいに合わせまして、平成19年
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に文科省から示されました学校施設における省エネ対策についてということで、エアコンの

最も望ましい温度は夏季では25から28度、冬季では18度から20度という形でございますので、

これらの根拠に基づきまして設定温度をこういう形でさせていただいております。以上でご

ざいます。 

○委員長（野呂和久君） この件に関しまして質疑を行います。 

○委員（酒井正司君） 冷房の設定温度は28度、今根拠がお示しになられたんですが、実際に

そこにおる者として、不快指数というものが大きいと思うんですよね。ですから、こちらの

ほうで25度から28度という幅が持たせてあれば、必ずしも28度ちょうどを、さあつけるよ、

さあ消すよというんじゃなくて、何らかの形で不快指数というものを考慮しないと、人間的

な活用にならんと思うんです。その辺、お考えはどうですか。 

○教育総務課長（渡辺達也君） 今そういうお尋ねもございましたので、私どももがちがちに

数字を固めてしまってという形でなく、あくまでも１つの基準としておりまして、あとは学

校の現場の判断基準というのも尊重させていただきたいなあというふうに思っておりますが、

じゃあ基本は何度ですかと言われますと、こういう形でお示しをさせていただきますと、現

場のほうもそこら辺は柔軟に対応していただけるというふうに考えております。 

 それと、今の不快指数等のお話もありますので、やはり本当に過ごしやすいかどうかとい

う形で、これはこの半年の間にアンケート調査を学校の現場の先生方とか子供たちにもとっ

て、総合的にそこら辺はどうなのかという形も、現場の気持ちというのも聞いてみようかな

というふうに考えております。以上です。 

○委員（酒井正司君） もう１点ですが、１ページの一番下の④で、デマンド値の上昇という

のがありますね。これはデマンド値というのが御存じの方もあると思うんですが、これは契

約の枠、最大値のことをいうんですが、これ一旦設定すると、ほとんど基礎料金にまるっと

かかってくるわけです、最大値で来ますので。いわゆる電線の容量の確保みたいなことを意

味しますのでね。そうしますと、今非常に灯油がどんどん下がってきているんですね。する

と電気使用量、電気だけで暖房すると非常に非効率だと。経済的にの話ね。確かにここでお

っしゃるのは、あくまでも数値を求めたいからやるということなんですが、長期的に見たら、

こういうことは非常に経済的にマイナスなので、その試験期間が終わった後は、ぜひともよ

り効率的な、経済的な運用をぜひお願いしたいと思います。 

○教育総務課長（渡辺達也君） ただいまの御指摘のような御意見等も、ほかの自治体を見ま

すと、例えば隣の美濃加茂市なんかは、朝の早いときなんかは、立ち上がりは灯油にしてと

いうような併用方式をとっているところもございますので、今回の試験でどういった形で、

アンケートも踏まえて、そういう総合的にその辺は考えていきたいなというふうに思ってお

ります。以上です。 

○委員長（野呂和久君） 他に御発言はございませんか。 

○委員（林 則夫君） 暑い寒いの体感は個人差があって、子供が勉強するのに暑いときに勉

強するのは大変だし、また寒いときに勉強するのも大変だから、快適な環境の中で勉強でき
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るようになったというのは非常にいいことだと思うんですよ。 

 温度設定を何度にするかは、またそれぞれ考えていただければいいことなんだけれども、

一つそれに関連して、僕は当初からこのことを申し上げておるわけなんですが、和式の便器

は直接肌が触れることはなかったんですが、小・中学校のトイレも洋式にするという話があ

ったときに、僕はとにかく洋式にしたら、陶器製の冷たい便器にちょっとさわったら、もう

飛び上がっちゃって出るものも出なくなっちゃうからということを申し上げたわけなんです

が、この室内の温度設定と同時に、便器の保温もぜひ考慮してやってほしいなと思うわけで

す。 

 それから、この間視察に行った複合施設に広いホールがあります。所管がまたがるかもし

れませんけれども、遊ぶのは子供たちが遊ぶわけなんですが、広いホールのところに床暖房

がないと非常に冷たいですね、冬は。とてもじゃないけど、ホットカーペットぐらいでは追

っつかんと思うんですが、今度駅前にできる施設というのは、ぜひ大広間には床暖房を設置

して、子供たちが伸び伸びと冬でも快適に遊べるような形にしてやっていただけるといいか

なと思っておりますので、ぜひ記憶にとどめておいてください。以上です。 

○委員長（野呂和久君） 他によろしかったでしょうか。 

〔挙手する者なし〕 

 それでは、この件に関しましては以上で終了いたします。 

 続いて、美濃桃山陶の聖地（牟田洞）の整備構想・計画（案）についてを議題とします。 

 執行部の説明を求めます。 

○郷土歴史館長（長瀬治義君） 失礼いたします。 

 昨年の市への荒川資料館並びに関係の土地の御寄附をいただいて以来、少しずつ少しずつ

今後の居宅の敷地の公開について、どのように公開していくか、どのように整備していくか

ということについて構想を少しずつ固めてまいりました。このたび整備構想・計画（案）と

いうことでまとまりましたので、御報告のほうをさせていただきます。 

 資料９番でございますけれども、まずこの構想計画（案）の構成は、前提条件としてⅠ番、

Ⅱ番として事業の現状あるいは整備の範囲、最後に構想、具体的な整備の計画内容という構

成をとっております。 

 では、内容のほう、少し端折りながらでございますけれども、御説明いたします。 

 Ⅰ番の整理構想・計画の前提条件ということで、そのうちの１番には美濃桃山陶の聖地と

はということで、どういった意味があるのかということが書いてございます。 

 名誉市民であり人間国宝であった荒川豊蔵、そして国宝の卯花墻、その２つをキーワード

として、この場所は美濃桃山陶の聖地と呼ぶにふさわしい場所であるという内容でございま

す。名品を生んだ古い窯跡があり、さらに荒川豊蔵氏の足跡が残ると、この２つをあわせ持

つ場所だという内容でございます。 

 ２番目の美濃桃山陶の聖地の保存と活用というところでは、この整備事業の位置づけ、あ

るいは意義、そういったことについて記載しております。 
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 ４行目あたりですけれども、市政の重点事業の一つの地域・経済の元気づくり、その中の

地域資源の再評価・活用に位置づけるということによって、この場所が市民の誇るべき場所

として形成され、新たな交流が生み出されるということです。 

 ただし、下の方ですけれども、整備や公開に当たっては、古い窯跡の立地環境や豊蔵が求

め追求した自然と景観などへの配慮をするということ。それから古い窯跡につきましては、

リニア中央新幹線との整合性という絡みもございます。それによって、国の史跡の指定のス

ケジュールも少し変わってくる可能性がございます。史跡の整備、あるいは保存管理といっ

た計画につきましては、スケジュール的に結構時間がかかることが十分予想されますので、

この構想計画の中では、史跡の整備については切り離して別途スケジュールを立てたいとい

うことが書いてございます。 

 それから次、３ページのほうでございますけれども、３番の牟田洞の地を核としてという

ところです。 

 将来的には、現在ある郷土歴史館を美濃桃山陶に関するエントランス施設に位置づけたい

ということ。どういうことかと申しますと、美濃焼あるいは古い古陶、美濃桃山陶あるいは

現代の美濃焼、そういった美濃の窯業史を語るような展示内容に特化させていきたいという

ことが念頭にございます。将来的にはそういったことを検討し整備したい。それから現在の

荒川豊蔵資料館へのアクセス、この施設へのバリアフリー化を考えなければならないわけで

すけれども、これを検討するということもこの計画の中に入れたいと思っております。 

 それから、大きいⅡ番の事業の現状と整備範囲というところです。 

 平成25年度、昨年度寄附をいただきまして、平成25年10月に資料館の再オープンというこ

とが書いてございます。今年度は３ページの一番下でございますが、整備構想・計画の策定

と整備の設計（文化財指定地の窯跡関連を除く）という段階にございます。 

 そして来年度以降、平成27年度に本計画に、後で御説明しますけれども、敷地内の整備工

事及び次年度整備分の実施設計等ということで、２カ年にまたがって整備をしていきたいと

いう考えでございます。 

 平成28年度に参りますと、追加の整備工事といたしまして、これは早ければという目標で

ございますが、平成28年度中にも一般公開をスタートできないかということを考えておりま

す。ただし、先ほど申し上げましたけれども、この２年度にまたがります整備事業におきま

しては、エントランスとして位置づける可児郷土歴史館の改修工事、あるいはバリアフリー

化の工事、そういったことは含んでおりません。検討という段階で検討はさせていただきた

いと考えております。それからもう一度申し上げますが、史跡の指定を目指す部分につきま

しても別途計画を立てたいという思いであります。 

 平成27年度の７月というところに、国指定史跡への意見具申、牟田洞窯、窯下窯、あるい

は平成29年度のところに、７月、国指定史跡への追加意見具申、これ弥七田古窯跡という項

目がございます。これは今このようなスケジュールを目指して頑張っておりますけれども、

今問題になっておりますのはリニア中央新幹線との整合性ということです。それが何が問題
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かといいますと、牟田洞窯、窯下窯、この平成27年度の７月意見具申予定のところが、その

中央を通過するということで、これがＪＲ東海と地元地権者、そのあたりの協議がうまくい

かないと、ちょっとおくれてくる可能性が大いにございます。そういうことも含めまして、

計画では国の史跡の指定をいただいた後、平成29年度、大萱古窯跡群保存管理計画の策定、

平成30年度、大萱古窯跡群保存管理計画の策定と指定をいただいた後にこのようにつながっ

てまいります。 

 それから、２番の土地や建物の状況と整備範囲というところでは、御寄附をいただいた土

地あるいは建物などの明細が書いてございます。 

 それから、５ページの(3)整備範囲というところでございますが、これは後ろのほうの縦

長の図をごらんください。 

 整備を考える、していく部分につきましては、県道からずうっと林道、山道を入るわけで

すけれども、この黄色い線で示してございます人の動線部分と周辺の整備を考えております。

あわせて荒川豊蔵氏の関連の居宅とか陶房とかが４棟ございます。こういったところの補修

整備ということも含みたいと考えております。また、県道脇の駐車場の拡幅も考えておりま

して、これもこの計画に含めたいと思います。さらに、荒川豊蔵資料館の裏側になりますけ

れども、点線で書いてございます。これは施設へのアクセス、バリアフリー化のために駐車

場を確保できるのかできないのかというところでございますが、今言いました、できるのか

できないのかというところの検討も含めまして、検討段階の内容をこの計画に盛り込みたい

と考えております。 

 それから５ページへ戻りまして、３番の古窯跡や居宅と周囲の現状というところでは、現

状とそれに関連する課題ということが書いてございます。この辺のところはちょっと省略さ

せていただきます。 

 裏へ参りまして６ページ、Ⅲ番の整備の構想・計画というところでございます。 

 １番の指針というところ、少し読ませていただきます。将来的には、牟田洞古窯跡と窯下

古窯跡、豊蔵の居宅、敷地や資料館を一体的に保存して整備・公開を図り、理解しやすく親

しまれる歴史的・文化的空間を創出し、歴史・文化資源活用のモデルとしますということで、

(1)としまして、古窯跡の保存を前提に国史跡指定を目指すため、史跡（遺跡）に関する保

存管理計画や整備計画は別途策定します。本構想・計画では、先行してこれを除くエリアを

対象とします。 

 (2)豊蔵が慈しんだ環境や景観に配慮し、現在の状態を大きく変えることは避けるものの、

安全と保存を考えた補強や修繕、必要に応じた復元、散策路の整備を行い、見てわかりやす

く、この地の空気を感じられる整備を行います。 

 (3)この歴史・文化資源を市民が誇り得るものとして捉え、本物に触れることができる教

育や観光交流の場として活用し、広くアピールしていきます。 

 このようなコンセプトで以下２番の整備の内容を検討し、明文化いたしました。 

 整備の内容の(2)のところから少し細かく説明させていただきます。先ほどエントランス
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施設については申し上げました。それから②の駐車場です。これも先ほど申し上げました。

それから、③散策路とサイン、説明板というところからですけれども、最後の横長の図がご

ざいます。これをごらんになりながら簡潔に説明させていただきたいと思います。 

 まず県道脇から林道を入りまして、資料館に向かう階段がございます。そのあたりも階段

の整備、地ならしをしたいと思っておりますし、お墓との境界がございます。墓地との境に

おきましては、垣根を設けたいというところでございます。資料館のほうへ参りまして、玄

関周りの植栽を整備したい。それから資料館を通り過ぎまして奥へ参りますと、豊蔵の使っ

た窯、あるいは作業場がございます。こういったところの建物につきましては修繕補強、あ

るいは窯につきましても覆い屋を修繕したいと思っております。作業場というのは、外から

作業の様子がわかるような感じでのぞけるような公開を考えております。ここ窯から奥は立

入禁止として、将来的にはぐるっと周回できるようなことにしたいと思っております。 

 それから、資料館の階段を上る前の下のところには、豊蔵氏の陶房がございます。５部屋

続く長い建物でありますけれども、かなり傷みが、両脇が激しいというところで、真ん中の

３つの部屋を保存し公開していきたいと思っております。両脇の２部屋につきましては、取

り壊しをしまして倉庫に使うということで新しい建物、あるいは管理人、あるいは清掃ボラ

ンティアなりの控えの間ということで、壊した後、新たに違和感なく部屋を設けたいと思っ

ております。 

 それから、陶房への門扉を建てかえるということ。この敷地内ずうっと黄色で線で示した

ラインですけれども、これを園路、回遊路ということで、お客さんが歩いていただく場所と

考えております。非常に土が表面流れまして石がごろごろしております。かなりの土、客土、

山砂とかを入れまして、しっかりたたき締めたいということがかなりウエートを占めます。 

 それから、園内といいますか、敷地内には12カ所にいろんな豊蔵氏にまつわる石碑がござ

います。そういったところ、階段・石段を登る場所があったり、石敷きがあったり、そうい

ったところの整備・補修も含みます。またそういったところにはどんなエピソードがあるか

というような小さな説明書きもつけたいというところです。 

 奥へ進みまして川を渡る部分につきましては、もともと石橋であって、破損した後、枕木

が置いてございますが、石橋につけかえたい。川の護岸は、しっかりした大きな石で護岸さ

れておりますけれども、延長20メーター分ぐらいが護岸崩れております。そういったところ

の補強をしたい。それから水車跡と書いてございますが、ぐるぐる回るような丸い水車のイ

メージではなくて、添水唐臼とかバッタリと言いますけれども、大きな丸太に穴を、ますを

えぐって、そこにかけひから直接水を受けてバタン。こういう感じで唐臼を反対側でつくと

いうものでございます。これは基礎はしっかり残っておりまして規模もわかります。また当

時の写真もございます。建物は今ないわけですけれども、復元できないかということで復元

をしたいと思っております。 

 それからさらに奥へ参りまして、右手の上の段には、豊蔵氏の母屋、居宅と離れの２棟が

ございます。離れにつきましては北側半分を撤去する、もしくは全て撤去するのどちらかな
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んですけれども、現在シロアリの関係を調査しております。そのぐあいによりまして、半分

撤去、または全撤去、その後に来館者、来園者のためのトイレ設置ということを考えており

ます。居宅の母屋につきましては、もとの状態の土間に戻しまして、玄関から裏口へ通過し

ていただくような動線も考えております。また、ただ建築基準法の関係で外へ回っていただ

く可能性もございますが、土間のほうへ戻したいという格好です。 

 それから、居宅・母屋の南側、向かって右ですけれども、南側はお庭になっております。

20年以上も放置されておりますので、かなりの手入れが必要です。お庭はいろんな人の話を、

当時の様子を知っている方のお話を聞きながら適切な植栽をしたいと考えております。 

 それから、その川の近くに風呂場跡と書いた部分がございますが、屋根が抜けて瓦が落ち

て、もう半壊状態にございます。これをもとに戻すのは至難のわざでありますので、撤去し

て休憩所、あずまやとして設置できないかという思いであります。 

 それから随縁碑とか、その上のちょっと広場的な部分が何カ所かございます。そういった

ところへの動線、石段、あるいは広場につきましての路面の整備といったところも行ってま

いりたいと思っております。 

 以上が、今後２年間でエリアを分けつつ整備をしたいと考えている内容でございます。ち

ょっと端折った説明で申しわけございませんでした。 

○委員長（野呂和久君） それでは、この件に関しまして質疑を行います。 

○委員（冨田牧子君） まずちょっとよくわからないので、教えてほしいんですが、リニア中

央新幹線はこの図でいうと、どういうところを通って、それで例えば柱がどこかに立つとか

いうような話もありましたけど、それについてもうちょっと詳しく教えてください。 

○郷土歴史館長（長瀬治義君） まず、県道から山の中へ林道を黄色い線、南へ下ります。そ

うしますとお墓がございます。墓地マーク、179.2と書いてある、そこは広い地元の方の墓

地です。そこに小屋の点線で四角くくくった小屋のマークがあります。その真上を通過しま

す。それと、県道の北のほうに１軒民家がございますが、174.8と書いてあるところの右側

へずうっとスライドしていただくと、民家の南側の端っこと今の墓地の小屋を結んでいただ

いたその直線コースをリニア中央新幹線が通過するという計画です。橋脚、橋台の位置につ

きましては、現在まだ協議、変更などいろいろ協議中でありまして、まだ確定したとは私ら

は考えておりませんけれども、当初の計画でいきますと、この林道の小道のすぐ脇に立つ計

画であります。 

○委員（冨田牧子君） 基地の横ですか。 

○郷土歴史館長（長瀬治義君） はい、そうです。 

○委員（冨田牧子君） 四角の横くらいですか。 

○郷土歴史館長（長瀬治義君） 四角の横の、道の向かって左です。道に接してということで

す。 

○委員（冨田牧子君） 広さはどれくらいですか。 

〔発言する者あり〕 
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○郷土歴史館長（長瀬治義君） 10メーター掛ける５メーターぐらいです。 

○委員（冨田牧子君） それはそれでわかりました。 

 もう一つお聞きしたいのは、やっぱりふさわしく整備していただくということは当然のこ

とだと思いますし、委員会でも附帯決議とかそういうのを出しましたけど、郷土歴史館の話

なんですけど、郷土歴史館はエントランス施設にすると。だから、今あるような何でもいい

からごちゃごちゃと石器から銅鐸から何でも並べてあるようなところではなくて、もっと奥

の陶器が置いてあるのをもっと前面的にやるように変えていくんだというお話でしたよね。

そうすると、今ある歴史的遺産のものなんかは一体どうなるのかというのが非常に気になる

んですけど。 

 それと、駅前子育て拠点施設ができるときにあく部分がありますよね、いろいろ移動して。

そういうところに移して、新たにそういう歴史館じゃないけど、何館かわからないけど、そ

ういう遺物を展示する場所をつくるというふうなところもずうっと見通して、このようなこ

とが書かれているんでしょうか。 

○郷土歴史館長（長瀬治義君） 念頭に置いて見込んで書いてございます。繰り返しますけれ

ども、郷土歴史館を可児・美濃の窯業史にかかわる美濃桃山陶を中心に据えた窯業史にかか

わるエントランスにしたいということ。一口に美濃焼と言っても、可児でも1400年からの歴

史がございますので、かなり幅広い中での美濃桃山陶にスポットを当てたいということが一

つです。 

 それから、その他の可児の歴史・文化・自然の部分は、やはりどこかに常設の場所を求め

たいと思っております。そういったことから、この２年間の計画の中では、資料館そのもの

の基本的な展示内容とか基本的な設計部分は含めたいと思いますが、工事は含めておりませ

ん。それはやはりどこかに求める具体的な場所があって、それと同時並行でその展示のチェ

ンジをしていけないかなという考えです。 

○教育委員会事務局長（高木美和君） 今ある遺物をほかのところに移すという話がありまし

たけど、そういう打ち合わせといいますか、そういう話はもう既にしておりますけれども、

どこに移すとか、そういうものをどうするかというところまではまだ話が行っていませんの

で、新たにそういったものが移せるところができた、そういう話がついた時点でエントラン

ス化を進めていくということで、具体的にどこに移すとか新しいものをつくるとか、先ほど

の移動した部分にどこに入れるとか、そういった具体的なところまではまだ話が進んでいな

いということでございます。 

○委員（冨田牧子君） でも、そういうことも含めて、概算どれぐらいのことを考えておみえ

でしょうか。 

○郷土歴史館長（長瀬治義君） この整備構想・計画に盛り込んだ２年間の２年度分で、概算

１億円ぐらいを考えております。 

○委員長（野呂和久君） 他に御発言はありませんでしょうか。 

○委員（林 則夫君） 平成26年12月19日の金曜日７時から、平牧公民館でリニア新幹線の説
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明会がありますので、よろしかったらお聞きになりますと氷山の一角ぐらいの話はわかると

思います。どうぞ。 

 それから最近、東京大学の史料編纂所からいろんな資料が出てまいりまして、その一つに、

資料そのものが国宝になっておるわけなんですが、先般、館長には資料をお渡ししたわけで

ございますが、その中に、私は古田織部という男は、武将であって茶人であったということ

だけは承知しておったんです。それから、生まれた年と死んだ年はわかるけれども、どこで

生まれたかはわからんというような非常に謎に包まれた男であったわけでございますが、そ

の中で、古田織部が大萱・弥七田で出るいわゆる織部の陶片、そうしたものの上薬の指導を

したということがその国宝の資料の中に書いてあるもんですから、当時電話もなければ、当

然メールもないです。本巣市で生まれたということは言われておるんですけれども、本巣か

ら可児まではとてもそんな作陶の指導はできんと思うんです。そこで、事によると、古田織

部は大萱に住んで、そして土岐の元窯、または弥七田で織部焼の作陶の指導をしたのではな

いかなということが考えられますので、今、本巣市と連携していろいろ調査をしておるとこ

ろなんですが、またこうした史実が確定できれば、館長、国の史跡の指定に対する一つ大き

な補強になると思うので、ぜひこれも念頭に置いた上で調査も一緒に進めていただけるとよ

ろしいかなと思っておりますので、その点についてもぜひお願いしたいと思います。以上で

す。 

○郷土歴史館長（長瀬治義君） ありがとうございました。 

 しっかりした証拠が見つかると、大変大きなプラスアルファという材料になると思います

ので、できる限り調べていきたいと思っております。 

○委員長（野呂和久君） 他にございませんか。 

〔挙手する者なし〕 

 では、この案件につきましては、決算、平成26年９月においても当委員会で提言という形

で荒川豊蔵記念館周辺整備ということで提言を出させていただいておりますので、またよろ

しくお願いいたします。 

 それでは、この件に関しましては以上で終了いたします。 

 ここで、執行部の皆様は御退席していただいて結構でございます。ありがとうございまし

た。お疲れさまでした。 

 それでは、本日の委員会資料として、議会報告会意見交換内容一覧を入れさせていただい

ていると思います。議会報告会実施会議におきまして、各意見交換で出されました意見等に

ついて各委員会ごとに振り分けをしていただいたもので、教育福祉委員会関係の健康づくり

等の意見を出されたものが皆様のほうにお配りしてあると思います。これにつきまして、委

員会としてこの意見についての対応についてということで、皆様の御意見をいただきたいと

思います。 

 読んでみますと、こういう健康づくりをしているとかそうした内容がありますし、あと委

員会として取り上げて何らかの対応をというものもあるかもしれませんので、提案ですが、
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この内容を読んでいただいて、この件について、委員会として例えば視察、視察というのは

おかしいですけど、研究をしたりとか、またはこの件について執行部に質疑をしたりとか、

そうした対応をしてもいいのではないかという項目がありましたら、委員さんのほうから、

メモ書きで結構ですので、項目のところをリストアップしていただいて、こういう対応をし

てはどうかという形で出していただければと思いますが。 

○副委員長（天羽良明君） こういう報告を、一覧を見せていただきまして、数ある中で何か

よさそうなやつもあるんですけれども、ちょっときょうのところは読み込む時間がとれない

ような気がしておりまして、事前に本当は読んでこればよかったかもしれませんが、もうち

ょっと時間をかけて答えを出していったらいいんじゃないかと思いますので、今回は、問題

提起をいただいたということで各委員さんで見ていただいて、最終日のちょっと手前ぐらい

でもう１回集まるなりして方向を、委員長としては多分結果を出さなければいけないと思い

ますので、また日を改めてやったらどうかと思います。 

○委員（可児慶志君） それぞれ精読して、正・副委員長に提案をしてもらうということで、

とりあえず第１段階は。その結果、それぞれの委員会で出てきたものをまた正・副委員長で

取りまとめ、あるいは自分たちで、正・副委員長で考えられる方向を提案していただいて、

一つの方向性を出してもらえばいいかなと思いますけど。だから、いつまでに読んだ結果を

返事くださいと言ってもらえるなら一つの区切りができるかなと思うんですけどね。 

○委員長（野呂和久君） それでは、今、可児委員から提案をしていただきましたので、正・

副委員長で、この内容から委員会として取り上げる項目等をリストアップしてまとめさせて

いただくと同時に、委員さんのほうからこれを取り上げたらいいんじゃないかという意見が

ございましたら、年内中ということでいいですかね。 

○委員（冨田牧子君） 実施会議の中では年内とかそういうことではなくて、この議会の間と

いうような感じだったと私は出席していて思ったんですけど、そんなことはなかったですか、

野呂委員長。 

○委員長（野呂和久君） 期間は言われていますか。 

○委員（冨田牧子君） 何というか、せっかく出したのに延ばし延ばしにしていくと、あれば

ということですよ。ここに本当に取り上げるものがあればということなんだけど、延ばし延

ばしでやっていては意味がないというような話が出たと思うんですよね。だから、即効性が

必要だけど、取り上げるものがあるということの前提でそういうことなので、皆さんがもし

別に委員会としてこういうのはなくてもいいんじゃないというか、取り上げなくてもいいん

じゃないという話になれば、それはそれでなかったですということで言えばいいと私は思う

んですけど。余り延ばしてもしようがないし、皆さんそれぞれ出られたと思うので。全部に

は出ていないけれども、ざざっと見てとか聞いた意見とかを持って、これはやっぱりうちの

委員会で何とか取り上げなきゃいけないというのがあるかないかということですよね。 

○委員長（野呂和久君） 今この席で少し意見を出してもらったらということでよろしいです

か。 
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○委員（冨田牧子君） なかったらなしでいいと。 

○委員長（野呂和久君） それでは少し精読していただいて、これをというものがありました

ら、ここで御意見をいただきたいと思います。 

 それでは、暫時休憩いたします。 

休憩 午後４時44分  

─────────────────────────────────────―― 

再開 午後４時50分  

○委員長（野呂和久君） それでは、休憩前に引き続きまして会議を再開いたします。 

 今、精読をしていただきましたので、何か御意見がありましたら御発言をお願いいたしま

す。 

○委員（出口忠雄君） このまとめていただいた一覧表を見ると、大半が歩くということに関

することが多いんじゃないかなと見ているんですけど、やっぱり若い人から高齢者の人まで

できるとすれば、やっぱり歩くというのが一番いいかなと思います。可児市も歩こう可児

302というところで、いろいろルートのマップとかそういうのを出しているみたいなんです

けど、やっぱりその地域地域によって散歩コースがあるみたいで、そういうところを紹介し

たり、とにかく歩くことの勧めというようなものでまとめたらいいんじゃないかなと思いま

すけど。以上です。 

○委員（可児慶志君） これは、教育福祉関係に集約されているので、建設部関係のところに

はかなり歩くための道路整備のところが随分入っているので、そういったハード面の整備関

係は建設部関係のほうでまとめてもらえばいいと思うんだけれども、この中で見ると、歩く

ためのイベントをやってほしいというのがちょこっと何か見えたかなという感じがしますよ

ね。そこら辺について、ちょっとできるかできないか。ルートはパンフレットつくられたり、

ルートつくられたりしているけれども、何かイベントができるのかなというようなことは一

つ考えてもいいかなあという感じはちょっとしますね。要するに、もっともっときっかけづ

くり、誘い出す方法ですね。我々視察に行ったときも、元気リーダーをつくってどんどん地

域から誘い出してもらう、歩くきっかけでも、ほかの運動するきっかけでも、誘い出す方法

を検討していくというのが一つあるかなと思いました。 

○委員長（野呂和久君） 先ほど出口委員さんからも歩こうということでありましたし、可児

委員さんからも３ページ目の上から４行目のところで、歩こう可児運動を知らなかった、市

として大きなイベントをやったらどうかというような御意見もありますので、ここを取り上

げてというようなことでよろしいでしょうか。 

○委員（可児慶志君） １ページ目のウオークラリーなどのイベントはどうですか。 

○委員長（野呂和久君） どこですか。亀山市に在住しているが、真ん中のところですね。最

寄りにサンシャインパークという公園があって、ウオークラリーなどのイベントをやって多

数の方に参加してもらっているので、こうした運動に関したイベントを企画することも大切

という部分ですね。 
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○委員（出口忠雄君） 帷子のところにやすらぎの森がありますよね。あそこの利用者という

のは、意外に市外の人が多いです。市内の人といっても団地関係、長坂だとかあのあたりの

ところが多いみたいで、あそこをもっと可児市民の人に歩くコースに使ってもらえたらなと

思っておるんです。私も時々歩きに行くんですけど、結構初心者から上級者コースまでいろ

いろあって、上り下りもあるし景色も結構いいもんですから、あそこをもっと紹介するよう

な形で、今、可児委員が言われたようにイベントのところでちょっと考えてみてもいいんじ

ゃないかなと、そんなことを思いましたけど、以上です。 

○委員長（野呂和久君） そこを活用していくということを盛り込んでいくということですね。 

 ほかに御意見はございませんか。 

○副委員長（天羽良明君） 来年度は花フェスタ2015もございますし、この委員会としても健

康づくりを捉えた一つのイベントに本当は持っていけるぐらいのいいヒントをたくさんいた

だいたと思いますので、こういった人それぞれの健康法を今出口委員が言われたように、何

かのこういう方法だというのをちょっとパンフレットみたいなやつをつくったり、コース自

慢をしたり、そういうふうに歩くことについて、もうちょっとみんなが取り組みやすい環境

をつくるというのはいいことだと思います。 

○委員長（野呂和久君） それでは、天羽副委員長からもそうした提案がございましたので、

歩くということについて市民のほうに啓発をして、多くの方に参加していただけるようなイ

ベントとか、そうしたものが開催していけるようなことを委員会として執行部のほうに提案

していくというような形のことでよろしいでしょうか。 

〔「はい」の声あり〕 

 では、そういうい形で提案させていただくということで、委員会として提案をしていきま

す。ありがとうございました。 

 以上で本日の案件は全て終わりました。そのほかに何かございましたらお願いします。 

〔挙手する者なし〕 

 発言もないようですので、これにて教育福祉委員会を閉会いたします。お疲れさまでした。 

閉会 午後４時56分  
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